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１．はじめに 

 平成 23 年 7 月 22 日、原子力安全・保安院から当社に対し、「東京電力株

式会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原子炉

施設の安全性に関する総合評価の実施について（指示）」（平成 23年 7月 22

日付け平成 23・07・20 原院第 1 号）（以下「指示文書」という。）が発出さ

れ、既設の発電用原子炉施設について、設計上の想定を超える外部事象に対

する頑健性に関して、総合評価を行うよう要請された。 

本報告書は、上記指示文書に基づき、当社原子力発電所の安全性に関する

総合評価の内、泊発電所１号機の一次評価について、その結果を取りまとめ

たものである。 
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２．泊発電所の概要 

泊発電所は、平成元年 6月に１号機、平成 3年 4月に２号機が営業運転を開

始した後、平成 21年 12 月に３号機が営業運転を開始し、これら 3基の合計の

電気出力（定格）は 207.0 万 kW である。 

原子炉型式はいずれも加圧水型原子炉で、１、２号機は蒸気発生器（以下「Ｓ

Ｇ」という。）を 2つずつ持つ 2ループ、３号機はＳＧを 3つ持つ 3ループを採

用している。燃料には低濃縮ウランを使用し、１次冷却材には水（軽水）を使

用している。 

   

（１）発電所の配置 

泊発電所は、北海道南西部の積丹半島西側基部の古宇郡泊村の海岸沿いに

立地しており、１号機～３号機を含めた敷地面積は、約 135万 m2である。 

敷地の形状はおおむね半円状であり、敷地西側は日本海に面し、背後は積

丹半島中央部の山嶺に続く標高 40～130m の丘陵地である。 

炉心から敷地境界までの最短直線距離は、１号炉心のほぼ東北東方向約

550m である。発電所全体配置図を図２－１に示す。 

[出典：泊発電所原子炉設置許可申請書 平成22年11月26日許可] 

図２－１ 発電所全体配置図 
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（２）設備概要 

泊発電所１号機の主要な設備としては、原子炉容器、ＳＧ、１次冷却材ポ

ンプ、加圧器などからなる１次冷却設備があり、炉心で加熱された１次冷却

材を循環し、ＳＧで、２次冷却材と熱交換させ、タービンを駆動する高温、

高圧の蒸気を発生させる。その他、蓄圧注入系、高圧注入系および低圧注入

系からなる非常用炉心冷却設備（以下「ＥＣＣＳ」という。）、化学体積制御

設備、原子炉補機冷却水設備、原子炉補機冷却海水設備などがある。 

泊発電所１号機の主要仕様を表２－１に、主要な系統図を図２－２に示す。 

 

表２－１ 泊発電所１号機の主要な設備（仕様） 

原子炉熱出力 1,650MW 

定格電気出力 579MW 

炉心 

燃料集合体数 121 体 

炉心全ウラン量 約 49t 

制御棒ｸﾗｽﾀ本数 33 本 

原子炉容器 
高さ 約 11.5m 

内径 約 3.4m 

原子炉格納容器 
高さ 約 65m 

内径 約 35m 

ＥＣＣＳ 

蓄圧注入系 蓄圧タンク（2基） 

高圧注入系 

高圧注入ポンプ（2台） 

ほう酸注入タンク（1基） 

燃料取替用水タンク（1基） 

低圧注入系 余熱除去ポンプ（2台） 

化学体積制御設備 

ほう酸タンク（2基） 

ほう酸ポンプ（2台） 

充てんポンプ（3台） 

原子炉補機冷却水設備 
原子炉補機冷却水ポンプ（4台） 

原子炉補機冷却水冷却器（4基） 

原子炉補機冷却海水設備 原子炉補機冷却海水ポンプ（4台） 

非常用ディーゼル発電機 2台 

補助給水ポンプ 電動（2台）、タービン動（1台） 

使用済燃料貯蔵設備の貯蔵能力 
690 体 

（全炉心燃料の約 570%相当分）注） 

注）この他に、泊発電所３号機の一部を共用化し、さらに全炉心燃料の約 1,190%相当分
の貯蔵能力を確保している。 
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図２－２  泊発電所１号機の主要な系統図 
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３．総合評価（一次評価）の手法 

（１）評価対象時点 

泊発電所１号機における総合評価（一次評価）は、平成 23年 12月 6日時

点における施設と管理状態を対象とする。 

 

（２）評価項目 

評価項目は、指示文書に基づき、自然現象として、地震、津波および地震

と津波の重畳、また、安全機能の喪失として、全交流電源喪失および最終的

な熱の逃し場（最終ヒートシンク）の喪失、さらに、その他のシビアアクシ

デント・マネジメントの 6項目とする。 

 

（３）評価の進め方 

安全上重要な施設・機器等について、設計上の想定を超える事象に対して、

どの程度の安全裕度が確保されているかを評価する。評価は、許容値等に対

し、どの程度の裕度を有するかという観点から行う。なお、許容値が最終的

な耐力に比して余裕をもって設定されている場合については、必要に応じ、

技術的に説明可能な範囲においてその余裕を考慮した値を用いることとす

る。また、設計上の想定を超える事象に対し安全性を確保するために取られ

ている措置について、多重防護の観点からその効果を示す。 

評価において、事象の進展過程については、イベントツリーの形式で示す

こととし、イベントツリーの各段階において、その段階で使用可能な防護措

置について検討し、それぞれの有効性および限界を示す。 

評価に当って、３．（２）の各個別評価項目に対する共通的な前提条件お

よび留意点については以下のとおりとする。 

 

ａ．評価においては、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の後に緊急

安全対策として実施した措置の成果（裕度向上の程度など）を評価・明示

する。なお、将来的に更なる措置を行う場合は、その措置内容と措置の成

果（裕度向上の程度など）についても参考としてまとめる。 

 

ｂ．当社は「原子力発電所における安全のための品質保証規程（JEAC4111-2009）」

に基づき品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）を構築する

とともに、この考え方を「原子炉施設保安規定」にも明確に位置付け、当

社の保安活動全てをＱＭＳの下で実施している。指示文書への対応におい

ても、ＱＭＳに従い、総合評価を実施するとともに、評価の過程で実施し

たメーカーへの解析業務の委託に当っては、調達要求事項として「原子力

施設における許認可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン
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（JANTI-GQA-01-第 1版 平成 22年 12 月）」に基づき作業を実施すること

を要求するなど、適切な調達管理を実施する。 

 

ｃ．原子炉および使用済燃料ピット（以下「ＳＦＰ」という。）が同時に影響を

受けると想定する。また、防護措置の評価にあたっては、合理的な想定が

可能な場合を除き、一度機能を失った機器等の機能は回復しない、プラン

ト外部からの支援は受けられない等、厳しい状況を仮定する。 

 

ｄ．原子力発電所は、経年変化などの知見を踏まえた保全計画に基づく点検や

部品交換、補修などの保守管理が継続的に行われており、経年変化事象に

よる機器などの機能への影響は小さいものと考えている。しかし、一部の

経年変化は地震による地震動により、機器等に与える応力を増加させる可

能性があるため、「地震」に係る評価においては、経年変化を考慮する。 

一方、「津波」に係る評価においては、機器等の最下部が浸水すれば直

ちに機能喪失するとの評価を行うため、強度的な評価を伴わないことから、

経年変化の影響は評価結果に影響を及ぼさない。また、それ以外の「全交

流電源喪失」等に係る評価においても、事象の進展を防止するための緩和

手段に係るリソース等に着目した評価を行うことから、経年変化の影響は

評価結果に影響を及ぼさない。 

以上のことから、経年変化は「地震」に係る評価を検討の対象とする。 
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４．多重防護の強化策 

（１）緊急安全対策 

原子力発電所は、多重防護の考え方に基づき安全を確保する設計としてい

る。しかしながら、福島第一原子力発電所事故では、想定を超える津波によ

り安全機能の広範な喪失が短時間に生じ、多重防護の各層が次々と破られた

ため、炉心の損傷にまで至る結果となった。 

このため、平成 23 年 3 月 30 日付け経済産業大臣指示文書「平成 23 年福

島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電所の緊急安全対策の実施

について（指示）」に基づき、津波により 3 つの機能（全交流電源、海水冷

却機能、使用済燃料貯蔵プールの冷却機能）を全て喪失したとしても、炉心

損傷や使用済燃料の損傷を防止し、放射性物質の放出を抑制しつつ冷却機能

の回復を図るために緊急安全対策を立案・整備してきた。 

以下に、「平成 23年福島第一・第二原子力発電所事故を踏まえた他の発電

所の緊急安全対策の実施について（指示）」に対して、これまでに整備した

緊急安全対策を示す。また、緊急安全対策の概要を図４－１に示す。 

 

ａ．緊急安全対策（短期） 

（ａ）緊急時の電源確保 

全交流電源喪失後、蓄電池設備から中央制御盤などのプラント監視上必

要なところへの給電は限られた時間しか期待できないため、早期に移動発

電機車から計装用電源および直流電源などに電気を供給することで、運転

監視などの機能を維持する必要がある。 

そのため、全交流電源喪失時におけるＳＧによる１次冷却系の除熱およ

びプラント監視機能を維持するために必要な電源容量を検討するととも

に、その容量を満足する移動発電機車を手配し配備した。 

なお、移動発電機車、資機材の保管場所および運転場所は、津波の影響

を受けない高台としている。 

これにより、全交流電源喪失後も、原子炉の運転監視などの機能を維持

することが可能となった。 

 

（ｂ）緊急時の最終的な除熱機能の確保 

津波により全交流電源、海水による冷却機能を喪失した場合、原子炉の

冷却はタービン動補助給水ポンプによるＳＧへの給水によって行われる。

タービン動補助給水ポンプによる冷却を継続するための給水については、

補助給水タンクおよび２次系純水タンク内の水による供給が一定期間は

可能であるが、事態が長期に亘る場合には、ろ過水タンクなど、他の水源

から仮設ポンプなどにより必要な水の確保を行う必要がある。そのため、
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必要な仮設ポンプおよびホースなどを配備した。また、水源が枯渇した場

合には海水を給水できる体制を整えた。 

なお、資機材の保管場所は、津波の影響を受けない高台としている。 

これにより、事態が長期に亘る場合においても、ＳＧを介して炉心から

の除熱機能を確保することが可能となった。 

 

（ｃ）緊急時のＳＦＰの冷却確保 

ＳＦＰの冷却機能が喪失することによるピット水温の上昇と、それに伴

うピット水量の減尐を補うため、燃料取替用水タンクとＳＦＰとの水頭差

によりＳＦＰへの水の補給を行うことが可能である。 

また、この恒設設備による補給ができない場合に備え、ろ過水タンクな

どからＳＦＰへの補給を行う仮設ポンプなどを配備した。 

なお、資機材の保管場所は、津波の影響を受けない高台としている。 

これにより、緊急時においてもＳＦＰの冷却機能を確保することが可能

となった。 

 

（ｄ）各原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施 

津波などに係る安全強化対策として、安全上重要な機器が設置されてい

るエリアの建屋入口扉等に浸水防止措置を実施する必要がある。 

そのため、タービン動補助給水ポンプ、安全補機開閉器および安全系蓄

電池などのＳＧによる除熱に必要な安全上重要な機器が設置されている

エリアの建屋入口扉等の浸水防止措置を実施した。 

 

ｂ．緊急安全対策（中長期） 

上記ａ．緊急安全対策（短期）に加え、設備の恒設化や冗長性の確保等の

設備強化対策を実施し、炉心損傷や使用済燃料の損傷防止に対する一層の信

頼性の向上を図ることとしている。以下に計画している設備強化対策の概要

を示す。また、緊急安全対策（短期+中長期）を用いて原子炉とＳＦＰを継

続的に冷却するための運転操作フローを図４－２に示す。 

 

（ａ）緊急時の電源確保 

既に配備済みの移動発電機車に加え、低温停止状態への移行手段の多様

性確保のために、移動発電機車を追加配備する。さらに将来的には、定期

検査時などに現状の非常用ディーゼル発電機を待機除外にしても、非常用

発電設備が2台動作可能であることを担保できるよう非常用発電機を追加

配備する。 
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（ｂ）緊急時の最終的な除熱機能の確保 

津波により原子炉補機冷却海水ポンプの機能が喪失した場合を想定し、

ポンプの早期復旧を図るため、ポンプ電動機の予備機を確保する。 

また、万一、ポンプが復旧できない場合に備え、代替の海水取水ポンプ

を確保する。 

さらに、タービン動補助給水ポンプによるＳＧを介した原子炉の冷却を

より確実なものとするため、地震、津波に対して信頼性のある水源を確保

し、発電所内水源の信頼性向上を図る。 

 

（ｃ）緊急時のＳＦＰの冷却確保 

ＳＦＰへの給水をより確実なものとするために、地震、津波に対して信

頼性のある水源を確保し、発電所内水源の信頼性向上を図る。 

 

（ｄ）各原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実施 

原子炉補機冷却海水ポンプ、非常用ディーゼル発電機、タービン動補助

給水ポンプ、安全補機開閉器などの安全上重要な機器が設置されているエ

リアについて、水密扉への改造、建屋出入口周辺の防潮壁の設置等による

浸水対策の強化を実施する。 

 

（２）防護措置の実施に係る組織などの状況確認 

ａ．組織、実施体制 

防護措置の実施に係る組織・体制については、「泊発電所津波による電源

機能等喪失時対応要領」を制定しており、電源供給を行うための活動、ＳＧ

への給水を行うための活動およびＳＦＰへの給水を行うための活動を遂行

するための体制、役割分担、要員配置、訓練、資機材などについて定めてい

る。体制および役割分担を図４－３に示す。 

 

ｂ．手順書 

防護措置の実施に係る手順は、「泊発電所津波による電源機能等喪失時対

応要領」に定めている。 

 

ｃ．教育・訓練の状況 

防護措置の実施に係る教育・訓練は、「泊発電所教育訓練管理要領」に実

施項目、対象者、頻度などを定めている。 

上記ａ．ｂ．の要領および手順書の制定にあたっては、電源供給を行うた

めの活動、ＳＧへの給水を行うための活動およびＳＦＰへの給水を行うため

の活動について、夜間や照明が使えないなどで視認性が悪い場合も含めた訓
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練を実施し、改善点を抽出し、継続的改善を図っている。また、実施手順の

追加・変更などを踏まえて関係規程類を改正する際にも、必要により当該の

訓練を実施したうえで、改善点を抽出し、改正している。訓練の内容は図４

－４のとおりである。 

また、発電室規程等を改正し、これまでも継続的に実施しているシミュレ

ータによる地震・津波対応訓練等において、交流電源を供給する全ての設備

の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備の機能およびＳＦ

Ｐを冷却する全ての設備の機能の喪失を想定した教育・訓練を行うこととし

ている。 

 

（３）シビアアクシデントへの対応に関する措置 

平成 23年 6月 7日付け経済産業大臣指示文書「平成 23年福島第一原子力

発電所事故を踏まえた他の原子力発電所におけるシビアアクシデントへの

対応に関する措置の実施について（指示）」を受け、平成 23年 6月 14 日に、

その実施状況を報告（以下「シビアアクシデント対応措置報告書」という。）

した。以下にその概要を示す。 

 

ａ．中央制御室の作業環境の確保 

緊急時において、放射線防護などの観点から中央制御室の作業環境を確保

するため、全交流電源喪失時においても中央制御室の非常用換気空調系設備

（再循環系）を運転可能とする必要があるが、当社における対応方策は次の

とおりである。 

中央制御室の空調は、通常運転時には、中央制御室給気ファンおよび中央

制御室循環ファンにより、中央制御室の空気を循環しつつ、外気の一部取入

れと屋外への放出により行っている。一次冷却材喪失事故時や中央制御室に

て高放射線が検知された場合には、中央制御室換気系隔離信号が発信し、中

央制御室非常用循環ファンが自動起動するとともに、外気取入れ口および放

出口が空気駆動のダンパにより遮断されることにより閉回路循環運転に切

り替わる。 

また、循環空気の一部をよう素除去フィルタおよび微粒子除去フィルタが

装着された中央制御室非常用循環フィルタユニットへ通すことにより中央

制御室内の空気を浄化する。 

シビアアクシデントにおける全交流電源喪失時に、中央制御室の作業環境

を確保するために、配備済みの移動発電機車からの電源供給により中央制御

室非常用空調設備を運転する。なお、中央制御室非常用空調設備を運転する

ために必要な電源は、移動発電機車が十分な供給容量を有していることから、

供給可能である。 
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ｂ．緊急時における発電所構内通信手段の確保 

全交流電源喪失時における確実な発電所構内の通信手段および照明を確

保する必要があるが、泊発電所における対応方策は以下のとおりである。 

（ａ）通信手段の配備 

発電所構内での通信手段としては、構内ＰＨＳとページング設備を配備

しており、全交流電源喪失が発生した場合でも各設備が有している蓄電池

により一定期間の通信機能の確保は可能である。 

長時間の全交流電源喪失や津波による浸水が生じた場合でも、既に配備

済みの移動発電機車が十分な供給容量を有していること、構内ＰＨＳ交換

機を高所に設置していることから、構内ＰＨＳによる通信手段の確保は可

能である。 

また、構内ＰＨＳ以外の通信手段として、屋外用はトランシーバおよび

衛星電話、屋内用は有線仮設電話（乾電池駆動）などを配備済みである。 

 

（ｂ）照明の確保 

全交流電源喪失が発生した場合でも蓄電池により非常用照明を一定期

間確保することが可能であるが、長時間の全交流電源喪失時にも照明が確

保できるように、ハンドライトなどを泊発電所に配備済みである。 

 

ｃ．高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管理のための体制の整備 

シビアアクシデント発生時には、事象の進展により、発電所構内や建屋内

の空間線量率が高くなり、発電所の安定化作業に従事する作業員の被ばく線

量が非常に高くなる可能性がある。 

また、個人線量計や防護マスクなどの資機材が不足すると、作業員個人毎

の線量計や防護服が確保できず、適切な放射線管理ができない状態が生じる

可能性がある。 

このような事態に備え、高線量作業環境下での遮へい機能を有する防護服

（以下「高線量対応防護服」という。）を常備し、必要な数の個人線量計、

防護マスクなどの資機材を確保できるようにしておくとともに、緊急時に放

射線管理のための要員を拡充できる体制を整備しておくことが必要である

が、泊発電所における対応方策については以下のとおりである。 

（ａ）高線量対応防護服の配備 

緊急時における高放射線下での作業員の放射線防護をより確実なもの

とするため、高線量対応防護服を泊発電所に１０着配備した。 

 

（ｂ）原子力事業者間での資機材相互融通体制の確立 

高線量対応防護服、個人線量計および全面マスクといった、現在、提供
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資機材リストに定められていない資機材についても、必要に応じ、原子力

事業者間で相互に融通しあうことを「経済産業大臣からの指示文書を踏ま

えた高線量対応防護服等の資機材に関する取扱いについて」（協定に準ず

る文書による申し合わせ）により確立している。 

 

（ｃ）緊急時の放射線管理要員の拡充 

緊急時における放射線管理要員については、放射線管理班員以外の要員

に対しても放射線防護に関する知識や測定機器およびその取扱方法など

について教育を実施することにより要員不足を招かないように努めてい

るが、さらに、必要に応じて、放射線管理要員以外の要員が線量計の貸し

出し、データ入力などの業務を行い、放射線管理要員を助勢する仕組みを

整備した。 

 

ｄ．水素爆発防止対策 

シビアアクシデントにより燃料が損傷し、その結果生じる水素の爆発によ

る施設の破壊を防止するため、原子炉建屋などに水素が多量に滞留すること

を防止するための措置を講じる必要があるが、当社における対応方策につい

ては次のとおりである。 

泊発電所１号機の原子炉格納容器（以下「格納容器」という。）は容積が

大きいため、シビアアクシデントによる水素の大量発生時にも、水素濃度は

格納容器の健全性に影響を及ぼす可能性のある爆轟領域に至ることはない。 

ただし、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、格納容器から水素が漏えい

した場合に格納容器外で水素が大量に滞留することを防止するため、格納容

器に隣接するアニュラス部に漏えいしてきた水素をアニュラス排気設備（フ

ィルタを含む）により外部に放出することとしている。 

アニュラス排気設備の運転は、既に配備した移動発電機車が十分な発電容

量を有しており、運転手順としても整備されている。 

今後は、さらに、電源を必要としない静的触媒式水素再結合装置を格納容

器内に設置するなどし、シビアアクシデント時の格納容器内の水素濃度の低

減を図る。 

 

ｅ．がれき撤去用の重機の配備 

緊急時における構内作業の迅速化を図るため、津波などにより生じたがれ

きを迅速に撤去することができる重機の配備が必要であるが、当社における

対応方策についてはホイールローダーを次のとおり配備している。 

（ａ）ホイールローダーの配備 

全交流電源喪失に至った場合、電源供給やＳＧおよびＳＦＰへの給水確
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保のために移動発電機車および仮設ポンプなどを使用した作業を行う必

要がある。 

その際、仮設ポンプなどを運搬する車両および移動発電機車用燃料補給

タンクローリーの通行を妨げるがれきの排除などを行いながらの作業が

必要となる可能性があるが、作業を円滑に実施できるようホイールローダ

ーを発電所構内の津波の影響を受けない高所（東京湾平均海面水位（以下

「T.P.」という。）31m）に配備している。 
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[出典：泊発電所における緊急安全対策について（実施状況報告）（補正版）] 

図４－１  緊急安全対策の概要 

（緊急安全対策実施後のイメージ） 



 

―１５― 

 

[出典：泊発電所における緊急安全対策について（実施状況報告）（補正版）] 

 

図４－２  緊急安全対策の運転操作フロー 
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図４－３ 津波または地震等による電源機能等喪失時の泊発電所原子力 

災害対策本部の構成（対策チーム） 

運転班 

班  長 発電課長（運営

統括） 

○電気工作班のうち代替給電チーム 

・電源仮設ケーブルの布設，接続 

・給電 

・運転班（当直を含む）との連絡 

・対策本部との連絡 

 

○機械工作班のうち代替給水チーム 

・仮設ポンプ，ホース等の準備，設置，現場での取り回し 

・タンク等の水位の監視 

・取水，送水および給水 

・運転班（当直を含む）との連絡 

・対策本部との連絡 

 

○施設防護班 

・消防車，消火ホースの準備，現場での取り回し 

・取水および送水 

・運転班（当直を含む）との連絡 

・対策本部との連絡 

○運転班（当直を含む） 

・泊発電所運転要領に基づく運転操作 

・屋内消火栓から SFPへのホースの取り回し 

・送水および給水 

・SFPの現場での水位監視 

・対策本部との連絡 

・移動発電機車の配置 

・タンクローリーの配置，接続 

・構内通行路確保（がれき除去等） 
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緊急安全対策に対する訓練結果 
（泊発電所１号機） 

項 目 

（対象箇所） 
内容 検証日 

訓練 

実施日 
検証結果及び訓練結果 

全交流電源喪失時対応訓練 

（運転班） 

要領読み合わせ 

シミュレータ訓練 
４月１９日 ４月２２日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

（緊急処置編「全交流電源喪失」の操作

内容のうち，非常用母線の復旧に係る操

作の充実を図った。） 

代替給電訓練 

（電気工作班・事務局） 

仮設ケーブルの敷設、接続 
４月１９日、 

２８日 

４月２０日、 

２２日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

移動発電機車の起動、発電、燃料

供給 

４月１３日、 

１８日、 

２０日、 

２８日 

４月２０日、 

２２日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

代替給電訓練（夜間） ７月２９日 ７月２９日 
検証結果：良好 

訓練結果：良好 

蒸気発生器への代替給水訓練 

（運転班・機械工作班） 

２次系純水タンクを水源とした

給水 
４月１４日 ― 検証結果：良好 

 

仮設代替給水設備による給水 

 

４月１８日、 

１９日 

４月２０日、 

２２日 

検証結果：良好（事前検討や現場確認に

より、ポンプ台数、ホース長を見直した） 

訓練結果：良好（ホースのねじれに十分

注意するよう手順に追加した） 

仮設代替給水設備による給水 

（夜間） 
７月２９日 ７月２９日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

使用済燃料ピットへの代替給水訓

練 

（運転班・施設防護班・機械工作

班） 

燃料取替用水タンクからの重力

注水 
４月１９日 ― 検証結果：良好 

エンジン消火ポンプ、屋内消火栓

による給水 
４月１８日 ― 検証結果：良好 

消防車による給水（連結送水口使

用あるいは間欠給水） 

４月１４日、 

１８日、 

１９日 

４月２０日、 

２２日 

検証結果：良好（筒先を外して給水する

こと、ホースを継ぎ足さないこととする

手順に変更した） 

訓練結果：良好 

仮設代替給水設備による給水 
４月１８日、 

１９日 

４月２０日、 

２２日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

消防車および仮設代替給水設備

による給水（夜間） 
７月２９日 ７月２９日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

その他（事務局） 
滝ノ間寮から大和門扉経由の入

構訓練（夜間） 
７月２９日 ７月２９日 

検証結果：良好 

訓練結果：良好 

 

 

図４－４ 緊急安全対策に対する訓練 
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５．個別評価項目に対する評価方法および評価結果 

５．１ 地震 

（１）評価実施事項 

ａ．地震動が、設計上の想定を超える程度に応じて、耐震Ｓクラスおよび燃料

の重大な損傷に関係し得るその他のクラスの建屋、系統、機器等が損傷・機

能喪失するか否かを許容値等との比較もしくは地震ＰＳＡ（確率論的安全評

価）の知見等を踏まえて評価する。 

ｂ．ａ．項の評価結果を踏まえて、発生する起因事象により燃料の重大な損傷

に至る事象の過程を同定し、クリフエッジの所在を特定する。また、そのと

きの地震動の大きさを明らかにする。 

ｃ．特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効果

を示す。  

 

（２）評価方法 

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の評価を実施する。 

（図 5-(1)-1 参照） 

 

ａ．起因事象の選定 

（ａ）炉心にある燃料 

日本原子力学会標準「原子力発電所の地震を起因とした確率論的安全評

価実施基準：2007」（以下「地震ＰＳＡ学会標準」という。）に示される考

え方に基づき、地震動による建物、配管等の損傷が要因となる起因事象（格

納容器バイパス※、原子炉冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」という。）な

ど）および地震動による安全機能への重大な影響を及ぼす機器等の機能喪

失が要因となる起因事象を選定する。 

※：燃料から放出された放射性物質が、格納容器雰囲気を経由することなく環

境に放出される事象 

（ｂ）ＳＦＰにある燃料 

ＳＦＰにある燃料の損傷に至る事象として、ＳＦＰ保有水の流出、ＳＦ

Ｐ冷却系の機能喪失に伴う崩壊熱除去冷却失敗を考慮する。ＳＦＰ保有水

の流出の原因としてピット本体の損傷、また、ＳＦＰ冷却系の機能喪失の

原因として、ＳＦＰ冷却系配管等の損傷を考慮して、起因事象を選定する。 
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図 5-(1)-1 クリフエッジ評価に係る評価フロー図（地震） 

ａ．起因事象の選定 

ｉ．事象の過程の進展を防止する 

措置の効果の評価 

ｆ．影響緩和機能の耐震裕度の特定 

(耐震裕度が小さい起因事象より実施) 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連 

する設備等の耐震裕度の評価 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に 

関連する設備等の抽出 

ｂ．影響緩和機能の抽出および 

収束シナリオの特定 

ｅ．起因事象発生に係る 

耐震裕度の特定 

YES 

クリフエッジの特定※ 

次に発生する起因事象
について評価を実施 

NO 

ｈ．起因事象を起点とする 
イベントツリーの耐震裕度 
およびクリフエッジの特定 

ｇ．収束シナリオの耐震裕度の特定 

※各イベントツリーの耐震裕度のうち、最も小さいものが、ク

リフエッジとなる。 

全ての起因事象について
評価を実施するか？ 

NO 

特定された耐震裕度は、

次の起因事象が発生する

耐震裕度以下であるか？ 

 

地震ＰＳＡ学会標準に示さ

れる考え方に基づき、起因

事象を選定する。 

 
起因事象毎にイベントツリ

ーを作成する。 

機器配置図、系統図等から

対象機器を抽出し、リスト

化する。 

 

上記で抽出した対象機器の

耐震裕度を評価する。 

 

起因事象毎にプラントの耐

震裕度を評価する。 

 

各影響緩和機能について、

フォールトツリーを作成

し、耐震裕度を特定する。 

 

上記で特定した耐震裕度

を用いて、収束シナリオの

クリフエッジ耐震裕度を

特定する。 

 

緊急安全対策の前後を比較

することで、その効果を評

価する。 

 

YES 
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ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

選定した各起因事象に対して、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、イ

ベントツリーを作成の上、事象の進展を収束させる収束シナリオを特定する。 

なお、炉心にある燃料に対するイベントツリーは、これまでのＰＳＡで用

いられている成功基準、事故シーケンス分析の結果に基づき展開された各起

因事象に対するイベントツリーを基本にして作成する。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出 

評価対象とする建屋、系統、機器（以下「設備等」という。）は、燃料の重

大な損傷に係る耐震Ｓクラス設備および燃料の重大な損傷に関係し得るその

他のクラスの設備等とする。（添付 5-(1)-1 参照） 

具体的には、ａ．項にて選定した各起因事象に直接関連する設備等に加え、

フロントライン系※１に必要な設備等およびサポート系※２に必要な設備等に

ついて、各起因事象を収束させるのに必要なものを対象として抽出する。 

※１：各イベントツリーの安全機能の達成に直接必要な影響緩和機能をフロントラ

イン系という。例えば主給水喪失事象では原子炉停止、補助給水による蒸気

発生器への給水、主蒸気逃がし弁による熱放出等がフロントライン系である。 

※２：フロントライン系を機能させるために必要な電源や冷却水等をサポート系と

いう。例えば、電動補助給水の機能達成に必要な監視、制御のための直流電

源やポンプ駆動力のための交流電源等がサポート系である。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価 

（ａ）検討条件 

① 想定地震動は「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」に照ら

した既設発電用原子炉施設等の耐震安全性の評価（以下「耐震バックチ

ェック」という。）において、泊発電所について策定した基準地震動Ｓ

ｓ（以下「Ｓｓ」という。）を用いる。 

② 解析諸元は、設計時の値に加え、建設後の実寸法・物性値および試験

などで得られた最新の知見についても用いることができる。 

③ 各設備の評価値は、原則、Ｓｓに対して行う。 

④ 各設備の許容値は、以下のとおり、設計基準上の許容値を用いること

を基本とする。 

○ 構造強度に係る許容値は、既往の評価等で実績があるものを用いる

が、必要に応じ、設計基準で定められた設計引張強さ（Su）を用い

る。ただし、建設時の材料諸元を用いた許容値などについても、必

要に応じ、妥当性を示すことで用いる。（ミルシートの適用等） 

○ 動的機能維持に係る許容値は、耐震バックチェック評価等で実績の
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ある許容値を用いる。また動的機能維持確認済加速度との比較に加

え、解析による評価も適用する。 

 

（ｂ）評価方法 

① 当該評価対象設備の損傷モードに応じた地震動に対する応力等の評価

値を求める。なお、構造損傷の評価の場合には、設備等の機能喪失を考

慮する上で、最も耐震裕度が小さい部位の評価値を求める。 

② 当該評価対象設備の損傷モードに対応する許容値を求める。 

③ 評価対象設備毎に、評価値が許容値に達するのはＳｓの何倍の地震動

に相当するかを算出し、耐震裕度を求める。 

 

（ｃ）経年変化への対応 

各設備等の耐震裕度評価において、経年変化の影響については、以下の

とおり考慮することとし、その考え方に基づく抽出フローを、図 5-(1)-2

に示す。 

① ＰＷＲプラントの高経年化技術評価（以下「ＰＬＭ」という。）におけ

る耐震安全性評価の知見を踏まえ、設備等の評価対象部位の想定される

耐震上考慮すべき経年変化事象を抽出する※。 

※：振動応答特性上または構造・強度上有意な事象として、靭性低下（照射

脆化、熱時効）、応力腐食割れ（SCC）、疲労、腐食、摩耗が抽出される。 

② ただし、以下については考慮しないものとする。 

i  ＰＬＭにおける耐震安全性評価では、仮想き裂や、実際には認めら

れていない腐食量等を安全側に想定した評価を行う場合があるが、本

評価時点において、き裂や腐食等が認められない場合は、考慮を必要

としない。 

ii 評価対象設備における疲労については、プラント運転と地震により

生じるものを評価しているが、相対的にプラント運転により生じるも

のが支配的である。また、設計時点で設定したプラント運転による設

計過渡回数は、実機が受けた過渡回数と比較して、相当な余裕をもっ

ており、地震による疲労累積係数の増分は、この設計余裕に十分吸収

できると考えられることから、地震動による疲労は考慮を必要としな

い。 

③ ①②において抽出された評価対象部位および耐震安全性評価上着目す

べき経年変化事象の組合せを考慮し、耐震裕度を算出する。 
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図 5-(1)-2 ストレステスト（耐震）における経年変化の影響考慮について 
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ｅ．起因事象発生に係る耐震裕度の特定 

ａ．項において選定した各起因事象について、ｄ．項で求めた各設備等の

耐震裕度評価結果を用いて、どの程度の地震動でどのような起因事象が発生

するかを特定する。 

 

ｆ．影響緩和機能の耐震裕度の特定 

ｅ．項で求めた各起因事象発生に係る耐震裕度が小さい起因事象から順に

ｄ．項で求めた各設備等の耐震裕度評価結果を使用し、当該起因事象のイベ

ントツリーに含まれる影響緩和機能の耐震裕度を特定する。具体的には、各

影響緩和機能のフォールトツリーを作成し、各影響緩和機能を構成する各設

備等の耐震裕度から、各影響緩和機能の耐震裕度を特定する。 

 

ｇ．収束シナリオの耐震裕度の特定 

ｆ．項で求めた各収束シナリオの影響緩和機能の耐震裕度から、各収束シ

ナリオの耐震裕度を特定する。耐震裕度は、各収束シナリオに必要な各影響

緩和機能の耐震裕度のうち、最も小さいものとなる。 

 

ｈ．起因事象を起点とするイベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジの特

定 

ｇ．項で求めた収束シナリオの耐震裕度から、当該起因事象を起点とする

イベントツリーの耐震裕度（以下「イベントツリーの耐震裕度」という。）を

特定する。当該イベントツリーの耐震裕度は、収束シナリオが複数ある場合

には、各収束シナリオの耐震裕度の内、最も大きいものとなる。 

各イベントツリーの耐震裕度の中の最も小さいものをクリフエッジとして

特定する。 

なお、ａ．項～ｃ．項において、燃料の重大な損傷に至る可能性のある全

ての起因事象とその収束シナリオ、ならびに関連する設備等を抽出しており、

これらの収束シナリオを一つずつ評価することで、クリフエッジを特定する

ことができる。ただし、それぞれの起因事象に至る損傷対象設備が異なる結

果、起因事象発生に係る耐震裕度も大小異なった値となることを踏まえると、

クリフエッジを評価するためには、a．項において抽出された起因事象に対し

て、耐震裕度の小さい起因事象から順にクリフエッジが特定されるまでの評

価を実施すればよい。具体的には、あるイベントツリー（当該イベントツリ

ー）の耐震裕度を特定した上で、次の起因事象がそれ以上の地震動により発

生する場合においては、次のイベントツリーの耐震裕度が、当該イベントツ

リーの耐震裕度を下回ることはないことから、当該イベントツリーの耐震裕

度をクリフエッジとして特定することができる。 
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ｉ．事象の過程の進展を防止するための措置の効果の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効果

を示す。 

 

（３）評価結果 

検討を行うために必要な解析諸元等については、添付 5-(1)-2 および添付

5-(1)-3 のとおりである。 

 

（３）－１ 炉心にある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

地震ＰＳＡ学会標準に基づき、地震を起因として炉心損傷に至る起因事象

として、以下の９事象を選定した。（図 5-(1)-3 参照） 

 【起因事象】 

 主給水喪失 

 外部電源喪失 

 補機冷却水の喪失 

 ２次冷却系の破断 

 大破断ＬＯＣＡ 

 中破断ＬＯＣＡ 

 小破断ＬＯＣＡ 

 格納容器バイパス 

 炉心損傷直結 
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今回選定した上記の起因事象と、「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関

する審査指針」に示される安全評価に基づき、定期安全レビュー、アクシデ

ントマネジメント整備有効性評価等でこれまで評価を実施している内的事象

ＰＳＡにおける起因事象との関連を図 5-(1)-4 に整理した。 

 

 

図 5-(1)-3 炉心損傷に至る起因事象選定フロー 

 

地 震 

建物・構造
物等健全 
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小破断 LOCA 

２次冷却系の破断 

主給水喪失 
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囲とする事象 
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損傷による分類 

地震荷重による安全機能へ
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外部電源喪失 
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ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

上記の各起因事象について、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、添付

5-(1)-4 のとおりイベントツリーを作成し、収束シナリオを特定した。収束

シナリオの特定においては、炉心の未臨界性が確保され、かつ、燃料が安定、

継続的に冷却される状態に至るシナリオを収束シナリオ（冷却成功）とし、

この状態に至らないシナリオを燃料の重大な損傷に至るシナリオ（炉心損傷）

とした。 

なお、「格納容器バイパス」および「炉心損傷直結事象」については影響緩

和機能に期待せず、炉心損傷に至るとみなすことからイベントツリーは作成

していない。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

起因事象および影響緩和機能（フロントライン系およびサポート系）に関

連する設備等を添付 5-(1)-5 の設備欄のとおり抽出した。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価結果 

ｃ．項にて抽出した設備等の耐震裕度について、添付 5-(1)-5 に整理した。

また、影響緩和機能については、フロントライン系とそれに必要なサポート

系の関連を整理した表を添付 5-(1)-6 に示すとともに、これら設備等の関係

について添付 5-(1)-7 にまとめた。 

なお、安全機能に影響を及ぼさない、もしくは明らかに耐震裕度が大きく、

クリフエッジ評価に影響を及ぼさないと考えられる一部の設備については抽

出対象としないが、その設備および理由については添付 5-(1)-8 のとおりで

ある。 

 

ｅ．起因事象発生に係る耐震裕度の特定結果 

各起因事象について、各設備等の耐震裕度の評価結果を用いて、Ｓｓの何

倍でどのような起因事象が発生するか、表 5-(1)-1 のとおり特定した。 

「主給水喪失」、「外部電源喪失」については、耐震Ｃクラス設備等の破損

により発生することから、Ｓｓまでの地震動で発生すると想定した。 

起因事象として、まずはＳｓまでの地震動で発生する「主給水喪失」、「外

部電源喪失」を対象に評価を実施することとした。なお、Ｓｓの地震動下に

おいて外部電源が期待できないことを考えると「主給水喪失」と「外部電源

喪失」のイベントツリーは、添付 5-(1)-4 に示すとおり同様のものとなる｡

したがって、「主給水喪失」、「外部電源喪失」の評価は「外部電源喪失」にま

とめて実施することとした。 
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     表 5-(1)-1 各起因事象の対象設備および耐震裕度一覧（地震：炉心損傷） 

起因事象 設   備 裕度（×Ｓｓ） 

主給水喪失 工学的判断※ 1.0 未満 

外部電源喪失 工学的判断※ 1.0 未満 

炉心損傷直結 原子炉建屋、原子炉補助建屋 2 

小破断ＬＯＣＡ 原子炉容器（空気抜管台） 2.06 

補機冷却水の喪失 原子炉補機冷却海水ポンプ 2.08 

中破断ＬＯＣＡ 高圧注入系配管（Ｃ／Ｌ側）他 2.11 

２次冷却系の破断 補助給水系配管 2.11 

格納容器バイパス 蒸気発生器（内部構造物） 2.13 

大破断ＬＯＣＡ １次冷却材管 
（加圧器サージ管台） 2.14 

※：Ｓｓ以上の場合、主給水ポンプ、碍子等の設備が損傷に至ると想定する。 

 

ｆ．影響緩和機能の耐震裕度の特定結果 

「外部電源喪失」の各影響緩和機能のフロントライン系とサポート系の耐

震裕度を整理の上（添付 5-(1)-9 参照）、各影響緩和機能をフォールトツリー

に展開し、各影響緩和機能を構成する機能の耐震裕度を求める（添付

5-(1)-10 参照）とともに、それぞれの影響緩和機能に対する耐震裕度評価を

行った。（添付 5-(1)-11 参照） 

 

ｇ．収束シナリオの耐震裕度の特定結果 

「外部電源喪失」の以下の収束シナリオ（成功パス）①～③の耐震裕度に

ついて評価を行った。 

① 起因事象発生後、原子炉停止および非常用ディーゼル発電機の起動が成功

し、非常用所内電源からの給電がなされている状態で、電動、タービン動

補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水が行われる。主蒸気逃がし弁が

中央制御室からの手動操作により開放され、２次系による冷却が行われる。

この状態で充てん系によるほう酸の添加を行い、未臨界性を確保した上で

余熱除去系による冷却が可能な温度、圧力まで低減させ、余熱除去系を用

いた１次系冷却を行う。この状態では未臨界性を確保した上で海を最終ヒ

ートシンクとした安定・継続的な冷却が行われており、燃料の重大な損傷

に至る事態は回避される。 

② 起因事象発生後、原子炉停止および非常用ディーゼル発電機の起動が成功

し、非常用所内電源からの給電がなされている状態で、①で期待していた



 

－２９－ 

 

電動またはタービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水、主蒸気

逃がし弁による熱放出、充てん系によるほう酸の添加、余熱除去ポンプに

よる冷却運転のいずれかに失敗した場合、高圧注入ポンプの起動、加圧器

逃がし弁の開放、格納容器スプレイポンプの起動を中央制御室からの手動

操作により行い、燃料取替用水タンクのほう酸水を注入し、１次系の冷却

を行う。ほう酸水注入の後、再循環への切り替えを行い、余熱除去ポンプ

のブースティングによる高圧注入ポンプの運転および格納容器スプレイ

による継続した１次系冷却を行う。この状態では、未臨界性が確保された

上で海を最終ヒートシンクとした安定・継続的な冷却が行われており、燃

料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

③ 起因事象発生後、原子炉停止に成功するが、地震により非常用所内電源か

らの電源供給が喪失し、全交流電源喪失に至る場合または②で期待してい

た高圧注入による原子炉への給水、加圧器逃がし弁による熱放出、格納容

器スプレイによる格納容器除熱、高圧注入による再循環炉心冷却、格納容

器スプレイによる再循環格納容器冷却のいずれかに失敗した場合、タービ

ン動補助給水ポンプによる蒸気発生器への給水が行われ、現場での手動操

作により主蒸気逃がし弁を開放し、２次系による冷却が行われる。蓄圧タ

ンクのほう酸水を添加し、未臨界性を確保し、バッテリーの枯渇までに、

緊急安全対策で配備した移動発電機車による給電を行うとともに、蓄圧タ

ンク出口弁を中央制御室からの手動操作により閉止する。また、補助給水

タンク枯渇までに、緊急安全対策で整備した代替給水によって海水を補助

給水タンクに補給することにより、２次系冷却を継続する。この状態では

未臨界性が確保された上で、最終的には海水を水源とした安定、継続的な

２次系冷却が行われており、燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

 

以上の収束シナリオについては、いずれにおいても電源供給に必要なパワ

ーセンタの耐震裕度（1.86Ｓｓ）が最小裕度となり、これが機能喪失する結

果、影響緩和機能に関連する設備への電源が供給されないため、1.86Ｓｓ以

上の地震に見舞われた場合には燃料の重大な損傷に至ると評価された。 

 

ｈ．起因事象を起点とするイベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジの特

定結果 

「外部電源喪失」の次に大きな地震動で発生する起因事象は、影響緩和機

能に期待できない「炉心損傷直結」であるが、この発生に係る耐震裕度は 2

Ｓｓ（原子炉建屋等の損傷）であり、「外部電源喪失」のイベントツリーの耐

震裕度 1.86Ｓｓよりも大きいことから、炉心にある燃料に対する重大な損傷
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を防止する観点では、「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度である

1.86Ｓｓがクリフエッジとして特定された。 

 

ｉ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｈ．項までの検討において特定されたクリフエッジは、福島第一原子力発

電所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策整備後の状態に対して評価を

行ったものである。ここではクリフエッジへの対応、事象の過程の進展を防

止するための措置ともなる緊急安全対策のクリフエッジ効果について検討す

る。 

緊急安全対策のクリフエッジへの効果を検討するために、緊急安全対策整

備を考慮しないイベントツリーを作成するとともに、各影響緩和機能の耐震

裕度を添付 5-(1)-12 に示す。 

緊急安全対策実施前後の比較を行った結果、耐震裕度は変わらないものの、

次のとおり、燃料の重大な損傷を防止する手段の更なる多重化が図られ、緊

急安全対策による事象の過程の進展を防止する効果を確認することができた。 

緊急安全対策として実施した移動発電機車の配備・代替給水手段の整備に

より、非常用ディーゼル発電機による非常所内用電源からの給電が失敗した

場合においても、移動発電機車からの給電が可能となることおよび代替給水

によって海水による冷却水の継続的な補給が可能となる。 

これにより、燃料の重大な損傷に至ることを防止するための手段が新たに

整備された。 

 

（３）－２ ＳＦＰにある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

地震を起因としてＳＦＰの燃料の損傷に至る起因事象として、以下の４事

象を選定した。 

 【起因事象】 

 外部電源喪失 

 ＳＦＰ冷却機能喪失 

 補機冷却水の喪失 

 ＳＦＰ損傷 

 

ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

上記の各起因事象について、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、添付

5-(1)-13 のとおり、イベントツリーを作成し、収束シナリオを特定した。収

束シナリオの特定においては、ＳＦＰの未臨界性が確保され、かつ、燃料が
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安定、継続的に冷却される状態に至るシナリオを収束シナリオ（冷却成功）

とし、この状態に至らないシナリオを燃料の重大な損傷に至るシナリオ（燃

料損傷）とした。なお、「ＳＦＰ損傷」については影響緩和機能に期待せず、

燃料の重大な損傷に至ると見なすことからイベントツリーは作成していない。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

起因事象および影響緩和機能（フロントライン系およびサポート系）に関

連する設備等を添付 5-(1)-14 の設備欄のとおり抽出した。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の耐震裕度の評価結果 

ｃ．項にて抽出した設備等の耐震裕度について、添付 5-(1)-14 に整理した。

また、影響緩和機能については、フロントライン系とそれに必要なサポート

系の関連を整理した表を添付 5-(1)-15 に示すとともに、これらの設備等の関

係について添付 5-(1)-16 にまとめた。 

なお、安全機能に影響を及ぼさない、もしくは明らかに耐震裕度が大きく、

クリフエッジ評価に影響を及ぼさないと考えられる一部の設備については抽

出対象としないが、その設備および理由については添付 5-(1)-8 のとおりで

ある。 

 

ｅ．起因事象発生に係る耐震裕度の特定結果 

各起因事象について、各設備等の耐震裕度の評価結果を用いて、Ｓｓの何

倍でどのような起因事象が発生するか、表 5-(1)-2 のとおり特定した。「外部

電源喪失」、「ＳＦＰ冷却機能喪失」については、耐震Ｂ，Ｃクラス設備等の

破損により発生することから、Ｓｓまでの地震動で発生すると想定した。 

起因事象として、まずはＳｓまでの地震動で発生する「外部電源喪失」、「Ｓ

ＦＰ冷却機能喪失」を対象に評価を実施することとした。なお、Ｓｓ地震下

において外部電源が期待できないことを考えると「ＳＦＰ冷却機能喪失」と

「外部電源喪失」のイベントツリーは、添付 5-(1)-13 に示すとおり同様のも

のとなる。したがって、「ＳＦＰ冷却機能喪失」、「外部電源喪失」の評価は、

「外部電源喪失」にまとめて評価を実施することとした。 
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表5-(1)-2 各起因事象の対象設備および地震裕度一覧（地震：ＳＦＰ燃料損傷） 

起因事象  設   備 裕度（×Ｓｓ） 

外部電源喪失 工学的判断※ 1.0 未満 

ＳＦＰ冷却機能喪失 工学的判断※ 1.0 未満 

ＳＦＰ損傷 ＳＦＰ 2 

補機冷却水の喪失 原子炉補機冷却海水ポンプ 2.08  

※：Ｓｓ以上の場合、碍子、ＳＦＰ冷却系配管等の設備が必ず損傷に至ると想定する。 

 

ｆ．影響緩和機能の耐震裕度の特定結果 

「外部電源喪失」の各影響緩和機能のフロントライン系とサポート系の耐

震裕度を整理の上（添付 5-(1)-17 参照）、各影響緩和機能をフォールトツリ

ーに展開し、各影響緩和機能を構成する機能の耐震裕度を求める（添付

5-(1)-18 参照）とともに、それぞれの影響緩和機能に対する耐震裕度評価を

行った。（添付 5-(1)-19 参照） 

 

ｇ．収束シナリオの耐震裕度の特定結果 

「外部電源喪失」の以下の収束シナリオ（成功パス）①、②の耐震裕度に

ついて評価を行った。 

① 起因事象発生後、非常用ディーゼル発電機の起動が成功し、非常用所内電

源からの給電がなされている状態で、燃料取替用水ポンプを用いて燃料取

替用水タンクのほう酸水をＳＦＰに注入することにより、安定、継続的な

冷却が行われ、燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

② 起因事象発生の後、地震により非常用所内電源からの電源供給が喪失する

ことにより、燃料取替用水ポンプを用いて燃料取替用水タンクのほう酸水

をＳＦＰに注入することが困難になるため、緊急安全対策にて整備した代

替給水により海水をＳＦＰに供給することにより、安定、継続的な冷却が

行われ、燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

 

以上の収束シナリオより、「外部電源喪失」のイベントツリーに対しては、

緊急安全対策により影響緩和が可能であると考えられ、代替給水に用いる仮

設ポンプ等については、地震による影響を受けないよう保管していることか

ら、地震によるクリフエッジは特定されないと評価された。 
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ｈ．起因事象を起点とするイベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジの特

定結果 

ｇ．項より、「外部電源喪失」のイベントツリーの耐震裕度については、緊

急安全対策により地震による特段の影響は特定されないものの、次に大きな

地震動で発生する起因事象である「ＳＦＰ損傷」においては、2Ｓｓ以上で重

大な燃料の損傷に至ると考えられる。 

このため、ＳＦＰにある燃料に対する重大な損傷を防止する観点では、「Ｓ

ＦＰ損傷」の耐震裕度である 2Ｓｓがクリフエッジとして特定された。 

 

ｉ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｈ．項までの検討において特定したクリフエッジは、福島第一原子力発電

所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策整備後の状態に対して評価を行

ったものである。ここではクリフエッジへの対応、事象の過程の進展を防止

するための措置でもある緊急安全対策のクリフエッジへの効果について検討

する。 

緊急安全対策のクリフエッジへの効果を検討するために、緊急安全対策整

備を考慮しないイベントツリーを作成するとともに、各影響緩和機能の耐震

裕度を添付 5-(1)-20 に示す。 

緊急安全対策実施前後の比較を行った結果、緊急安全対策実施前において

は、燃料取替用水ポンプを用いたＳＦＰへの給水機能が喪失する結果、燃料

の重大な損傷に至ると評価され、そのクリフエッジは 1.86Ｓｓと特定された。

一方、緊急安全対策実施後においては、燃料取替用水ポンプの機能が喪失し

た場合においても、仮設ポンプ等を用いたＳＦＰへの海水の補給により、燃

料取替用水ポンプに頼らない冷却水補給が可能であり、クリフエッジが大き

くなった。 

以上より、緊急安全対策実施前後で、地震によるクリフエッジは改善され

るとともに、燃料の重大な損傷に至ることを防止するための多重防護措置が

とられており、緊急安全対策の効果について確認することができた。 

 

（４）評価結果のまとめ 

以上より、地震に対するクリフエッジは、炉心にある燃料に対しては 1.86

Ｓｓ、また、ＳＦＰにある燃料に対しては、2Ｓｓであると特定されたことか

ら、プラント全体としての地震に対するクリフエッジは 1.86Ｓｓであると特

定された。 

また、本評価において、これまで実施してきた緊急安全対策が有効に機能

し、炉心にある燃料に対しては、重大な損傷に至ることを防止するための多
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重防護措置が取られていること、また、ＳＦＰにある燃料に対してはクリフ

エッジが改善されたことについても確認することができた。 

今回の評価においてクリフエッジ機器となったパワーセンタの耐震裕度は、

過去に実施した加振試験での動作確認範囲の上限に基づくものであり、実際

に機能喪失に至る値には未だ余裕があるものと見込まれる。今後、研究等に

より、耐震裕度をより正確に把握する取り組みを行う。 
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５．２ 津波 

（１）評価実施事項 

ａ．津波高さが、土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成１４年）を用

いて評価した設計想定津波の高さ（設計津波高さ）を超える程度に応じて、

安全上重要な建屋、系統、機器等および燃料の重大な損傷に関係し得るその

他の建屋、系統、機器等が損傷・機能喪失するか否かを設計津波高さ等との

比較もしくは津波ＰＳＡの知見等を踏まえて評価する。 

ｂ．ａ．項の評価結果を踏まえて、発生する起因事象により燃料の重大な損傷

に至る事象の過程を同定し、クリフエッジの所在を特定する。また、そのと

きの津波高さを明らかにする。 

ｃ．特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効果

を示す。 

 

（２）評価方法 

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の評価を実施する。（図

5-(2)-1 参照） 

 

ａ．起因事象の選定 

（ａ）炉心にある燃料 

発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針に示される安全

評価事象、定期安全レビューやアクシデントマネジメント整備有効性評価

等でこれまで実施している内的事象ＰＳＡでの起因事象、および津波の影

響として固有で考慮するべき事象について勘案した上で、津波を起因とし

て炉心損傷に至る起因事象を選定する。 

（ｂ）ＳＦＰにある燃料 

ＳＦＰの燃料の損傷に至る事象として、ＳＦＰ冷却系の機能喪失、ＳＦ

Ｐ保有水の流出を考慮する。ＳＦＰ冷却系の機能喪失の原因として、ＳＦ

Ｐポンプ・ＳＦＰ冷却器等の故障およびＳＦＰ冷却系の運転をサポートす

る機器の故障を考慮して起因事象を選定する。なお、ＳＦＰ保有水の流出

の原因として、ピット本体の損傷等が考えられるものの、津波を起因とし

てピット本体が破損することは考えにくいため、起因事象としては考慮し

ない。 
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ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連す

る設備等の抽出 

内的事象PSA を参考に 

起因事象を選定する。 

起因事象ごとにイベント

ツリーを作成する。 

機器配置図、系統図等から

対象機器を抽出し、リスト

化する。 

上記で抽出した対象機器

の許容津波高さを評価す

る。 

各影響緩和機能について、フ

ォールトツリーを作成し、許

容津波高さを特定する。 

上記で特定した許容津波高

さを用いて、各シナリオの許

容津波高さを特定する。 

緊急安全対策の前後を比較

することで、その効果を評価

する。 

クリフエッジの特定※ 

ｇ．各収束シナリオの許容津波高さの

特定 

※各イベントツリーの許容津波高さのうち、最

も小さいものがクリフエッジとなる。 

ａ．起因事象の選定 

ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シ

ナリオの特定 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連 

する設備等の津波影響の評価 

ｆ．各影響緩和機能の許容津波高さの

特定 

ｉ．事象の過程の進展を防止する措置

の効果の評価 

各起因事象が発生する津

波高さを評価する。 

クリフエッジの確定 

各イベントツリーの許容津

波高さからクリフエッジを

特定する。 

 

クリフエッジの設備が屋内

に設置されている場合は、浸

水量評価を行い、クリフエッ

ジの妥当性を確認する。 

ｈ．各起因事象を起点とするイベント

ツリーの許容津波高さおよびクリ

フエッジの特定 

 

ｅ．各起因事象発生に係る津波高さの

特定 

  

図 5-(2)-1 クリフエッジ評価に係る評価フロー図（津波） 

 

クリフエッジとなる設備等が屋内に

設置されている場合は浸水量評価を

実施 
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ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定 

選定した各起因事象に対して、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、

イベントツリーを作成の上、事象の進展を収束させる収束シナリオを特定

する。なお、炉心にある燃料に対するイベントツリーは、これまでのＰＳ

Ａで用いられている成功基準、事故シーケンス分析の結果に基づき展開さ

れた各起因事象に対するイベントツリーを基本にして作成する。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出 

評価対象とする設備等は、燃料の重大な損傷に係る耐震Ｓクラス設備お

よび燃料の重大な損傷に関係し得るその他のクラスの設備等とする。（添

付 5-(2)-1 参照） 

なお、耐震Ｓクラスの設備等のうち、格納容器内に設置されている設備

等については、格納容器は水密化されており、津波によりこれらの設備等

が機能喪失することはないので、評価対象外とする。 

また、容器、配管など構造上浸水による影響を受けない設備についても

評価対象外とする。 

なお、ＳＦＰ冷却系の設備等については、燃料の重大な損傷に関係し得

るその他のクラスではあるが、ＳＦＰの燃料の損傷に至る事象に関連する

ことから、評価対象とする。 

具体的には、ａ．項にて選定した各起因事象に直接関連する設備等に加

え、フロントライン系に必要な設備等およびサポート系に必要な設備等に

ついて、各起因事象を収束させるのに必要なものを対象として抽出する。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の津波影響の評価 

抽出した各設備等について、津波に対する損傷モード（水位上昇による

浸水、水位低下による取水性への影響等）を考慮の上、設備が機能維持で

きる津波高さ（以下「許容津波高さ」という。）を、以下の方法および検

討条件で評価する。ここで、津波高さとは、設備の設置場所や浸水口の位

置における水位を表現している。 

（ａ）当該評価に必要な設備等について、設置場所、設置高さおよび浸水口高

さを調査する。 

（ｂ）津波の高さが許容津波高さを超えると、当該設備等は機能喪失するもの

とし、設計津波高さの何倍の津波で設備が損傷・機能喪失するかを設備

ごとに評価する。この評価にあたって、緊急安全対策として実施した扉

や貫通部のシール施工の効果等を考慮する。なお、泊発電所については、

安全上重要な設備に対して T.P.15.0m までの高さまで上記シール施工等
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を実施している。 

（ｃ）設計津波高さは、土木学会「原子力発電所の津波評価技術」（平成 14年）

を用いて評価する。 

 

ｅ．各起因事象発生に係る津波高さの特定 

ａ．項において選定した各起因事象について、ｄ．項で求めた各設備等

の許容津波高さの評価結果を用いて、どの程度の津波高さでどのような起

因事象が発生するかを特定する。 

 

ｆ．各影響緩和機能の許容津波高さの特定 

ｅ．項で求めた各起因事象発生の津波高さが小さい起因事象から順に、

ｄ．項で求めた各設備等の許容津波高さの評価結果を使用し、当該起因事

象のイベントツリーに含まれる影響緩和機能の許容津波高さを特定する。 

具体的には、各影響緩和機能のフォールトツリーを作成し、各影響緩和

機能を構成する各設備等の許容津波高さから、各影響緩和機能の許容津波

高さを特定する。 

 

ｇ．各収束シナリオの許容津波高さの特定 

ｆ．項で求めた各収束シナリオの影響緩和機能の許容津波高さから、各

収束シナリオの許容津波高さを特定する。なお、許容津波高さは、収束シ

ナリオに必要な各影響緩和機能の許容津波高さのうち、最も小さいものと

なる。 

 

ｈ．各起因事象を起点とするイベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッ

ジの特定 

ｇ．項で求めた収束シナリオの許容津波高さから、当該起因事象を起点

とするイベントツリーの許容津波高さ（以下「イベントツリーの許容津波

高さ」という。）を特定する。なお、当該イベントツリーの許容津波高さ

は、収束シナリオが複数ある場合には、各シナリオの許容津波高さのうち、

最も大きいものとなる。 

各イベントツリーの許容津波高さの中から、クリフエッジを特定する。

クリフエッジは各イベントツリーの許容津波高さの中の最も小さいもの

となる。 

なお、ａ．項～ｃ．項において、燃料の重大な損傷に至る可能性のある

全ての起因事象とそのシナリオ、および関連する設備等を抽出しており、

これらのシナリオを一つずつ評価することで、クリフエッジを特定するこ
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とができる。ただし、それぞれの起因事象に至る損傷対象設備が異なる結

果、起因事象発生に係る許容津波高さも大小異なった値となることを踏ま

えると、クリフエッジを評価するためには、ａ．項において抽出された起

因事象に対して、許容津波高さの小さい起因事象から順にクリフエッジが

特定されるまでの評価を実施すればよい。 

具体的には、あるイベントツリー（当該イベントツリー）の許容津波高

さを特定した上で、次の起因事象がそれ以上の津波高さにより発生する場

合においては、次のイベントツリーの許容津波高さが、当該イベントツリ

ーの許容津波高さを下回ることはないことから、当該イベントツリーの許

容津波高さをクリフエッジとして特定することができる。 

また、クリフエッジとなる許容津波高さで影響を受ける設備等が屋内に

設置されている場合は、当該設備等の設置区画への浸水量等を詳細に評価

することで、クリフエッジとして特定した津波高さの妥当性を確認する。 

具体的には以下のとおり評価する。 

（ａ）当該設備等の設置区画の浸水口高さおよび津波高さから、当該設備等の

設置区画の扉が区画外部から浸水を受ける時間（浸水継続時間）を算出

する。 

（ｂ）（ａ）項の浸水継続時間中の浸水口に対する津波の水位および当該扉の仕

様をもとに、建屋内への浸水量を算出する。 

（ｃ）（ｂ）項の浸水量および当該区画の面積から、当該区画の浸水高さを算出

し、当該設備等の機能への影響を確認する。 

（ｄ）なお、緊急安全対策として実施した扉や貫通部のシール施工等の範囲を

超える高さの津波に対しては、海水が建屋内に浸入し、主要な設備等を

機能喪失させるとの保守的な仮定のもと、上記施工範囲を津波高さの上

限とする。 

 

ｉ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象

の過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その

効果を示す。 

 

（３）評価結果 

評価の前提条件となる泊発電所の設計津波高さは、T.P.9.8m である。（添

付 5-(2)-2 参照） 

また、泊発電所１号機の敷地レベルと主要な機器等の配置レベルを添付

5-(2)-3 に示す。 
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（３）－１ 炉心にある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

津波を起因として炉心損傷に至る起因事象として、下記の５つの事象を

選定した。（図 5-(2)-2 参照） 

 

【起因事象】 

 主給水喪失 

 外部電源喪失 

 過渡事象 

 補機冷却水の喪失 

 炉心損傷直結 
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ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

上記の各起因事象について、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、添

付5-(2)-4のとおり、イベントツリーを作成し、収束シナリオを特定した。 

収束シナリオの特定においては、炉心の未臨界性が確保され、かつ、燃

料が安定して継続的に冷却される状態に至るシナリオを収束シナリオ（冷

却成功）とし、この状態に至らないシナリオを燃料の重大な損傷に至るシ

ナリオ（炉心損傷）とした。 

なお、「炉心損傷直結」については、影響緩和機能に期待せず、炉心損

傷に至るとみなすことからイベントツリーは作成していない。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

起因事象および影響緩和機能（フロントライン系およびサポート系）に

関連する設備等を添付5-(2)-1を参考に添付5-(2)-5の設備欄のとおり抽

出した。 

なお、添付 5-(2)-1 には、安全機能に影響を及ぼさず、クリフエッジ評

価に影響を及ぼさないと考えられ、抽出対象としない一部の設備および理

由についても示す。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の津波影響の評価結果 

ｃ．項にて抽出した設備等の、設置場所、損傷モード、設置高さ、浸水 

口高さ、許容津波高さおよび裕度について、添付 5-(2)-5 の各欄のとおり

整理した。また、フロントライン系とそれに必要なサポート系の関係を整

理した表を添付 5-(2)-6 に示すとともに、これらの設備等の関係について

は、添付 5-(2)-7 のとおり図示する。 

 

ｅ．各起因事象発生に係る津波高さの特定結果 

各起因事象について、各設備等の許容津波高さの評価結果を用いて、ど

の津波高さでどの起因事象が発生するか、表 5-(2)-1 および表 5-(2)-2 の

とおり特定した。 
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表 5-(2)-1 各起因事象の発生に係る設備の許容津波高さ（炉心） 

起因事象 
対象設備 

（代表機器） 

設置場所 

（屋内／屋外） 
許容津波高さ（m） 

外部電源喪失 起動変圧器 屋外 T.P.10.0m 

補機冷却水の喪失 
原子炉補機冷却海

水ポンプ 
屋内 T.P.10.3m 

主給水喪失 復水ポンプ 屋内 T.P.10.3m 

過渡事象 循環水ポンプ 屋内 T.P.10.3m 

 

表 5-(2)-2 津波高さと起因事象（炉心） 

津波高さ（m） 発生する起因事象 備考 

T.P.10.0m 未満 － － 

T.P.10.0m～10.3m 未満 外部電源喪失 － 

T.P.10.3m～15.0m 未満 

外部電源喪失 

補機冷却水の喪失 

主給水喪失 

過渡事象 

－ 

T.P.15.0m～ 

外部電源喪失 

補機冷却水の喪失 

主給水喪失 

過渡事象 

炉心損傷直結 

建屋内（CV外）の機器のほと

んどが浸水・水没するため、

プラントの重要な制御・保護

機能が不能となり炉心損傷直

結となる。 

 

起因事象としては、 

・まず、津波高さが T.P.10m を超えると、起動変圧器等の機能喪失によ

る「外部電源喪失」が発生する。 

・次に、津波高さが T.P.10.3m を超えると、原子炉補機冷却海水ポンプ

の機能喪失による「補機冷却水の喪失」、復水ポンプ等の機能喪失に

よる「主給水喪失」、循環水ポンプ等の機能喪失による「過渡事象」

が発生する。 

・さらに、T.P.15.0m を超えると、「炉心損傷直結」となる。 

 

以上より、津波により発生を考慮すべき起因事象のイベントツリーとし

ては、以下の２つとなる。 

（ａ）外部電源喪失（T.P.10.0m～10.3m 未満） 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象 

  （津波高さ：T.P.10.3m～） 
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ここで、「主給水喪失」および「過渡事象」を起因事象とする事象進展

に対する緩和機能は、「補機冷却水の喪失」の緩和機能に包絡されること

から、「過渡事象」、「主給水喪失」、「補機冷却水の喪失」の評価は、「補機

冷却水の喪失」にまとめて評価を実施する。 

 

一方、想定津波を超える引き津波を想定した場合、循環水ポンプおよび

原子炉補機冷却海水ポンプの水源が喪失し、これらの設備が損傷する可能

性が考えられる。これに対しては、運転マニュアルとして、プラントをト

リップさせ、潮位が戻るまで原子炉補機冷却海水ポンプの運転を停止する

などの手順が定められており、これによりプラントの安全性を確保できる。 

なお、この操作に失敗した場合を想定したとしても、循環水ポンプおよ

び原子炉補機冷却海水ポンプの機能喪失のみが発生したことを考慮すれ

ばよいことから、この場合の評価は、上述の津波高さ T.P.10.3m 以上で発

生する「外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象」の押

し津波による評価に包絡される。 

 

ｆ．各影響緩和機能の許容津波高さの特定結果 

ｅ．項で特定した 

（ａ）外部電源喪失 

（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満） 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象 

（津波高さ：T.P.10.3m～） 

の各影響緩和機能のフロントライン系とサポート系の許容津波高さを

整理の上（添付 5-(2)-5 参照）、各影響緩和機能を添付 5-(2)-8 に示すフ

ォールトツリーに展開し、各影響緩和機能を構成する機能の許容津波高さ

を求めるとともに、それぞれの影響緩和機能に対する許容津波高さの評価

を行った。（添付 5-(2)-9 参照） 

 

ｇ．各収束シナリオの許容津波高さの特定結果 

ｆ．項で特定した影響緩和機能の許容津波高さから、各収束シナリオ（成

功パス）の許容津波高さについて以下のとおり評価を行った。 

（ａ）外部電源喪失（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満）について 

起因事象発生の後、原子炉の停止に成功し、非常用所内電源から

の給電が行われる。外部電源の喪失による非常用所内電源からの給

電は、設計上想定している事象であり、補助給水系によるＳＧへの

給水、主蒸気逃がし弁による熱放出、充てん系によるほう酸の添加
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などにより、安定して継続的な冷却が行われることにより、燃料の

重大な損傷に至る事態は回避される。 

       一方、非常用所内電源からの給電に失敗した場合は、全交流電源

喪失となるが、この場合、タービン動補助給水ポンプによるＳＧへ

の給水が行われ、主蒸気逃がし弁は現場の手動操作により開放され、

２次系による冷却が行われる。蓄圧タンクのほう酸水を注水し、未

臨界性を確保するとともに、その後、緊急安全対策として配備した

移動発電機車からの給電により、蓄圧タンク出口弁を中央制御室か

らの操作により閉止する。また、タービン動補助給水ポンプの水源

である補助給水タンクが枯渇するまでに、緊急安全対策で配備した

仮設ポンプ等を用いて補助給水タンクに海水等を補給することに

より、２次系による冷却を継続する。この状態では未臨界性が確保

された上で、安定して継続的な２次冷却が行われており、燃料の重

大な損傷に至る事態は回避される。 

 

以上より、本事象の許容津波高さは T.P.15.0m であると特定され

た。 

 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象（津波高

さ：T.P.10.3m～）について 

起因事象の後、原子炉の停止に成功するが、原子炉補機冷却海水

ポンプの機能喪失に伴う非常用所内電源からの給電の失敗により

全交流電源喪失となる。この場合、タービン動補助給水ポンプによ

るＳＧへの給水が行われ、主蒸気逃がし弁は現場の手動操作により

開放され、２次系による冷却が行われる。蓄圧タンクのほう酸水を

注水し、未臨界性を確保するとともに、その後、緊急安全対策とし

て配備した移動発電機車からの給電により、蓄圧タンク出口弁を中

央制御室からの操作により閉止する。また、タービン動補助給水ポ

ンプの水源である補助給水タンクが枯渇するまでに、緊急安全対策

で配備した仮設ポンプ等を用いて補助給水タンクに海水等を補給

することにより、２次系による冷却を継続する。この状態では未臨

界性が確保された上で、安定して継続的な２次冷却が行われており、

燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

 

以上より、本事象の許容津波高さは T.P.15.0m であると特定され

た。 
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ｈ．各起因事象を起点とするイベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッ

ジの特定結果 

（ａ）外部電源喪失（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満）について 

イベントツリーの許容津波高さ T.P.15.0m は、本事象発生に係る津波

高さ（T.P.10.0m～10.3m 未満）以上であることから、本事象の進展過程

においてクリフエッジは存在しない。 

 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象（津波高さ：

T.P.10.3m～）について 

イベントツリーの許容津波高さ T.P.15.0m は、本事象発生に係る津波

高さ（T.P.10.3m～）の範囲にあること、また、T.P.15.0m を超えると、

「炉心損傷直結」に至ることから、津波高さ T.P.15.0m がクリフエッジ

となる。 

 

以上のことから、津波に対して、炉心にある燃料に対する重大な損傷を

防止する観点では、津波高さ T.P.15.0m がクリフエッジであると特定され

た。 

 

上記クリフエッジとなる津波高さ T.P.15.0m を決定している影響緩和機

能を構成する設備等は、タービン動補助給水ポンプ等である。 

これらの設備等については、原子炉建屋の T.P.10.3m または原子炉補助

建屋の T.P.9.8m に設置されており、その許容津波高さは T.P.15.0m とし

ていることから、当該区画について、区画の扉からの浸水量等を算出し、

浸水による設備等への影響について評価した。 

その結果、許容津波高さ以下では、浸水による設備等への影響はないこ

とから、クリフエッジとしての津波高さは、T.P.15.0m であることが確認

された。（添付 5-(2)-10 参照） 

 

以上より、炉心にある燃料に対する重大な損傷を防止する観点では、津

波に係るクリフエッジが存在し、その津波高さは T.P.15.0m であり、設計

津波高さ T.P.9.8ｍに対する裕度は、約 1.5倍と評価される。 

 

ｉ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｈ．項までの検討において、当該プラントの炉心にある燃料に対する津

波に係るクリフエッジを特定した。このクリフエッジは福島第一原子力発

電所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策実施後の状態に対して評
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価を行ったものである。 

ここではクリフエッジへの対応、事象の過程の進展を防止するための措

置でもある緊急安全対策のクリフエッジへの効果について検討する。 

緊急安全対策のクリフエッジへの効果を検討するために、緊急安全対策

の整備を考慮しないイベントツリーを作成した。「外部電源喪失」および

「外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象」の起因事象

に対して作成したイベントツリーおよび各影響緩和機能の許容津波高さ

を添付 5-(2)-11 に示す。 

緊急安全対策実施前について、「外部電源喪失」発生時には、非常用所内

電源からの給電により、収束シナリオ（成功パス）が存在するが、非常用

所内電源からの給電に失敗した場合は、収束シナリオ（成功パス）は存在

しない。 

また、「外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋主給水喪失＋過渡事象」発生

時には、収束シナリオ（成功パス）が存在せず、起因事象が発生した段階

において、原子炉補機冷却海水ポンプが機能喪失することにより、複数の

補機の機能が喪失し、燃料の重大な損傷に至ると評価され、そのクリフエ

ッジは T.P.10.3m と特定された。 

一方、緊急安全対策実施後は、「外部電源喪失」発生時に非常用所内電

源からの給電機能が喪失した場合、あるいは「外部電源喪失＋補機冷却水

の喪失＋主給水喪失＋過渡事象」発生時においても、緊急安全対策として

整備した移動発電機車による給電、および仮設ポンプ等を用いた補助給水

タンクへの給水によるタービン動補助給水ポンプの水源の確保により、タ

ービン動補助給水ポンプを用いた２次系による冷却が可能であり、かつ、

緊急安全対策に必要とされるタービン動補助給水ポンプなどの機器が設

置されている区画の扉および貫通部にシール施工を行ったことにより、ク

リフエッジとなる津波高さが T.P.10.3m から T.P.15.0m へ改善した。 

以上より、緊急安全対策の効果について把握することができた。 
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（３）－２ ＳＦＰにある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

津波を起因としてＳＦＰの燃料損傷に至る起因事象として、以下の 3 つ

の事象を選定した。 

【起因事象】 

 外部電源喪失 

 ＳＦＰ冷却機能喪失 

 補機冷却水の喪失 

 

ｂ．影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定結果 

上記の各起因事象について、事象の影響緩和に必要な機能を抽出し、添

付 5-(2)-12 のとおり、イベントツリーを作成し、収束シナリオを特定し

た。 

収束シナリオの特定においては、ＳＦＰの未臨界性が確保され、かつ、

燃料が安定して継続的に冷却される状態に至るシナリオを収束シナリオ

（冷却成功）とし、この状態に至らないシナリオを燃料の重大な損傷に至

るシナリオ（燃料損傷）とした。 

 

ｃ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出結果 

起因事象および影響緩和機能（フロントライン系およびサポート系）に

関連する設備等を添付 5-(2)-1 を参考に、添付 5-(2)-5 の設備欄のとおり

抽出した。 

なお、添付 5-(2)-1 には、安全機能に影響を及ぼさず、クリフエッジ評

価に影響を及ぼさないと考えられ、抽出対象としない一部の設備および理

由についても示す。 

 

ｄ．起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の津波影響の評価結果 

ｃ．項にて抽出した設備等の、設置場所、損傷モード、設置高さ、浸水

口高さ、許容津波高さおよび裕度について、添付 5-(2)-5 の各欄のとおり

評価した。また、フロントライン系とそれに必要なサポート系の関連を整

理した表を添付 5-(2)-13 に示すとともに、これらの設備等の関係につい

ては、添付 5-(2)-14 のとおり図示する。 

 

ｅ．各起因事象発生に係る津波高さの特定結果 

各起因事象について、各設備等の許容津波高さの評価結果を用いて、ど

の津波高さでどの起因事象が発生するか、表 5-(2)-3 および表 5-(2)-4 の
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とおり特定した。 

表 5-(2)-3 各起因事象の発生に係る設備の許容津波高さ（ＳＦＰ） 

起因事象 
対象設備 

（代表機器） 

設置場所 

（屋内／屋外） 
許容津波高さ（m） 

外部電源喪失 起動変圧器 屋外 T.P.10.0m 

補機冷却水の喪失 
原子炉補機冷却海

水ポンプ 
屋内 T.P.10.3m 

ＳＦＰ冷却機能喪失 
使用済燃料ピット

ポンプ 
屋内 T.P.15.0m 

 

表 5-(2)-4 津波高さと起因事象（ＳＦＰ） 

津波高さ（m） 発生する起因事象 備考 

T.P.10.0m 未満 － － 

T.P.10.0m～10.3m 未満 外部電源喪失 － 

T.P.10.3m～15.0m 未満 

外部電源喪失 

補機冷却水の喪失 

（ＳＦＰ冷却機能喪失） 

「補機冷却水の喪失」の発

生に伴い、使用済燃料ピッ

ト冷却器が使用不可とな

り、従属的に「ＳＦＰ冷却

機能喪失」が発生する。 

T.P.15.0m～ 

外部電源喪失 

補機冷却水の喪失 

ＳＦＰ冷却機能喪失 

－ 

 

起因事象としては、 

・まず、津波高さが T.P.10.0m を超えると、起動変圧器等の機能喪失に

よる「外部電源喪失」が発生する。 

・次に、津波高さが T.P.10.3m を超えると、原子炉補機冷却海水ポンプ

の機能喪失による「補機冷却水の喪失」が発生し、従属的に「ＳＦＰ

冷却機能喪失」が発生する。 

・また、津波高さが T.P.15.0m を超えると、使用済燃料ピットポンプの

機能喪失による「ＳＦＰ冷却機能喪失」が発生する。 

 

以上より、津波により発生を考慮すべき起因事象のイベントツリーとし

ては、以下の２つとなる。 

（ａ）外部電源喪失（T.P.10.0m～10.3m 未満） 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失 

       （津波高さ：T.P.10.3m～） 
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ここで、「ＳＦＰ冷却機能喪失」を起因事象とする事象進展に対する緩和

機能は、「補機冷却水の喪失」の緩和機能に包絡されることから、「補機冷

却水の喪失」、「ＳＦＰ冷却機能喪失」の評価は、「補機冷却水の喪失」に

まとめて評価を実施する。 

 

 ｆ．各影響緩和機能の許容津波高さの特定結果 

ｅ．項で特定した 

（ａ）外部電源喪失 

（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満） 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失 

（津波高さ：T.P.10.3m～） 

 

の各影響緩和機能のフロントライン系とサポート系の許容津波高さを

整理の上（添付 5-(2)-5 参照）、各影響緩和機能を添付 5-(2)-15 に示すフ

ォールトツリーに展開し、各影響緩和機能を構成する機能の許容津波高さ

を求めるとともに、それぞれの影響緩和機能に対する許容津波高さの評価

を行った。（添付 5-(2)-16 参照） 

 

ｇ．各収束シナリオの許容津波高さの特定結果 

ｆ．項で特定した影響緩和機能の許容津波高さから、各収束シナリオ（成

功パス）の許容津波高さについて以下のとおり評価を行った。 

（ａ）外部電源喪失（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満）について 

起因事象の後、非常用所内電源からの給電によりＳＦＰ冷却系に

よる冷却もしくは燃料取替用水ポンプによる注水等により安定して

継続的な冷却が行われることにより、燃料の重大な損傷に至る事態

は回避される。 

一方、非常用所内電源からの給電に失敗した場合は、全交流電源

喪失となる。この場合、緊急安全対策として配備した仮設ポンプ等

によるＳＦＰへの注水により、安定して継続的なＳＦＰの冷却が行

われ、燃料の重大な損傷に至る事態は回避される。 

 

以上より、本事象の許容津波高さは T.P.31.0m であると特定され

た。 

 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＳＦＰ冷却機能の喪失 

起因事象の後、原子炉補機冷却海水ポンプの機能喪失に伴う非常
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用所内電源からの給電の失敗により全交流電源喪失となる。この場

合、緊急安全対策として配備した仮設ポンプ等によるＳＦＰへの注

水により、安定して継続的なＳＦＰの冷却が行われ、燃料の重大な

損傷に至る事態は回避される。 

 

以上より、本事象の許容津波高さは T.P.31.0m であると特定され

た。 

 

ｈ．各起因事象を起点とするイベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッ

ジの特定結果 

（ａ）外部電源喪失（津波高さ：T.P.10.0m～10.3m 未満）について 

  イベントツリーの許容津波高さ T.P.31.0m は、本事象発生に係る津波

高さ（T.P.10.0m～10.3m 未満）以上であることから、本事象の進展過程

においてクリフエッジは存在しない。 

 

（ｂ）外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失（津波高さ：

T.P.10.3m～）について 

  イベントツリーの許容津波高さ T.P.31.0m は、本事象発生に係る津波

高さ（T.P.10.3m～）の範囲にあること、また、T.P.31.0m を超えると、

仮設ポンプ等によるＳＦＰへの注水に失敗することから、津波高さ

T.P.31.0m がクリフエッジとなる。 

 

以上のことから、津波に対して、ＳＦＰにある燃料に対する重大な損傷

を防止する観点では、津波高さ T.P.31.0m がクリフエッジであると特定さ

れた。 

なお、クリフエッジとなる津波高さ T.P.31.0m を決定している影響緩和

機能を構成する設備は、緊急安全対策で配備した仮設ポンプ等である。こ

れらは津波の影響を受けない十分高い場所に保管されているため、津波の

影響を受けないと考えられるが、ここでは当該設備の保管場所の設置高さ

である T.P.31.0m をクリフエッジとしての津波高さとした。 

以上より、ＳＦＰにある燃料に対する重大な損傷を防止する観点では、

津波に係るクリフエッジが存在し、その津波高さは T.P.31.0m であり、設

計津波高さ T.P.9.8m に対する裕度は、約 3.1 倍と評価される。 

 

 ｉ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｈ．項までの検討において、当該プラントのＳＦＰにある燃料に対する
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津波に係るクリフエッジを特定した。このクリフエッジは福島第一原子力

発電所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策実施後の状態に対して

評価を行ったものである。 

ここではクリフエッジへの対応、事象の過程の進展を防止するための措

置でもある緊急安全対策のクリフエッジへの効果について検討する。 

緊急安全対策のクリフエッジへの効果を検討するために、緊急安全対策

の整備を考慮しないイベントツリーを作成した。「外部電源喪失」および

「外部電源喪失＋補機冷却水の喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失」の起因事象に

対して作成したイベントツリーおよび各影響緩和機能の許容津波高さを

添付 5-(2)-17 に示す。 

緊急安全対策実施前について、「外部電源喪失」発生時には非常用所内電

源からの給電により、収束シナリオ（成功パス）が存在するが、非常用所

内電源からの給電に失敗した場合は、収束シナリオ（成功パス）は存在し

ない。 

また、「外部電源喪失＋補機冷却水喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失」発生時は、

収束シナリオ（成功パス）が存在せず、起因事象が発生した段階において、

原子炉補機冷却海水ポンプが機能喪失することにより、複数の補機の機能

が喪失し、燃料の重大な損傷に至ると評価され、そのクリフエッジは

T.P.10.3m と特定された。 

一方、緊急安全対策実施後は、「外部電源喪失」発生時に非常用所内電源

らの給電機能が喪失した場合、あるいは「外部電源喪失＋補機冷却水の喪

失＋ＳＦＰ冷却機能の喪失」発生時においても、緊急安全対策として整備

した仮設ポンプ等を用いたＳＦＰへの注水が可能となり、クリフエッジと

なる津波高さが T.P.10.3m から T.P.31.0m へ改善した。 

以上より、緊急安全対策の効果について把握することができた。 

 

（４）評価結果のまとめ 

津波に対するクリフエッジは、炉心にある燃料に対しては、津波高さ

T.P.15.0m であると特定された。 

また、ＳＦＰにある燃料に対しては、津波高さ T.P.31.0m であると特定

された。 

以上より、プラント全体としての津波に対するクリフエッジは、津波高

さ T.P.15.0m であると特定された。 

また、本評価において、これまで実施してきた緊急安全対策が有効に機

能し、クリフエッジが改善されたことについても確認することができた。 
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（参考） 

【浸水対策の充実について】 

津波については、緊急安全対策として実施した扉等へのシール施工による

建屋への浸水防止効果を考慮したものであることから、今後もその効果を維

持していくため保守点検を確実に実施する。 

また、安全上重要な機器が設置されているエリアについては、順次水密扉

への取替えや防潮壁の設置等による浸水対策の強化を実施することとして

いる。 

なお、泊発電所１、２号機の出入管理建屋入口などは既に水密扉への取替

が完了しており、浸水対策の強化が図られている状況である。 

さらに、浸水高さが T.P.15m の津波が襲来しても敷地への浸水を防止する

ために、高さが T.P.15m 以上の防潮堤を敷地海岸部の全長約 1.7km にわたり

新たに設置することとしており（平成 26年度完成目処）、多重防護の観点で

の浸水対策を充実することとしている。 
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５．３ 地震と津波の重畳 

（１）評価実施事項 

ａ．設計上の想定を超える地震とそれに引き続く設計上の想定を超える津波が

発生した場合において、安全上重要な建屋、系統、機器等および燃料の重大

な損傷に関係し得るその他の建屋、系統、機器等が損傷・機能喪失するか否

かを設計上の想定との比較もしくは地震・津波ＰＳＡの知見を踏まえて評価

する。 

ｂ．ａ．項の評価結果を踏まえて、発生する起因事象により燃料の重大な損傷

に至る事象の過程を同定し、クリフエッジの所在を特定する。また、その時

の地震動、津波高さを明らかにする。 

ｃ．特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効果

を示す。 

 

（２）評価方法 

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の評価を実施する。（図

5-(3)-1 参照） 

なお、地震に伴い発生する津波を考えた場合、その地震と津波の大きさに

はある程度の相関性があるものと考えられるが、それを定量的に示すには現

段階でデータや知見等が十分ではなく、相関性を適切に考慮することは困難

である。そのため、本評価においては、耐震裕度と許容津波高さのパラメー

タは、相互に独立のものとして扱い、両パラメータの全ての組み合わせを考

慮することとする。本方法による評価は、地震と津波に対しあらゆる大きさ

の組み合わせを考慮しており、相関性を考慮した場合に比べ、安全側の評価

となる。 

 

ａ．起因事象の選定 

５．１項および５．２項において実施した評価結果に基づき特定されたク

リフエッジとしての耐震裕度までの範囲および許容津波高さまでの範囲で、

発生する各起因事象を選定する。具体的には、地震または津波により引き起

こされる起因事象に対する収束シナリオに対して、地震および津波の影響を

評価する。 

また、選定された各起因事象発生や各影響緩和機能に係る耐震裕度または

許容津波高さについては、５．１項または５．２項において評価した結果を

用いる。 
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STEP1.イベントツリーと収束シナリオの特定 

選定した起因事象とイベントツリーから、収束シナリオを特定する。 

 

STEP2.収束シナリオでの緩和系に対する耐震裕度と許容津波高さの評価 

各収束シナリオが成功するために必要な各緩和系の耐震裕度および許容津波高

さの組み合わせ（重畳に対する耐力）を評価する。 

 

STEP3.各収束シナリオの重畳に対する耐力の特定 

重畳に対する耐力について、耐震裕度の中で最小のものと、許容津波高さの中

で最小のものの組み合わせを、当該収束シナリオの重畳に対する耐力として特

定する。 

 

STEP4.最も耐力を有する収束シナリオの特定 

全ての収束シナリオの中から、最も重畳に対する耐力を有するシナリオおよび

耐力を特定する。 

 

STEP5.クリフエッジの特定 

最も重畳に対する耐力を有するシナリオの耐力から、炉心およびＳＦＰに対す

るクリフエッジを評価し、プラント全体の重畳に対するクリフエッジを特定す

る。 

ａ．起因事象の選定 

ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

 

図 5-(3)-1 地震と津波の重畳のクリフエッジ評価に係るフロー図 

ｂ．収束シナリオおよびクリフエッジの特定 
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ｂ．収束シナリオおよびクリフエッジの特定 

a.項にて選定した各起因事象について、５．１項または５．２項の検討に

おいて特定されている収束シナリオ（成功パス）を対象に、各収束シナリオ

（成功パス）を成立させるための各影響緩和機能に関する耐震裕度と許容津

波高さのそれぞれの最小値を求め、それらの最小値の組み合わせを、当該収

束シナリオ（成功パス）に対する、地震および津波への耐力として求める。

その上で、すべての収束シナリオ（成功パス）から、最も耐力を有するシナ

リオを抽出し、そのシナリオの耐力を地震と津波の重畳によるクリフエッジ

として特定する。 

 

ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効果

を示す。 

 

（３）評価結果 

（３）－１ 炉心にある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

５．１項および５．２項の検討結果から、考慮すべき起因事象としては、

地震側の起因事象である「主給水喪失」、「外部電源喪失」、および津波側の起

因事象である「外部電源喪失」、「補機冷却水の喪失」、「主給水喪失」、「過渡

事象」を対象とした。 

 

ｂ．収束シナリオおよびクリフエッジの特定結果 

（ａ）地震による起因事象をベースとした評価 

上記の各起因事象について、５．１（３）－１ｅ．項で述べたように、

「主給水喪失」と「外部電源喪失」は、「外部電源喪失」にまとめて評価

をすることができる。また、地震による起因事象として、両事象に続き「炉

心損傷直結」が 2Ｓｓ以上の地震で発生するが、地震のクリフエッジは 1.86

Ｓｓとなるため、1.86Ｓｓを超える地震により発生する起因事象に対して

は評価を実施しない。そのため、本評価においては「外部電源喪失」のイ

ベントツリーを用いて、既に特定されている収束シナリオ（成功パス）を

対象に評価を行った。 

具体的には、添付 5-(1)-11 で示した各起因事象に対するイベントツリ

ーで示される全ての収束シナリオ（成功パス）における各影響緩和機能の

耐力として、耐震裕度および許容津波高さの組み合わせの評価を行い、最

も耐力を有するシナリオを抽出した。（添付 5-(3)-1 参照） 
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（ｂ）津波による起因事象をベースとした評価 

上記の各起因事象について、５．２（３）－１ｅ．項で述べたように、

「補機冷却水の喪失」、「主給水喪失」、「過渡事象」は、「補機冷却水の喪

失」にまとめて評価することができる。 

そのため、本評価においては「外部電源喪失」および「補機冷却水の喪

失」のイベントツリーを用いて、既に特定されている収束シナリオ（成功

パス）を対象に評価を行った。 

具体的には、添付 5-(2)-9 で示した各起因事象に対するイベントツリー

で示される全ての収束シナリオ（成功パス）における各影響緩和機能の耐

力として、耐震裕度および許容津波高さの組み合わせの評価を行い、最も

耐力を有するシナリオを抽出した。（添付 5-(3)-2 参照） 

 

この評価結果から、耐震裕度が 1.86Ｓｓ以上、または許容津波高さ

T.P.15.0m 以上の範囲では、炉心にある燃料の重大な損傷を回避する手段

がなくなるため、その境界線がクリフエッジとして特定される。（図

5-(3)-2 参照） 
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図 5-(3)-2 地震と津波の重畳に関するクリフエッジ評価結果 

（炉心） 
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ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｂ．項までの検討において、当該プラントの炉心にある燃料に対する地震

および津波の重畳に係るクリフエッジを特定した。このクリフエッジは福島

第一原子力発電所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策実施後の状態に

対して評価を行ったものである。ここではクリフエッジへの対応、事象の過

程の進展を防止するための措置でもある緊急安全対策のクリフエッジへの効

果について検討する。 

緊急安全対策のクリフエッジへの効果を検討するために、緊急安全対策の

整備を考慮しないイベントツリーを作成した。（添付 5-(3)-3 および添付

5-(3)-4 参照） 

緊急安全対策実施前では、1.86Ｓｓ以上の地震により「外部電源喪失」が

発生した場合、非常用所内電源からの給電機能が喪失し、燃料の重大な損傷

に至ると評価される。また、T.P.10.3m 以上の津波により、全ての影響緩和

機能が喪失し、燃料の重大な損傷に至ると評価される。 

つまり、耐震裕度 1.86Ｓｓ以上、または許容津波高さ T.P.10.3m 以上の範

囲では、炉心にある燃料の重大な損傷を回避する手段がなくなるため、その

境界線がクリフエッジとして特定された。 

一方、緊急安全対策実施後においては、上記の機能が喪失した場合におい

ても、移動発電機車の配備、タービン動補助給水ポンプの水源確保、扉およ

び貫通部へのシール施工等により、耐震裕度 1.86Ｓｓまでの範囲には変わり

はないものの、許容津波高さ T.P.15.0m の範囲までは、タービン動補助給水

ポンプを用いた２次系による冷却が可能となり、津波に対するクリフエッジ

が T.P.10.3m から T.P.15.0m へ大きくなった。 

以上より、緊急安全対策実施前後で、地震と津波の重畳によるクリフエッ

ジは、地震に対しては変わらないものの、津波に対しては改善されることが

評価され、緊急安全対策のクリフエッジの効果について把握することができ

た。（図 5-(3)-3 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

－５９－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）－２ ＳＦＰにある燃料に対する評価結果 

ａ．起因事象の選定結果 

５．１項および５．２項の検討結果から、考慮すべき起因事象としては、

地震側の起因事象として、「外部電源喪失」、「ＳＦＰ冷却機能喪失」、「補機冷

却水の喪失」、「ＳＦＰ損傷」、および津波側の起因事象として、「外部電源喪

失」、「ＳＦＰ冷却機能喪失」、「補機冷却水の喪失」を対象とした。 

 

ｂ．収束シナリオおよびクリフエッジの特定結果 

（ａ）地震による起因事象をベースとした評価 

上記の各起因事象について、５.１（３）－２ｅ．項で述べたように、「外

部電源喪失」と「ＳＦＰ冷却機能喪失」は、「外部電源喪失」にまとめて

評価することができる。 

また、地震による起因事象として、両事象に続き「ＳＦＰ損傷」が 2Ｓ

ｓ以上で発生し、これが地震のクリフエッジとなる。そのため、2Ｓｓを

超える地震により発生する起因事象である「補機冷却水の喪失」に対して

は評価を実施しない。 

そのため、本評価においては「外部電源喪失」のイベントツリーを用い

て、既に特定されている収束シナリオ（成功パス）を対象に評価を行った。 

具体的には、添付 5-(1)-19 で示した各起因事象に対するイベントツリ

ーで示される全ての収束シナリオ（成功パス）における各影響緩和機能の

耐力として、耐震裕度および許容津波高さの組み合わせの評価を行い、最

も耐力を有するシナリオを抽出した。（添付 5-(3)-5 参照） 
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図 5-(3)-3 地震と津波の重畳に関するクリフエッジ評価結果 

（炉心：緊急安全対策の実施前後の比較） 
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 （ｂ）津波による起因事象をベースとした評価 

上記の各起因事象について、５．２（３）－２ｅ．項で述べたように、

「補機冷却水の喪失」と「ＳＦＰ冷却機能喪失」は、「補機冷却水の喪失」

にまとめて評価することができる。そのため、本評価においては「外部電

源の喪失」と「補機冷却水の喪失」のイベントツリーを用いて、既に特定

されている収束シナリオ（成功パス）を対象に評価を行った。 

具体的には、添付 5-(2)-16 で示した各起因事象に対するイベントツリ

ーで示される全ての収束シナリオ（成功パス）における各影響緩和機能の

耐力として、耐震裕度および許容津波高さの組み合わせの評価を行い、最

も耐力を有するシナリオを抽出した。（添付 5-(3)-6 参照） 

 

この評価結果から、耐震裕度 2Ｓｓ以上、または許容津波高さ T.P.31.0m

以上の範囲では、ＳＦＰにある燃料の重大な損傷を回避する手段がなくな

るため、その境界線がクリフエッジとして特定された。（図 5-(3)-4 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

ｂ．項までの検討において、当該プラントのＳＦＰにある燃料に対する地

震および津波の重畳に係るクリフエッジを特定した。このクリフエッジは福

島第一原子力発電所事故を踏まえて整備を行った緊急安全対策実施後の状態

に対して評価を行ったものである。ここではクリフエッジへの対応、事象の

過程の進展を防止するための措置でもある緊急安全対策を考慮しないイベン

トツリーを作成した。（添付 5-(3)-7 および添付 5-(3)-8 参照） 
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図 5-(3)-4 地震と津波の重畳に関するクリフエッジ評価結果 
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緊急安全対策の実施前では、1.86Ｓｓ以上の地震の発生により「外部電源

喪失」が発生した場合、非常用所内電源からの給電機能が喪失し、燃料の重

大な損傷に至ると評価される。また、T.P.10.3m 以上の津波により、全ての

影響緩和機能が喪失し、燃料の重大な損傷に至ると評価される。 

つまり、耐震裕度 1.86Ｓｓ以上、または許容津波高さ T.P.10.3m 以上の範

囲では、ＳＦＰにある燃料の重大な損傷を回避する手段がなくなるため、そ

の境界線がクリフエッジとして特定された。 

一方、緊急安全対策実施後においては、上記の機能が喪失した場合におい

ても、仮設ポンプ等を用いたＳＦＰへの注水により、耐震裕度 2Ｓｓまでの

範囲、および許容津波高さ T.P.31.0m までの範囲で、燃料の重大な損傷を回

避することが可能となり、地震および津波のクリフエッジが大きくなった。 

以上より、緊急安全対策実施前後で、地震と津波の重畳によるクリフエッ

ジは改善されることが評価され、緊急安全対策の効果について把握すること

が出来た。（図 5-(3)-5 参照） 
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（ＳＦＰ：緊急安全対策の実施前後の比較） 
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（４）評価結果のまとめ 

炉心にある燃料に対して、地震と津波の重畳に対してクリフエッジを生じ

る起因事象は、地震に対しては「外部電源喪失」であり、津波に対しては「外

部電源喪失＋補機冷却水喪失＋主給水喪失＋過渡事象」であると特定された。

また、そのときの耐震裕度と許容津波高さの組み合わせとしては、[1.86Ｓｓ, 

0m]、[1.86Ｓｓ, 15.0m]、[0Ｓｓ，15.0m]を端点とした線分が、クリフエッ

ジであると特定された。 

また、ＳＦＰにある燃料に対しては、地震と津波の重畳に対してクリフエ

ッジが生じる起因事象は、地震に対しては「ＳＦＰ損傷」であり、津波に対

しては「外部電源喪失＋ＳＦＰ冷却機能喪失＋補機冷却水の喪失」であると

特定された。また、そのときの耐震裕度と許容津波高さの組み合わせとして

は、[2Ｓｓ, 0m]、[2Ｓｓ, 31.0m]、[0Ｓｓ，31.0m] を端点とした線分がク

リフエッジであると特定された。 

以上より、地震と津波の重畳に対するクリフエッジは、炉心にある燃料に

関するクリフエッジが、ＳＦＰにある燃料に関するクリフエッジよりも小さ

いことから、プラント全体としてのクリフエッジは、炉心にある燃料に関す

るクリフエッジと同じであると特定された。（図 5-(3)-6 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、本評価において、これまで実施してきた緊急安全対策が有効に機能

し、クリフエッジが改善されたことについても確認することができた。 
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図 5-(3)-6 地震と津波の重畳に関するクリフエッジ評価結果 

（プラント全体：緊急安全対策の実施前後の比較） 
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５．４ 全交流電源喪失 

本事象では、原子炉の出力運転中または停止中に、送電系統等の故障により、

外部電源が全て喪失し、かつディーゼル発電機の起動失敗または運転継続失敗

によって所内の全ての交流電源が喪失することを想定する。 

したがって、交流電源を駆動源とする機器は全て機能喪失する。 

全交流電源喪失が発生した場合には、原子炉は制御棒の自重落下により停止

しているが、燃料は原子炉停止後も崩壊熱を発生することから、継続して原子

炉を冷却する必要がある。 

通常、崩壊熱の除去は、ＳＧに給水し、ＳＧを介した２次系からの冷却の後、

海をヒートシンクとする余熱除去系、原子炉補機冷却水系、原子炉補機冷却海

水系等により継続的に冷却を行う。２次系からの冷却に必要な給水ポンプには、

交流電源を駆動源とする電動補助給水ポンプ、ＳＧからの蒸気を駆動源とする

タービン動補助給水ポンプがある。１次系冷却に必要なポンプには、余熱除去

ポンプ、原子炉補機冷却水ポンプ、原子炉補機冷却海水ポンプなどがあるが、

これらは全て交流電源を駆動源とするポンプである。 

したがって、全交流電源喪失時には、蒸気を駆動源とするタービン動補助給

水ポンプにより、２次系からの原子炉冷却を継続することが可能である。 

ＳＦＰについては、通常、ＳＦＰ冷却系、原子炉補機冷却水系、原子炉補機

冷却海水系等により、海をヒートシンクとして崩壊熱の除去を行う。また、Ｓ

ＦＰの保有水が減尐した場合には、燃料取替用水ポンプにより、燃料取替用水

タンクからＳＦＰに給水する。全交流電源喪失時には、交流電源を駆動源とす

るこれらのポンプは機能喪失することから、ＳＦＰの保有水が蒸散し、ＳＦＰ

の水位が低下する。崩壊熱を除去するためには、蒸散により失われる保有水を

補うために給水する必要があるが、緊急安全対策にて整備した仮設ポンプ等を

用いた方法により、給水を継続することが可能である。 

泊発電所１号機の主要な系統図を図 5-(4)-1 に示す。 

  



 

－６４－ 

 

 

 

図 5-(4)-1  泊発電所１号機 主要系統図 
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（１）評価実施事項 

ａ．内的事象ＰＳＡの知見を踏まえて、全交流電源喪失を起因事象として燃料

の重大な損傷に至る事象の過程を明らかにする。 

ｂ．ａ．項において特定された事象の過程および外部電源喪失から全交流電源

喪失への進展過程を踏まえ、全交流電源喪失の継続時間を明らかにし、ク

リフエッジの所在を特定する。 

ｃ．特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効

果を示す。 

 

（２）評価方法 

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の評価を実施する。 

ａ．外部電源喪失から全交流電源喪失までの事象の過程の特定 

外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程（事故シナリオ）をイ

ベントツリーで示すとともに、それらに対するディーゼル発電機等のバック

アップ電源の構成を明らかにして、バックアップ電源の有効性および限界

（バックアップ電源の継続時間等）を明らかにする。 

 

ｂ．全交流電源喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定 

全交流電源喪失を起因事象として燃料の重大な損傷に至る事象の過程（事

故シナリオ）をイベントツリーで分析し、事象の過程を特定する。 

全交流電源喪失時に、燃料の重大な損傷を防止するための機能として、使

用できる防護措置（緩和システム等）を明らかにする。 

 

上記ａ．項、ｂ．項の検討条件については、以下のとおりとする。 

 外部電源喪失から全交流電源喪失および全交流電源喪失から燃料の重

大な損傷までの事象の過程において、地震、津波等の外部事象による

設備への影響は考慮しない。 

 イベントツリーの作成にあたっては、外部電源の復旧およびディーゼ

ル発電機の復旧は考慮しない。 

 対象とする防護措置は、下記のイ）～ニ）に分類して示す。 

イ) 工事計画で対象とした設備 

ロ) 実施済みのアクシデントマネジメント設備 

ハ) 緊急安全対策（短期） 

ニ) 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画され

ているもののうち設置済みの設備） 
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なお、設置されていないが計画が明らかになっている設備による防護措置

は参考とし、設置済みの設備（上記のイ）～ニ））による防護措置とは区別

する。 

 

ｃ．全交流電源喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

ｂ．項において特定した事象の過程（事故シナリオ）に基づき、全交流電

源喪失時の継続時間を評価する。 

この評価では、ｂ．項において特定した必要な機能が喪失するまでの時間

評価とし、機能喪失から燃料の重大な損傷に至るまでの時間は、保守的に、

継続時間に含めないものとする。 

その上で、全交流電源喪失発生後のクリフエッジの所在を特定する。 

 

上記の検討条件については、以下のとおりとする。 

 クリフエッジの特定に際しては、全交流電源喪失時に作動する防護措

置（緩和システム等）について、機器の継続運転の制約条件（水源の

枯渇、蓄電池の枯渇等）を考慮する。 

 最も厳しいプラント状態として、１号機が全出力運転状態を初期状態

とする場合（以下「運転時」という。）と、燃料が原子炉からＳＦＰに

全て取り出され使用済燃料で満たされた状態を初期状態とする場合

（以下「停止時」という。）について評価する。 

 継続時間評価において、全交流電源喪失発生後、原子炉については、

緊急安全対策として整備した手順に従い、タービン動補助給水ポンプ

による安定的な冷却が可能な状態（１次冷却材温度約 170℃）まで移

行、維持し、燃料の崩壊熱除去を継続するものとして評価する。また、

ＳＦＰについては、崩壊熱によって蒸散する保有水を補うよう、ＳＦ

Ｐに給水するものとして評価する。 

 １号機にとって評価が厳しくなるよう、他号機でも全交流電源喪失が

発生していると仮定し、仮設ポンプ、移動発電機車等の運転用燃料（軽

油）など全号機で共有して使用するものについては、２、３号機での

使用も加味して評価する。 

 

ｄ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

特定した防護措置ごとに、同措置による燃料の重大な損傷の防止または燃

料の重大な損傷までの時間余裕の増加の効果を明らかにする。 

防護措置の効果を多重防護の観点から確認する。具体的には、防護措置が

機能喪失した場合には、その機能を代替する防護措置を明らかにするととも
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に、機能を果たす防護措置の種類と数を確認する。 

また、プラント全体としての安全裕度を明らかにするため、全交流電源喪

失に対して、緊急安全対策前後の時間余裕を比較する。 

なお、防護措置の評価にあたっては、プラント外部からの支援は受けられ

ない厳しい条件を仮定している。 

 

（３）評価結果 

ａ．外部電源喪失から全交流電源喪失までの事象の過程の特定結果 

１号機の電源構成の概要は添付5-(4)-1のとおりであり、外部電源系統は、

275kV 送電線 2ルート 4回線、66kV 送電線 1ルート 2回線で構成され、所内

電源系統のバックアップ電源として、Ａ系およびＢ系の 6.6kV 非常用高圧母

線にそれぞれ１台のディーゼル発電機を設置している。 

外部電源喪失事象は、275kV 送電線 4回線、66kV 送電線 2回線が、いずれ

も停電することによって発生する。１号機は定格主蒸気流量の約 70％を処理

できるタービンバイパス弁を設けており、外部電源喪失時に運転中の負荷を

タービンバイパス系などに吸収させることで、原子炉を停止することなく、

タービン発電機の運転を継続させ、タービン発電機からの電力で、プラント

を安定的な状態に移行（所内単独運転）させることが期待できる設計となっ

ている。 

外部電源喪失発生後、所内単独運転に成功した場合、所内電源はタービン

発電機から電力供給される。また、所内単独運転に失敗し、原子炉が停止し

た場合には、Ａ系およびＢ系の 6.6kV 非常用高圧母線が停電することにより

ディーゼル発電機が自動起動し、バックアップ電源として事象収束に必要な

機器に電源を供給する。 

この状態で、さらにディーゼル発電機による給電機能が喪失すれば全交流

電源喪失に至る。 

 

外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程をイベントツリーと

してまとめ、図 5-(4)-2 に示す。 
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図 5-(4)-2 外部電源喪失から全交流電源喪失に至る事象の過程 

 

外部電源喪失時において、ディーゼル発電機は、原子炉を①「低温停止に

移行」させ、②「冷却維持」するために必要な機器に給電する。 

ディーゼル発電機の運転継続可能時間は、ディーゼル発電機の燃料容量の

最小値（１号機ディーゼル発電機燃料油貯油槽の貯蔵量：51.8kℓ×4 基）と、

①、②各々に必要な機器の負荷に応じた燃料消費量により算出され、約 7.5

日間連続運転することが可能である。詳細を添付 5-(4)-2 に示す。 

また、本評価においては、他号機で全交流電源喪失が発生していると仮定

しているため、他号機のディーゼル発電機から電源の融通を受けるアクシデ

ントマネジメント策（号機間電源融通）は考慮していない。 

 

ｂ．全交流電源喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定結果 

（ａ）炉心に燃料がある場合の特定結果 

事象の過程として原子炉については、全交流電源喪失後、タービン動補

助給水ポンプにより、ＳＧの２次側への給水が行われ、ＳＧを介した原子

炉の冷却が行われる。タービン動補助給水ポンプの機能喪失あるいは水源

の枯渇により、ＳＧへの給水機能が失われ、崩壊熱を除去できなくなれば、

最終的には燃料の重大な損傷に至る。 

また、タービン動補助給水ポンプによる２次系からの冷却には、ＳＧの

水位監視が必要である。監視機器等への給電機能の維持に失敗した場合に

は、ＳＧの水位調整ができなくなり、ＳＧの保有水量が枯渇すると、燃料

の重大な損傷に至る。 

なお、緊急安全対策で配備した移動発電機車により、電動補助給水ポン

プが起動できることから、ＳＧへの給水機能として、タービン動補助給水

ポンプのバックアップとなる。 

炉心に燃料がある場合の全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る

事象の過程をイベントツリーとしてまとめ、図 5-(4)-3 に示す。 

イ） イ）

Ａ－ディーゼル発
電機による電源
供給

Ｂ－ディーゼル発
電機による電源
供給

外部電源喪失 成功 交流電源供給

失敗 成功 成功 交流電源供給（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 交流電源供給（時間制限あり）

失敗 全交流電源喪失

失敗 ＡＴＷＳ（原子炉トリップ失敗事象）

イ）工事計画で対象とした設備

起因事象

ディーゼル発電機による給電機能

状態原子炉停止所内単独運転

プラント外部からの

支援が受けられない

状態において、バック

アップ電源が喪失す

るまでの時間を評価
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図 5-(4)-3 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（炉心） 

イ） イ） ロ） ハ） ハ） ハ） イ） ハ）

タービン動補
助給水ポン
プの起動お
よび運転継
続

補助給水タ
ンクを水源と
する給水

２次系純水タ
ンクを水源と
する給水

ろ過水タンク
を水源とする

給水※３

原水槽を水
源とする給水
※３

海水を水源と

する給水※３

蓄電池から
の電源供給

移動発電機
車による電
源供給

全交流電源喪失発生 成功 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）    ⇒

失敗 成功 冷却成功※１（時間制限あり）⇒

失敗※２ 燃料の重大な損傷

失敗 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）    ⇒

失敗 成功 冷却成功※１（時間制限あり）⇒

失敗※２ 燃料の重大な損傷

失敗 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）    ⇒

失敗 成功 冷却成功※１（時間制限あり）⇒

失敗※２ 燃料の重大な損傷

失敗 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）    ⇒

失敗 成功 冷却成功※１（時間制限あり）⇒

失敗※２ 燃料の重大な損傷

失敗 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）    ⇒

失敗 成功 冷却成功※１（時間制限あり）⇒

失敗※２ 燃料の重大な損傷

失敗 燃料の重大な損傷

失敗 燃料の重大な損傷

イ）工事計画で対象とした設備

ロ)実施済みのアクシデントマネジメント設備

ハ）緊急安全対策（短期）

※１：4000kVA移動発電機車による電源供給に成功した場合は、電動補助給水ポンプにより、ＳＧへの給水が可能

※２：4000kVAと625kVA（予備）の移動発電機車がともに給電失敗した場合

※３：仮設ポンプによる補助給水タンクへの給水

タービン動補助給水ポンプによる２次系からの冷却機能

ＳＧへの給水機能 監視機器等への給電機能

起因事象 状態

プラント外部

からの支援

が受けられ

ない状態に

おいて、炉

心冷却機能

が喪失する

までの時間

を評価
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（ｂ）ＳＦＰに燃料がある場合の特定結果 

事象の過程として、ＳＦＰについては、全交流電源喪失に伴い、冷却機

能が喪失するため、ＳＦＰへの給水を行うことにより燃料を継続して冷却

する必要がある。ＳＦＰへの給水機能が失われ、燃料の崩壊熱を除去でき

なくなった場合には、最終的には燃料の重大な損傷に至る。 

ＳＦＰに燃料がある場合の全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至

る事象の過程をイベントツリーとしてまとめ、図 5-(4)-4、図 5-(4)-5 に

示す。 

 

 

 

図 5-(4)-4 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（ＳＦＰ）【運転時】 

 

 

 

図 5-(4)-5 全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（ＳＦＰ）【停止時】 

ハ） ハ） ハ） ハ） ハ） ハ）

燃料取替用水
タンクを水源と

する給水※３

１次系純水タ
ンクを水源とす

る給水※３

ろ過水タンクを
水源とする給

水※４

防火水槽※１を
水源とする給
水

原水槽および

防火水槽※２を
水源とする給

水※５

海水を水源と

する給水※５

全交流電源喪失発生 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

ハ）緊急安全対策（短期） 失敗 燃料の重大な損傷

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－SFP間を往復して給水）

※３：重力による注水

※４：仮設または本設ポンプによる給水

※５：仮設ポンプによる給水

起因事象

ＳＦＰへの給水機能

状態

プラント外部

からの支援が

受けられない

状態において、

ＳＦＰの除熱機

能が喪失する

までの時間を

評価

ハ） ハ） ハ） ハ） ハ）

ろ過水タンクを
水源とする給

水※３

防火水槽※１を
水源とする給
水

原水槽および

防火水槽※２を
水源とする給

水※４

２次系純水タ
ンクを水源とす

る給水※４

海水を水源と

する給水※４

全交流電源喪失発生 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり） ⇒

失敗 燃料の重大な損傷

ハ）緊急安全対策（短期）

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用。

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して給水）

※３：仮設または本設ポンプによる給水

※４：仮設ポンプによる給水

起因事象

ＳＦＰへの給水機能

状態

プラント外部

からの支援が

受けられない

状態において、

ＳＦＰの除熱機

能が喪失する

までの時間を

評価
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以上により、全交流電源喪失から燃料の重大な損傷に至るまでの事象の

過程から、炉心およびＳＦＰにある燃料の重大な損傷を防止するための機

能とシステムが把握できた。 

これらシステムに係る設備は表 5-(4)-1 のとおりであり、保全プログラ

ムまたは社内マニュアルにしたがって設備の保全を実施することで、設備

の健全性の維持、確認を行っている。 

 

表 5-(4)-1  燃料の重大な損傷を防止するための機能とシステムに係る設備 

機能 恒設設備 仮設設備 

ＳＧへの給水機能 タービン動補助給水ポンプ 

電動補助給水ポンプ（移動発電機

車による給電開始後） 

補助給水タンク 

２次系純水タンク 

－ 

ＳＦＰへの給水機能 燃料取替用水タンク 

１次系純水タンク 

２次系純水タンク 

エンジン消火ポンプ 

防火水槽 

連結送水管（屋内消火栓） 

消防車 

ＳＧおよびＳＦＰへ

の給水機能（共通） 

ろ過水タンク 

原水槽 

ディーゼル発電機燃料油貯油槽 

水中ポンプ 

水中ポンプ用発電機 

空気作動ポンプ 

空気作動ポンプ用空気圧縮機 

仮設水槽 

タンクローリー 

軽油汲み上げポンプ（発電機含む） 

給電機能 蓄電池 

メタクラ 

パワーセンタ 

動力変圧器 

原子炉コントロールセンタ 

直流コントロールセンタ 

充電器（予備充電器） 

計装用インバータ 

ディーゼル発電機燃料油貯油槽 

移動発電機車 

タンクローリー 

軽油汲み上げポンプ（発電機含む） 
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ｃ．全交流電源喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定結果 

ｂ．項において特定した事象の過程を踏まえ、全交流電源喪失時の継続時

間の評価は、（２）ｃ．項に記載のとおり、「運転時」および「停止時」にお

いて、給水機能および給電機能に必要な燃料（軽油）の消費量および消費時

間を評価し、クリフエッジの所在の特定を行った。なお、最終的な水源は海

水であり、海水は枯渇しないことから水源量上の制約はなく評価は不要であ

る。 

継続時間評価フロー図は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ）運転時の継続時間に係る評価およびクリフエッジの所在の特定 

イ．ＳＧ、ＳＦＰへの必要給水流量評価 

炉心にある燃料およびＳＦＰにある燃料の崩壊熱を考慮し必要な給

水流量を評価した結果を添付 5-(4)-3 と添付 5-(4)-4 に示す。仮設ポン

プによる給水を考えた場合に必要な最大流量は、ＳＧで約 10m3/h、ＳＦ

Ｐで約 3m3/h である。一方、仮設ポンプの実機確認済み流量は、50m3/h

以上であり必要流量を確保することができる。 

 

ロ．水源ごとの水枯渇時間評価 

（イ）炉心にある燃料に対する評価結果 

 運転時に全交流電源喪失が発生した場合、タービン動補助給水ポン

プが起動し、ＳＧの２次側への給水が行われ、ＳＧを介した原子炉

＜給水機能の継続時間評価＞ ＜給電機能の継続時間評価＞ 

ＳＧ、ＳＦＰへの必要給水流量評価 

水源ごとの水枯渇時間評価 

燃料消費量評価＊ 

蓄電池の枯渇時間評価 

移動発電機車、タンクローリーなどの

燃料消費量評価＊ 

仮設ポンプ用空気圧縮機、仮設ポンプ

用発電機などの燃料消費量評価＊ 

クリフエッジ時間評価（燃料枯渇時間） 

※：他号機への給

水、給電による燃

料消費も考慮する 
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の冷却が行われる。 

 給水源の使用順序は、以下のとおりであり、補助給水タンクおよび

２次系純水タンクの水が枯渇した以降は、③以降の水源の水を補助

給水タンクへ補給することで継続的にＳＧへの給水を確保できるこ

とを訓練実績などから確認している。このとき、仮設ポンプ用の発

電機および空気圧縮機の燃料として軽油が必要である。また、他号

機も含めた各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定の考

え方を添付 5-(4)-5 に示す。 

（給水源の使用順序） 

①補助給水タンク 

②２次系純水タンク 

③ろ過水タンク 

④原水槽 

⑤海水 

 水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量と炉心にある燃料

の崩壊熱に見合う給水流量から、以下のとおりである。（添付

5-(4)-3 参照） 

①補助給水タンク ：約 8時間 

②２次系純水タンク ：約 4.3 日間 

③ろ過水タンク ：約 12.1 日間 

④原水槽  ：約 7.8 日間 

⑤海水  ：枯渇せず 

 

（ロ）ＳＦＰにある燃料に対する評価結果 

 運転時に全交流電源喪失が発生した場合、冷却機能が喪失し、崩壊

熱によりＳＦＰの水温が上昇することで、ＳＦＰ保有水が蒸散して

いくため、他の水源からＳＦＰへの給水が必要となる。 

 給水源の使用順序は､以下のとおりであり、①、②については、重力

によってＳＦＰへ給水することができる。また、③から⑥について

は、仮設ポンプ等を用いて継続的にＳＦＰへの給水を確保できるこ

とを訓練実績などから確認している。このとき、仮設ポンプ用の発

電機および空気圧縮機などの燃料として軽油が必要である。また、

他号機も含めた各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定

の考え方を添付 5-(4)-5 に示す。 

（給水源の使用順序） 

①燃料取替用水タンク※１ 
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②１次系純水タンク※１ 

③ろ過水タンク※１ 

④防火水槽※２ 

⑤原水槽および防火水槽※３ 

⑥海水 

※１：併用した給水となる 

※２：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※３：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽―ＳＦＰ

間を往復して給水） 

 水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量とＳＦＰにある燃

料の崩壊熱による保有水の蒸散量に見合う給水流量から評価し、以

下のとおりである。（添付 5-(4)-4 参照） 

①燃料取替用水タンク ：約 4.4 日間 

②１次系純水タンク  ：約 1.7 日間 

③ろ過水タンク  ：約 7.2 日間 

④防火水槽※１  ：約 0.4 日（約 10時間） 

⑤原水槽および防火水槽※２ ：約 7.4 日間 

⑥海水   ：枯渇せず 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽―ＳＦＰ

間を往復して給水） 

 ＳＦＰへの給水がない場合、崩壊熱によりＳＦＰ保有水は蒸散して

減尐する。崩壊熱とＳＦＰ保有水量から計算すると、約 84時間後に

はＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）する結果となる。 

なお、ＳＦＰの燃料頂部が露出するまでの時間は、同様に計算され、

約 17日後となる。 

 

ハ．蓄電池の枯渇時間評価 

 全交流電源喪失が発生した場合、蓄電池より監視機器へ電源が供給

される。蓄電池枯渇前に、移動発電機車を接続し継続的に電源を供

給できることを訓練実績などから確認している。蓄電池および移動

発電機車から負荷への給電概要を添付 5-(4)-6 に示す。 

 蓄電池については、その容量から全交流電源喪失から約 5時間給電

することが可能な容量を有している。（添付 5-(4)-7 参照）また、移

動発電機車により電源を供給する際には、発電機の運転に必要な燃

料（軽油）が必要である。 
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ニ．燃料消費時間の評価結果 

これまでに評価した結果をまとめると、図 5-(4)-6 のとおり、全交流

電源喪失発生から約 5時間後までは軽油を必要とせず、約 5時間後から

約 4.7 日後までは移動発電機車による給電のために軽油が必要となる。

さらに、約 4.7日以降は、給電に加え仮設ポンプなどによる給水のため

の軽油も必要となる。 

泊発電所では、移動発電機車や仮設ポンプ用の発電機など１、２、３

号機で共用しており、２、３号機の運転状態によって燃料枯渇時間は変

化する。停止時は、評価条件として貯油槽の数を１基減らして評価して

おり、２号機停止時が最も厳しい評価となる。その場合の評価は約 20

日である。燃料（軽油）の枯渇時間評価を添付 5-(4)-8 に示す。 

なお、軽油の補充に必要なタンクローリー、軽油汲み上げポンプによ

る燃料（軽油）消費も考慮して評価を行っている。 

 

 

図 5-(4)-6 運転時のクリフエッジの所在の特定結果 

 

 

補助給水タンク イ） ←約８時間

２次系純水タンク ロ） ←約４．３日間（約１０５時間）

ろ過水タンク※１ ハ）   ←約１２．１日間(約２９１時間)

原水槽※２ ハ） 約７．８日間（約１８７時間）→

海水※２ ハ）

←約８４時間後

燃料取替用水タンク ハ） ←約４．４日間（約１０６時間）

１次系純水タンク ハ） ←約１．７日間（約４２時間）

ろ過水タンク※３ ハ） 約７．２日間(約１７２時間)→

防火水槽※４ ハ） ←約１０時間

原水槽※５および防火水槽※６ ハ） 約７．４日間(約１７７時間)→

海水※５ ハ）

蓄電池 イ） ←約５時間

移動発電機車 ハ）                           約２０．４日間（約４８９時間）

←約５時間

←約４．７日後

燃料補給 移動発電機車への燃料補給(軽油)

クリフエッジ発生
【約２０日後】

：燃料必要 （約４８９時間後）

※１：恒設消火ポンプまたは仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※２：仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※３：恒設消火ポンプまたは仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※４：消防車（運転用燃料：軽油）を利用。（連結送水管を用いた連続給水用）
※５：仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※６：消防車（運転用燃料：軽油）を利用。（間欠給水用（消防車が防火水槽－SFP間を往復して給水））
※７：燃料取替用水タンク、1次系純水タンクおよびろ過水タンクは併用する時期がある。表には、各水源の使用可能水量から評価される使用可能日数を示す。
イ）工事計画で対象とした設備
ロ)実施済みのアクシデントマネジメント設備
ハ）緊急安全対策（短期）

補給不要（発電所内に貯蔵されている燃料により対応）

↑

：燃料不要（燃料消費時間の評価は、ＳＦＰ水位が通常水位－１ｍとなった
                 時点から、仮設ポンプによる燃料消費を見込む。）

機能 水源 分類
全交流電源喪失発生からの時間（日数）

1 2 3 18 ･･･ 206 167 8 9 10

ＳＦＰへの給
水機能

･･･4

ＳＧへの給
水機能

給電および給水に使用

17 21 ･･･ 25 ･･･

燃料

5

約２０日目以降は、発電所に貯
蔵している軽油が枯渇した場
合、給水および給電ができな
い。

給電機能

燃料補給必要

ＳＦＰ水位１ｍ低下

燃料不要

給電のみ使用

※７
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ホ．クリフエッジの所在の特定 

上記ニ．項のとおり、運転時のクリフエッジは、外部からの支援がな

く、移動発電機車やＳＧおよびＳＦＰへの給水のための仮設ポンプなど

の燃料が枯渇した場合であり、全交流電源喪失発生から約 20 日後であ

る。 

 

（ｂ）停止時の継続時間に係る評価およびクリフエッジの所在の特定 

イ．ＳＦＰへの必要給水流量評価 

停止時には炉心の燃料はＳＦＰに取り出されているため、ＳＦＰにつ

いてのみ評価を行った。 

ＳＦＰにある燃料の崩壊熱を考慮し必要な給水流量を評価した結果

を添付 5-(4)-4 に示す。仮設ポンプによる給水を考えた場合に必要な最

大流量は、約 10m3/h である。一方、仮設ポンプの実機確認済み流量は、

50m3/h 以上であり必要流量を確保することができる。 

 

ロ．水源ごとの水枯渇時間評価 

 停止時に全交流電源喪失が発生した場合、冷却機能が喪失し、崩壊

熱によりＳＦＰの水温が上昇することで、ＳＦＰ保有水が蒸散して

いくため、他の水源からＳＦＰへの給水が必要となる。 

 給水源の使用順序は、以下のとおりであり、いずれも仮設ポンプ等

を用いて継続的にＳＦＰへの給水を確保できることを訓練実績な

どから確認している。このとき、仮設ポンプ用の発電機および空気

圧縮機などの燃料として軽油が必要である。また、他号機も含めた

各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定の考え方を添

付 5-(4)-5 に示す。 

（給水源の使用順序） 

①ろ過水タンク 

②防火水槽※１ 

③原水槽および防火水槽※２ 

④２次系純水タンク 

⑤海水 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽-ＳＦＰ間を

往復して給水） 

 水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量とＳＦＰにある燃

料の崩壊熱に見合う給水流量から、以下のとおりである。（添付
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5-(4)-4 参照） 

①ろ過水タンク  ：約 13.8 日間 

②防火水槽※１   ：約 0.1 日間（約 3時間） 

③原水槽および防火水槽※２ ：約 12.0 日間 

④２次系純水タンク  ：約 6.9 日間 

⑤海水    ：枯渇せず 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽-ＳＦＰ間

を往復して給水） 

 ＳＦＰへの給水がない場合、崩壊熱によりＳＦＰ保有水は蒸散して

減尐する。崩壊熱とＳＦＰ保有水量から計算すると、約 27 時間後

にはＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）する結果となる。 

なお、ＳＦＰの燃料頂部が露出するまでの時間は、同様に計算され、

約 7日後となる。 

 

ハ．蓄電池の枯渇時間評価 

 全交流電源喪失が発生した場合、蓄電池より監視機器へ電源が供給

される。蓄電池枯渇前に、移動発電機車を接続し継続的に電源を供

給できることを訓練実績などから確認している。蓄電池および移動

発電機車から負荷への給電概要を添付 5-(4)-6 に示す。 

 蓄電池については、その容量から全交流電源喪失から約 5時間給電

することが可能な容量を有している。（添付 5-(4)-7 参照）また、

移動発電機車により電源を供給する際には、発電機の運転に必要な

燃料（軽油）が必要である。 

 

ニ．燃料消費時間の評価結果 

これまでに評価した結果をまとめると、図 5-(4)-7 のとおり、全交流

電源喪失発生から約 5時間後までは軽油を必要とせず、約 5時間後から

約 27時間後までは移動発電機車による給電のために軽油が必要となる。

さらに、約 27 時間以降は、給電に加え仮設ポンプなどによる給水のた

めの軽油も必要となる＊。 

泊発電所では、移動発電機車や仮設ポンプ用の発電機など１、２、３

号機で共用しており、２、３号機の運転状態によって燃料枯渇時間は変

化する。１号機停止時は、３号機停止時が最も厳しい評価となり、クリ

フエッジ燃料枯渇時間は約 20 日である。軽油の枯渇時間評価を添付

5-(4)-8 に示す。 
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なお、軽油の補充に必要なタンクローリー、軽油汲み上げポンプによ

る燃料（軽油）消費も考慮して評価を行っている。 

 

＊：1号機が停止中であり、同号機のＳＦＰ給水だけであれば移動発電機車からの給電

は不要であるが、他号機の運転状態も考慮し、移動発電機車の運転を加味した評価

を行っている。 

 

 

 

図 5-(4)-7 停止時のクリフエッジの所在の特定結果 

 

ホ．クリフエッジの所在の特定 

上記ニ．項のとおり、停止時のクリフエッジは、外部からの支援がな

く、移動発電機車やＳＦＰへの給水のための仮設ポンプなどの燃料が枯

渇した場合であり、全交流電源喪失発生から約２０日後である 

 

ｄ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

（ａ）運転時の場合 

ｃ．項より、炉心にある燃料の冷却に係るクリフエッジは、緊急安全対

策前（防護措置の分類イ）、ロ））では、以下のとおり、蓄電池が枯渇する

までの時間である約 5時間である。 

 給水：約 4.7 日 

 給電：約 5時間 

緊急安全対策（防護措置の分類ハ））によって、ＳＧへの給水機能を継

続するために必要な水源にろ過水タンク、原水槽、海水が加わり合計５種

類となったこと、さらに給電機能を継続するために必要な電源に移動発電

←約２７時間

ろ過水タンク※１ ハ） ←約１３．８日間（約３３３時間）

防火水槽※２ ハ） ←約３時間

原水槽※３および防火水槽※４ ハ） 約１２．０日間（約２８９時間）→

２次系純水タンク※３ ハ） 約６．９日間（約１６６時間）→

海水※３ ハ）

蓄電池 イ） ←約５時間

移動発電機車 ハ） ←約２０．４日間（約４８９時間）

←約５時間

燃料補給

：燃料不要 クリフエッジ発生
：燃料必要 【約２０日後】

（約４８９時間後）
※１：恒設消火ポンプまたは仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※２：消防車（運転用燃料：軽油）を利用。（連結送水管を用いた連続給水用）
※３：仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用。
※４：消防車（運転用燃料：軽油）を利用。（間欠給水用（消防車が防火水槽－SFP間を往復して給水））
イ）工事計画で対象とした設備
ハ）緊急安全対策（短期）

↑

補給不要（発電所内に貯蔵されている燃料により対応）

約２０日目以降は、発電所に貯
蔵している軽油が枯渇した場
合、給水および給電ができな
い。

ＳＦＰへの給
水機能

ＳＦＰ水位１ｍ低下

給電機能

燃料

燃料不要

給電のみ使用

給電および給水に使用

仮設ポンプ等への燃料補給（軽油） 燃料補給必要

34 35 ･･･20 21 ･･･ 27 28 ･･････ 13 14 15 16 ･･･
機能 水源 分類

全交流電源喪失発生からの時間（日数）

1 2 3 4 5 6



 

－７９－ 

 

機車が加わり合計２種類となった。 

一方、ＳＦＰにある燃料の冷却に係るクリフエッジは、緊急安全対策前

では、燃料の崩壊熱によりＳＦＰ保有水が蒸散し、ＳＦＰ水位が有意に低

下（通常水位-1m）した後もＳＦＰへの給水が行われず、さらに水位が低

下する事態に至ったときである。通常水位-1m となるのは約 84時間後であ

り、その時点がクリフエッジである。緊急安全対策（防護措置の分類ハ））

によって、ＳＦＰへの給水機能を継続するために必要な水源が燃料取替用

水タンク、１次系純水タンク、ろ過水タンク、防火水槽、原水槽、海水の

合計６種類となり、海水まで含めた対策としていることから、水源側の制

約はなくなった。 

これら緊急安全対策により、給水のための仮設ポンプ、給電のための移

動発電機車等の運転に必要な燃料（軽油）が枯渇し、給水が不可能となる

事態がクリフエッジとなり、約 20日後に改善された。 

なお、緊急安全対策によるＳＦＰへの給水を行わない場合、ＳＦＰの燃

料頂部が露出するまでの時間は、約 17日後となる。 

 

（ｂ）停止時（ＳＦＰに燃料取出し中）の場合 

ｃ．項より、ＳＦＰにある燃料の冷却に係るクリフエッジは、緊急安全

対策前では、燃料の崩壊熱によりＳＦＰ保有水が蒸散し、ＳＦＰ水位が有

意に低下（通常水位-1m）した後もＳＦＰへの給水が行われず、さらに水

位が低下する事態に至ったときである。緊急安全対策前では、ＳＦＰへの

給水手段がないため、ＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）するのは

約 27 時間後であり、その時点がクリフエッジである。緊急安全対策（防

護措置の分類ハ））によって、ＳＦＰへの給水機能を継続するために必要

な水源がろ過水タンク、防火水槽、原水槽、２次系純水タンク、海水の合

計５種類となり、海水まで含めた対策としていることから、水源側の制約

はなくなり、給水のための仮設ポンプ等の運転に必要な燃料（軽油）が枯

渇し、給水が不可能となる事態がクリフエッジとなり、約 20 日後に改善

された。 

なお、緊急安全対策によるＳＦＰへの給水を行わない場合、ＳＦＰの燃

料頂部が露出するまでの時間は、約 7日後となる。 

上記（ａ）項および（ｂ）項において評価したクリフエッジおよび防護

措置の効果を表 5-(4)-2 のとおり整理した。 
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表 5-(4)-2 クリフエッジおよび防護措置の効果 

 緊急安全対策前 緊急安全対策後 

1号機 

運転時 

炉心 約 5時間後 
約 20 日後 

ＳＦＰ 約 84 時間後 

1号機 

停止時 
ＳＦＰ 約 27 時間後 約 20 日後＊ 

＊：1 号機が停止中であり、同号機のＳＦＰ給水だけであれば移動発電機車からの給電は不

要であるが、他号機の運転状態も考慮し、移動発電機車の運転を加味した評価を行って

いる。 

 

 

（４）評価結果のまとめ 

緊急安全対策の結果、全交流電源喪失が発生した場合に、プラント外部か

らの支援（仮設ポンプ、移動発電機車等の運転用の燃料（軽油）補給）がな

い場合でも、泊発電所内で貯蔵している使用可能な燃料（軽油）により、燃

料の重大な損傷に至ることなく、運転時、停止時とも約 20 日間冷却を継続

することができる。（表 5-(4)-3 参照）また、全交流電源喪失に至るような

事態発生時においても、陸路、海路および空路により、泊発電所へ軽油の輸

送が行われるよう、調達先との契約を結んでおり、発電所内で使用可能な軽

油が枯渇するまでに、継続的な補給を行うことができ、給水機能および給電

機能を維持することが可能である。 

さらに、緊急安全対策において配備した 625kVA の移動発電機車を１、２、

３号機共通の予備機として使用可能な運用としている。 

 

表 5-(4)-3  使用可能な燃料量および冷却継続期間 

１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 
387.6kℓ 

（51.8kℓ×7基※１＋25kℓ（タンクローリー）） 
約 20 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

停止時 
387.6kℓ 

（51.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクローリー）） 
約 20 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

※１：２号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 
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(参考) 

【運用管理上の軽油量を用いた評価】 

上記の評価結果は、ディーゼル発電機の保安規定上の運転制限条件に基づき

設定した最小軽油貯蔵量により評価を行っている。しかし、実際の運転管理に

おいては、ディーゼル発電機燃料油貯油槽の油量は、１タンク当たり 98.8kℓ以

上確保される運用としている。 

この管理状況を踏まえた場合、使用可能な燃料（軽油）量、冷却継続期間は

それぞれ以下のとおりとなる。 

１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 
716.6kℓ 

（98.8kℓ×7基※１＋25kℓ（タンクローリー）） 
約 37 日間 

・油量は運

転管理値

に基づく

最小値 

停止時 
716.6kℓ 

（98.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクローリー）） 
約 37 日間 

・油量は運

転管理値

に基づく

最小値 

※１：２号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

 

【３号機ディーゼル発電機燃料油の汲み上げを可能とした場合の評価】 

現状、３号機のディーゼル発電機燃料油貯油槽から軽油を汲み上げることが

出来ない設備状況にあることから、貯油槽の軽油は評価に組み入れていない。

３号機の次回定検（平成 24年度実施）において、貯油槽に貯蔵されている軽油

を汲み上げることを可能とする設備改造を計画している。 

これによって、さらに以下のとおり油量の増加、冷却継続期間の延長を図る

ことが可能となる。 

１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 

571.4kℓ 
（51.8kℓ×8基＋25kℓ（タンクローリー）

＋132kℓ（3号機）×1基※１） 
約 30 日 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

953.4kℓ 
（98.8kℓ×8基＋25kℓ（タンクローリー）

＋138kℓ（3号機）×1基※１） 
約 49 日 

･油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

停止時 

651.6kℓ 
（51.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクローリ

ー）＋132kℓ（3号機）×2基） 
約 34 日 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

992.6kℓ 
（98.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクローリ

ー）＋138kℓ（3号機）×2基） 
約 52 日 

･油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

※１：３号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 
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※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

【新規淡水貯蔵設備設置後の評価】 

平成 26 年度を目途に、泊発電所後背地高台に 12,000m3程度の新規淡水貯蔵

設備を設置し、重力によって補助給水タンクおよびＳＦＰへ給水できる設計と

する事を計画している。 

これによって、以下のとおり、燃料（軽油）を必要とする仮設ポンプ等によ

る給水開始が必要となる時期を遅らせることができ、冷却可能期間の延長を図

ることが可能となる。12,000m3全てを重力注水可能として評価した場合の延長

日数は以下のとおり。 

 

 
仮設ポンプ等による給水開始が必要となる時期 冷却継続期間

延長日数 12,000m3水源追加前 12,000m3水源追加後 

運転時 約 3.5 日 約 15.9 日 約 12.4 日 

停止時 約 1.1 日 約 14.7 日 約 13.6 日 

 

以上で評価した項目以外に、今後、緊急安全対策（短期）に加え、中長期対

策として、以下の対策を実施する事としており、その効果は以下のとおりであ

る。 

 

１．移動発電機車の追加 

平成 24 年度上期を目途に、移動発電機車 1 台を追加配備する計画としてい

る。１～３号機が全て長期に亘り、全交流電源喪失に至った場合においても、

現状配備している 4,000kVA の移動発電機車と追加配備される移動発電機車を

ともに運転することで、１～３号機の原子炉補機冷却海水系、原子炉補機冷却

水系、余熱除去系等へ給電し、運転することで１～３号機を同時期に低温停止

へ移行させることが可能となる。 

なお、現状配備されている 4,000kVA 移動発電機車によって１～３号機の電

動補助給水ポンプを運転し、２次系冷却によって低温停止に移行することは可

能である。 

 

２．非常用発電機の配備 

今後、新たに津波の影響を受ける恐れのない発電所内高台に非常用発電機を

設置することとしている。全交流電源喪失事象が発生した場合、同発電機を起

動し、事象収束に必要な機器に電源を供給できる設計とする。 

非常用発電機の恒設化により、現状緊急安全対策で配備した移動発電機車が

給電を開始するまでの準備時間が不要となるため、全交流電源喪失状態の継続
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時間を短縮することに寄与できる。 

さらに、本設備の運転可能期間に応じて、一定の期間クリフエッジが延長さ

れる。 
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５．５ 最終的な熱の逃し場（最終ヒートシンク）の喪失 

本事象では、原子炉の出力運転中または停止中に、原子炉補機冷却海水ポン

プおよび循環水ポンプの故障等により、常用および非常用の海水を取水するポ

ンプ全てが機能喪失することによって、最終的な熱の逃し場（以下、最終ヒー

トシンクという。）が喪失することを想定する。 

したがって、海水による冷却系を必要とする機器は全て機能喪失する。 

事象発生により、原子炉は制御棒の自重落下により停止しているが、燃料は

原子炉停止後も崩壊熱を発生することから、継続して原子炉を冷却する必要が

ある。 

通常、崩壊熱の除去は、ＳＧに給水し、ＳＧを介した２次系からの冷却の後、

海をヒートシンクとする余熱除去系、原子炉補機冷却水系、原子炉補機冷却海

水系等により継続的に冷却を行う。最終ヒートシンク喪失時には、海をヒート

シンクとする冷却機能が喪失するが、２次系からの冷却に必要な水を給水する

電動補助給水ポンプ、タービン動補助給水ポンプについては、ポンプの運転に

際し、海水による冷却を必要としないため、最終ヒートシンク喪失時にも使用

できる。 

したがって、最終ヒートシンク喪失時には、電動補助給水ポンプまたはター

ビン動補助給水ポンプにより、２次系からの原子炉冷却を継続することが可能

である。 

ＳＦＰについては、通常、ＳＦＰ冷却系、原子炉補機冷却水系、原子炉補機

冷却海水系等により、海をヒートシンクとして崩壊熱の除去を行う。また、Ｓ

ＦＰの保有水が減尐した場合には、燃料取替用水ポンプにより、燃料取替用水

タンクからＳＦＰに給水する。最終ヒートシンク喪失時には、海をヒートシン

クとする冷却機能が喪失することから、ＳＦＰの保有水が蒸散し、ＳＦＰの水

位が低下する。崩壊熱を除去するためには、蒸散により失われる保有水を補う

ため、給水する必要があるが、緊急安全対策にて整備した仮設ポンプ等を用い

た方法により、給水を継続することが可能である。 

泊発電所１号機の主要な系統図を図 5-(5)-1 に示す。 
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図 5-(5)-1 泊発電所１号機 主要系統図 
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（１）評価実施事項 

ａ．内的事象ＰＳＡの知見を踏まえて、最終ヒートシンク喪失を起因事象とし

て燃料の重大な損傷に至る事象の過程を明らかにする。 

ｂ．ａ．項において特定された事象の過程の進展を踏まえ、最終ヒートシンク

喪失の継続時間を明らかにし、クリフエッジの所在を特定する。 

ｃ．特定されたクリフエッジへの対応を含め、燃料の重大な損傷に至る事象の

過程の進展を防止するための措置について、多重防護の観点から、その効

果を示す。 

 

（２）評価方法 

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の評価を実施する。 

ａ．最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定 

最終ヒートシンク喪失を起因事象として燃料の重大な損傷に至る事象の過

程（事故シナリオ）をイベントツリーで分析し、事象の過程を特定する。 

最終ヒートシンク喪失時に、燃料の重大な損傷を防止するための機能とし

て、使用できる防護措置（緩和システム等）を明らかにする。 

 

上記の検討条件については、以下のとおりとする。 

 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程におい

て、地震、津波等の外部事象による設備への影響は考慮しない。 

 イベントツリーの作成にあたっては、全ての常用および非常用の海水

を取水するポンプの復旧は考慮しない。 

 対象とする防護措置は、下記のイ）～ニ）に分類して示す。 

イ） 工事計画で対象とした設備 

ロ） 実施済みのアクシデントマネジメント設備 

ハ） 緊急安全対策（短期） 

ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画され

ているもののうち設置済みの設備） 

なお、設置されていないが計画が明らかになっている設備による防

護措置は参考とし、設置済みの設備（上記のイ）～ニ））による防護

措置とは区別する。 

 

ｂ．最終ヒートシンク喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定 

ａ．項において特定した事象の過程（事故シナリオ）に基づき、最終ヒー

トシンク喪失の継続時間を評価する。 

この評価では、ａ．項において特定した必要な機能が喪失するまでの時間

添
付
資
料
－
４
（
１
／
２
）
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評価とし、機能喪失から燃料の重大な損傷に至るまでの時間は、保守的に、

継続時間に含めないものとする。 

その上で、最終ヒートシンク喪失発生後のクリフエッジの所在を特定する。 

 

上記の検討条件については、以下のとおりとする。 

 クリフエッジの特定に際しては、最終ヒートシンク喪失時に作動する

防護措置（緩和システム等）について、機器の継続運転の制約条件（水

源の枯渇等）を考慮する。 

 最も厳しいプラント状態として、１号機が全出力運転状態を初期状態

とする場合（以下、運転時という。）と燃料が原子炉からＳＦＰに全て

取り出され使用済燃料で満たされた状態を初期状態とする場合（以下、

停止時という。）について評価する。 

 継続時間評価において、最終ヒートシンク喪失発生後、原子炉につい

ては、タービン動補助給水ポンプまたは電動補助給水ポンプによる安

定的な冷却が可能な状態（１次冷却材温度約 170℃）まで移行、維持し、

燃料の崩壊熱除去を継続するものとして評価する。また、ＳＦＰにつ

いては、崩壊熱によって蒸散する保有水を補うよう、ＳＦＰに給水す

るものとして評価する。 

 １号機にとって評価が厳しくなるよう、他号機でも最終ヒートシンク

喪失が発生していると仮定し、仮設ポンプ等の運転用燃料（軽油）な

ど全号機で共有して使用するものについては、２，３号機での使用も

加味して評価する。 

 

ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

特定した防護措置ごとに、同措置による燃料の重大な損傷の防止または燃

料の重大な損傷までの時間余裕の増加の効果を明らかにする。 

防護措置の効果を多重防護の観点から確認する。具体的には、防護措置が

機能喪失した場合には、その機能を代替する防護措置を明らかにするととも

に、機能を果たす防護措置の種類と数を確認する。 

また、プラント全体としての安全裕度を明らかにするため、最終ヒートシ

ンク喪失に対して、緊急安全対策前後の時間余裕を比較する。 

なお、防護措置の評価にあたっては、プラント外部からの支援は受けられ

ない厳しい条件を仮定している。 
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（３）評価結果 

ａ．最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程の特定結

果 

（ａ）炉心に燃料がある場合の特定結果 

１号機の原子炉補機冷却海水系は、4 台の原子炉補機冷却海水ポンプか

ら独立した２系統の海水供給母管に接続される構成となっており、これら

4 台の原子炉補機冷却海水ポンプおよび循環水ポンプの海水を取水するポ

ンプ全てが運転不能となることで、最終ヒートシンク喪失に至る。 

原子炉補機冷却海水系の概略系統図を図 5-(5)-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事象の過程として原子炉については、最終ヒートシンク喪失発生後、タ

ービン動補助給水ポンプまたは電動補助給水ポンプにより、ＳＧの２次側

への給水が行われ、ＳＧを介した原子炉の冷却が行われる。タービン動補

助給水ポンプおよび電動補助給水ポンプの機能喪失または水源の枯渇に

より、ＳＧへの給水機能が失われ、崩壊熱を除去できなくなった場合には、

最終的には燃料の重大な損傷に至る。 

なお、これら補助給水ポンプによる２次系からの冷却には、ＳＧの水位

監視が必要であるが、監視機器等への給電は外部電源により維持される。 

図 5-(5)-2 原子炉補機冷却海水系の概略系統図 
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炉心に燃料がある場合の最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷

に至る事象の過程をイベントツリーとしてまとめ、図 5-(5)-3 に示す。 

 

図 5-(5)-3 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（炉心） 

 

（ｂ）ＳＦＰに燃料がある場合の特定結果 

事象の過程として、ＳＦＰについては、最終ヒートシンク喪失に伴い、

冷却機能が喪失するため、ＳＦＰへの給水を行うことにより燃料を継続し

て冷却する必要がある。ＳＦＰへの給水機能が失われ、燃料の崩壊熱を除

去できなくなった場合には、最終的には燃料の重大な損傷に至る。 

ＳＦＰに燃料がある場合の最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損

傷に至る事象の過程をイベントツリーとしてまとめ、図 5-(5)-4 と図

5-(5)-5 に示す。 

  

イ） イ） ロ） ハ） ハ） ハ）

タービン動補
助給水ポンプ
または電動補
助給水ポンプ
の起動および
運転継続

補助給水タン
クを水源とする
給水

２次系純水タ
ンクを水源とす
る給水

ろ過水タンクを
水源とする給

水※１

原水槽を水源

とする給水※１

海水を水源と

する給水※１

最終ヒートシンク喪失発生 成功 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗

失敗

イ）工事計画で対象とした設備

ロ）実施済みのアクシデントマネジメント設備

ハ）緊急安全対策（短期）

※１：仮設ポンプによる補助給水タンクへの給水

プラント外部からの支
援を受けられない状
況において、ＳＧへの
給水機能が喪失する
までの時間を評価

状態

燃料の重大な損傷

燃料の重大な損傷

起因事象

タービン動補助給水ポンプまたは電動補助給水ポンプによる２次系からの冷却機能

ＳＧへの給水機能
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図 5-(5)-4 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（ＳＦＰ）【運転時】 

 

 

図 5-(5)-5 最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至る事象の過程（ＳＦＰ）【停止時】 

 

以上により、最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷に至るまでの

事象の過程から、炉心およびＳＦＰにある燃料の重大な損傷を防止するた

めの機能とシステムが把握できた。 

これらシステムに係る設備は表 5-(5)-1 のとおりであり、保全プログラ

ムまたは社内マニュアルにしたがって設備の保全を実施することで、設備

の健全性の維持、確認を行っている。 

 

 

  

イ） ハ） ハ） ハ） ハ） ハ）

燃料取替用水
タンクを水源と

する給水※３

１次系純水タ
ンクを水源とす

る給水※４

ろ過水タンクを
水源とする給

水※５

防火水槽※１を
水源とする給

水※６

原水槽および

防火水槽※２を
水源とする給

水※６

海水を水源と

する給水※６

最終ヒートシンク喪失発生 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗

イ）工事計画で対象とした設備

ハ）緊急安全対策（短期）

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して給水）

※３：恒設ポンプによる給水

※４：重力による注水

※５：恒設ポンプまたは仮設ポンプによる給水

※６：仮設ポンプによる給水

起因事象

ＳＦＰへの給水機能

プラント外部からの支
援を受けられない状
況において、ＳＦＰへ
の給水機能が喪失す
るまでの時間を評価

状態

燃料の重大な損傷

ハ） ハ） ハ） ハ） ハ）

ろ過水タンクを
水源とする給

水※３

防火水槽※１を
水源とする給

水※４

原水槽および

防火水槽※２を
水源とする給

水※４

２次系純水タ
ンクを水源とす

る給水※４

海水を水源と

する給水※４

最終ヒートシンク喪失発生 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 成功 冷却成功（時間制限あり）

失敗 燃料の重大な損傷

ハ）緊急安全対策（短期）

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して給水）

※３：恒設ポンプまたは仮設ポンプによる給水

※４：仮設ポンプによる給水

起因事象

ＳＦＰへの給水機能

プラント外部からの支
援を受けられない状
況において、ＳＦＰへ
の給水機能が喪失す
るまでの時間を評価

状態



 

－９１－ 

表 5-(5)-1 燃料の重大な損傷を防止するための機能とシステムに係る設備 

機能 恒設設備 仮設設備 

ＳＧへの給水機能 電動補助給水ポンプ 

タービン動補助給水ポンプ 

補助給水タンク 

２次系純水タンク 

－ 

ＳＦＰへの給水機能 燃料取替用水ポンプ 

燃料取替用水タンク 

１次系純水タンク 

２次系純水タンク 

エンジン消火ポンプ 

防火水槽 

連結送水管（屋内消火栓） 

消防車 

ＳＧおよびＳＦＰへの

給水機能（共通） 

ろ過水タンク 

原水槽 

ディーゼル発電機燃料油貯油槽 

水中ポンプ 

水中ポンプ用発電機 

空気作動ポンプ 

空気作動ポンプ用空気圧縮機 

仮設水槽 

タンクローリー 

軽油汲み上げポンプ（発電機含む） 

ｂ．最終ヒートシンク喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定結果 

ａ．項において特定した事象の過程を踏まえ、最終ヒートシンク喪失時の

継続時間評価は、（２）ｂ．項に記載のとおり、「運転時」および「停止時」

において、給水機能の継続時間を評価し、クリフエッジの所在の特定を行っ

た。 

給水機能の継続時間評価は、ＳＧ、ＳＦＰへの必要給水量評価に基づき、

水源ごとの水枯渇時間、仮設ポンプの運転継続時間（燃料枯渇時間）を踏ま

え、クリフエッジ（機能喪失）となる時間評価を行った。なお、最終的な水

源は海水であり、海水は枯渇しないことから、水量上の制約はなく評価は不

要である。 

継続時間評価フロー図は以下のとおり。 

 

＜給水機能の継続時間評価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＧ、ＳＦＰへの必要給水流量評価 

水源ごとの水枯渇時間評価 

仮設ポンプ用空気圧縮機、仮設ポンプ用

発電機などの燃料消費時間評価※ 

クリフエッジ時間評価（燃料枯渇時間） 

※他号機への給水による燃

料消費も考慮する。 



 

－９２－ 

（ａ）運転時の継続時間に係る評価およびクリフエッジの所在の特定 

イ．ＳＧ、ＳＦＰへの必要給水流量評価 

炉心にある燃料およびＳＦＰにある燃料の崩壊熱を考慮し必要な給水

流量を評価した結果を添付 5-(5)-1 と添付 5-(5)-2 に示す。仮設ポンプ

による給水を考えた場合に必要な最大流量は、ＳＧで約 9m3/h、ＳＦＰ

で約 3m3/h である。一方、仮設ポンプの実機確認済み流量は、50m3/h 以

上であり必要流量を確保することができる。 

 

ロ．水源ごとの水枯渇時間評価 

（イ）炉心にある燃料に対する評価結果 

 運転時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合、タービン動補

助給水ポンプまたは電動補助給水ポンプにより、ＳＧの２次側

への給水が行われ、ＳＧを介した原子炉の冷却が行われる。 

 給水源の使用順序は、以下のとおりであり、補助給水タンクお

よび２次系純水タンクの水が枯渇した以降は、③以降の水源の

水を補助給水タンクへ補給することで継続的にＳＧへの給水を

確保できることを訓練実績などから確認している。このとき、

仮設ポンプ用の発電機および空気圧縮機の燃料として軽油が必

要である。また、他号機も含めた各水源の各号機への使用量割

り当ておよび水量設定の考え方を添付 5‐(5)‐3に示す。 

（給水源の使用順序） 

①補助給水タンク 

②２次系純水タンク 

③ろ過水タンク 

④原水槽 

⑤海水 

 各水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量と炉心にあ

る燃料の崩壊熱に見合う給水流量から、以下のとおりである。

（添付 5-(5)-1 参照） 

①補助給水タンク ：約 8時間 

②２次系純水タンク ：約 4.3 日間 

③ろ過水タンク ：約 15.7 日間 

④原水槽  ：約 8.4 日間 

⑤海水  ：枯渇せず 

 

  



 

－９３－ 

（ロ）ＳＦＰにある燃料に対する評価結果 

 運転時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合、冷却機能が喪

失し、崩壊熱によりＳＦＰの水温が上昇することで、ＳＦＰ保

有水が蒸散していくため、他の水源からＳＦＰへの給水が必要

となる。 

 給水源の使用順序は､以下のとおりであり、①については、燃料

取替用水ポンプを用い、②については、重力によって、それぞ

れＳＦＰへ給水することができる。また、③から⑤については、

仮設ポンプ等を用いて継続的にＳＦＰへの給水を確保できるこ

とを訓練実績などから確認している。このとき、仮設ポンプ用

の発電機および空気圧縮機などの燃料として軽油が必要である。

また、他号機も含めた各水源の各号機への使用量割り当ておよ

び水量設定の考え方を添付 5-(5)-3 に示す。 

（給水源の使用順序） 

①燃料取替用水タンク 

②１次系純水タンク 

③防火水槽※１ 

④原水槽および防火水槽※２ 

⑤海水 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して 

給水） 

 水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量とＳＦＰにあ

る燃料の崩壊熱による保有水の蒸散量に見合う給水流量から評

価し、以下のとおりである。（添付 5-(5)-2 参照） 

①燃料取替用水タンク  ：約 16.2 日間 

②１次系純水タンク  ：約 1.7 日間 

③防火水槽※１   ：約 0.4 日（約 10時間） 

④原水槽および防火水槽※２ ：約 7.0 日間 

⑤海水   ：枯渇せず 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して 

給水） 

 ＳＦＰへの給水がない場合、崩壊熱によりＳＦＰ保有水は蒸散

して減尐する。崩壊熱とＳＦＰ保有水量から計算すると、約 84

時間後にはＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）する結果と

なる。 



 

－９４－ 

なお、ＳＦＰの燃料頂部が露出するまでの時間は、同様に計算

され、約 17日後となる。 

 

ハ．燃料消費時間の評価結果 

これまでに評価した結果をまとめると、図 5-(5)-6 のとおり、最終ヒ

ートシンク喪失から約 4.7 日後までは軽油を必要とせず、約 4.7日以降

は、仮設ポンプなどによる給水のための軽油が必要となる。 

泊発電所では、仮設ポンプ用の発電機など１，２，３号機で共用して

おり、２，３号機の運転状況により燃料枯渇時間は変化するが、２，３

号機とも停止している場合が最も厳しい評価となり、燃料枯渇時間は約

142 日である。燃料（軽油）枯渇時間評価を添付 5-(5)-4 に示す。 

なお、軽油の補充に必要なタンクローリー、軽油汲み上げポンプによ

る燃料（軽油）消費も考慮して評価を行っている。 

 

 

図 5-(5)-6 運転時のクリフエッジの所在の特定結果 

 

ニ．クリフエッジの所在の特定 

上記ハ．項のとおり、運転時のクリフエッジは、外部からの支援がな

く、ＳＧおよびＳＦＰへの給水のための仮設ポンプなどの燃料が枯渇し

た場合であり、最終ヒートシンク喪失発生から約 142 日後である。 

  

補助給水タンク イ） ←約８時間

２次系純水タンク ロ） ←約４．３日間（約１０５時間）

ろ過水タンク※１ ハ） ←約１５．７日間(約３７８時間)

原水槽※２ ハ） 約８．４日間（約２０１時間）→

海水※２ ハ）

←約８４時間後

燃料取替用水タンク イ） ←約１６．２日間（約３８９時間）

１次系純水タンク ハ） 約１．７日間（約４２時間）→

防火水槽※３ ハ） ←約０．４日（約１０時間）

原水槽※２および防火水槽※４ ハ） 約７．０日間(約１６７時間)→

海水※２ ハ）

←約４．７日後

燃料補給

：燃料不要 クリフエッジ発生
：燃料必要 【約１４２日後】

（約３４０８時間後）
※１：恒設消火ポンプまたは仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用
※２：仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用
※３：消防車（運転用燃料：軽油）を利用（連結送水管を用いた連続給水）
※４：消防車（運転用燃料：軽油）を利用（間欠給水）
イ）工事計画で対象とした設備
ロ）実施済みのアクシデントマネジメント設備
ハ）緊急安全対策（短期）

補給不要（発電所に貯蔵されている燃料で対応） 補給必要

↑

約１４２日目以降は、発電所
に貯蔵している軽油が枯渇し
た場合、仮設ポンプ等が運転
できない。

給水に使用

仮設ポンプ等への燃料補給（軽油）

ＳＦＰ水位１ｍ低下

ＳＦＰへの給
水機能

燃料
燃料不要

ＳＧへの給
水機能

29 ･･･ 142 143 144 ･･･19 20 21 22 ･･･ 28
機能 水源 分類

最終ヒートシンク喪失発生からの時間（日数）

1 2 3 4 5 ･･･



 

－９５－ 

 

（ｂ）停止時の継続時間に係る評価およびクリフエッジの所在の特定 

イ．ＳＦＰへの必要給水流量評価 

停止時には炉心の燃料はＳＦＰに取り出されているため、ＳＦＰにつ

いてのみ評価を行った。 

ＳＦＰにある燃料の崩壊熱を考慮し必要な給水流量を評価した結果を

添付 5-(5)-2 に示す。仮設ポンプによる給水を考えた場合に必要な最大

流量は、約10m3/hである。一方、仮設ポンプの実機確認済み流量は、50m3/h

以上であり必要流量を確保することができる。 

 

ロ．水源ごとの水枯渇時間評価 

 停止時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合、冷却機能が喪失

し、崩壊熱によりＳＦＰの水温が上昇することで、ＳＦＰ保有水

が蒸散していくため、他の水源からＳＦＰへの給水が必要となる。 

 給水源の使用順序は、以下のとおりであり、いずれも仮設ポンプ

等を用いて継続的にＳＦＰへの給水を確保できることを訓練実績

などから確認している。このとき、仮設ポンプ用の発電機および

空気圧縮機の燃料として軽油が必要である。また、他号機も含め

た各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定の考え方を

添付 5-(5)-3 に示す。 

（給水源の使用順序） 

①ろ過水タンク 

②防火水槽※１ 

③原水槽および防火水槽※２ 

④２次系純水タンク 

⑤海水 

※１：消防車による連結送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して給 

水） 

 水源ごとの水枯渇時間については、各水源の水量とＳＦＰにある

燃料の崩壊熱に見合う給水流量から、以下のとおりである。（添付

5-(5)-2 参照） 

①ろ過水タンク   ：約 13.8 日間 

②防火水槽※１   ：約 0.1 日間（約 3時間） 

③原水槽および防火水槽※２ ：約 12.0 日間 

④２次系純水タンク  ：約 6.9 日 

⑤海水    ：枯渇せず 
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※１：消防車による連続送水管を用いた連続給水用 

※２：消防車による間欠給水用（消防車が防火水槽－ＳＦＰ間を往復して給 

水） 

 ＳＦＰへの給水がない場合、崩壊熱によりＳＦＰ保有水は蒸散し

て減尐する。崩壊熱とＳＦＰ保有水量から計算すると、約 27時間

後にはＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）する結果となる。 

なお、ＳＦＰの燃料頂部が露出するまでの時間は、同様に計算さ

れ、約 7日後となる。 

 

ハ．燃料消費時間の評価結果 

これまで評価した結果をまとめると、図 5-(5)-7 のとおり、最終ヒー

トシンク喪失から約 27時間後までは軽油を必要とせず、約 27時間後以

降は仮設ポンプなどによる給水のための軽油が必要となる。 

泊発電所では、仮設ポンプ用の発電機など１，２，３号機で共用して

おり、２，３号機の運転状況により燃料枯渇時間は変化するが、２号機

運転時、３号機停止時の場合が最も厳しい評価となり、燃料枯渇時間は

約 142 日である。燃料（軽油）枯渇時間評価を添付 5-(5)-4 に示す。 

なお、軽油の補充に必要なタンクローリー、軽油汲み上げポンプによ

る燃料（軽油）消費も考慮して評価を行っている。 

 

 

図 5-(5)-7 停止時のクリフエッジの所在の特定結果 

  

←約２７時間後

ろ過水タンク※１ ハ） ←約１３．８日間（約３３３時間）

防火水槽※２ ハ） ←約０．１日（約３時間）

原水槽※３および防火水槽※４ ハ） 約１２．０日間(約２８９時間)→

２次系純水タンク※３ ハ） 約６．９日間(約１６６時間)→

海水※３ ハ）

←約２７時間後

燃料補給

：燃料不要 クリフエッジ発生
：燃料必要 【約１４２日後】

（約３４０８時間後）
※１：恒設消火ポンプまたは仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用
※２：消防車（運転用燃料：軽油）を利用（連結送水管を用いた連続給水）
※３：仮設ポンプ（運転用燃料：軽油）を利用
※４：消防車（運転用燃料：軽油）を利用（間欠給水）
ハ）緊急安全対策（短期）

ＳＦＰへの給
水機能

34 35 ･･･28 ･･･

ＳＦＰ水位１ｍ低下

仮設ポンプ等への燃料補給（軽油） 補給不要（発電所に貯蔵されている燃料で対応） 補給必要

燃料
燃料不要

給水に使用

↑

約１４２日目以降は、発電所
に貯蔵している軽油が枯渇し
た場合、仮設ポンプ等が運転
できない。

142 143 144 ･･････ 15 16 ･･･ 27
機能 水源 分類

最終ヒートシンク喪失発生からの時間（日数）

1 2 3 4 5 6
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ニ．クリフエッジの所在の特定 

上記ハ．項のとおり、停止時のクリフエッジは、外部からの支援がな

く、ＳＧおよびＳＦＰへの給水のための仮設ポンプなどの燃料が枯渇し

た場合であり、最終ヒートシンク喪失発生から約 142 日後である。 

 

ｃ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

（ａ）運転時の場合 

ｂ．項より、炉心にある燃料の冷却に係るクリフエッジは、緊急安全対

策前（防護措置の分類イ）、ロ））では、ＳＧへの給水が補助給水タンク、

２次系純水タンクからのみ可能であるため、これらのタンクの水が枯渇し、

給水が不可能となる事態であり、約 4.7 日後にその状態となるが、緊急安

全対策（防護措置の分類ハ））によって、ＳＧへの給水機能を継続するた

めに必要な水源にろ過水タンク、原水槽、海水が加わり合計５種類となり、

海水まで含めた対策としていることから、水源側の制約はなくなり、給水

のための仮設ポンプ等の運転に必要な燃料（軽油）が枯渇し、給水が不可

能となる事態がクリフエッジとなり、約 142日後に改善された。 

一方、ＳＦＰにある燃料の冷却に係るクリフエッジは、燃料の崩壊熱に

よりＳＦＰ保有水が蒸散し、ＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）し

ても、ＳＦＰへの給水が行われず、さらにＳＦＰ水位が低下する事態であ

り、緊急安全対策前（防護措置の分類イ））では、燃料取替用水タンクの

水が枯渇し、ＳＦＰへの給水ができなくなる約 19.7 日後がクリフエッジ

となる。緊急安全対策（防護措置の分類ハ））によって、ＳＦＰへの給水

機能を継続するために必要な水源に１次系純水タンク、防火水槽、原水槽、

海水が加わり合計５種類となり、海水まで含めた対策としていることから、

水源側の制約はなくなり、給水のための仮設ポンプ等の運転に必要な燃料

（軽油）が枯渇し、給水が不可能となる事態がクリフエッジとなり、約 142

日後に改善された。 

なお、緊急安全対策によるＳＦＰへの給水を行わない場合、ＳＦＰの燃

料頂部が露出するまでの時間は、約 17日後となる。 

 

（ｂ）停止時（ＳＦＰに燃料取出し中）の場合 

ｂ．項より、ＳＦＰにある燃料の冷却に係るクリフエッジは、燃料の崩

壊熱によりＳＦＰ保有水が蒸散し、ＳＦＰ水位が有意に低下（通常水位-1m）

しても、ＳＦＰへの給水が行われず、さらにＳＦＰ水位が低下する事態で

あり、緊急安全対策前では、ＳＦＰへの給水手段がないため、ＳＦＰ水位

が有意に低下（通常水位-1m）する約 27時間後がクリフエッジとなる。緊

急安全対策（防護措置の分類ハ））によって、ＳＦＰへの給水機能を継続
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するために必要な水源がろ過水タンク、防火水槽、原水槽、２次系純水タ

ンク、海水の合計５種類となり、海水まで含めた対策としていることから、

水源側の制約はなくなり、給水のための仮設ポンプ等の運転に必要な燃料

（軽油）が枯渇し、給水が不可能となる事態がクリフエッジとなり、約 142

日後に改善された。 

なお、緊急安全対策によるＳＦＰへの給水を行わない場合、ＳＦＰの燃

料頂部が露出するまでの時間は、約 7日後となる。 

 

上記（ａ）および（ｂ）において評価したクリフエッジおよび防護措置の効果

を表 5-(5)-2 のとおり整理した。 

 

表 5-(5)-2 クリフエッジおよび防護措置の効果 

 緊急安全対策前 緊急安全対策後 

１号機運転時 
炉心 約 4.7 日後 

約 142 日後 
ＳＦＰ 約 19.7 日後 

１号機停止時 ＳＦＰ 約 27 時間後 約 142 日後 

 

（４）評価結果のまとめ 

緊急安全対策の結果、最終ヒートシンク喪失が発生した場合、プラント外

部からの支援（仮設ポンプ等の運転用の軽油補給）がない場合でも、泊発電

所に貯蔵されている使用可能な軽油により、燃料の重大な損傷に至ることな

く、運転時、停止時ともに約 142 日間冷却を継続することができる。（表

5-(5)-3 参照）また、最終ヒートシンク喪失に至るような事態発生時におい

ても、陸路、海路および空路により、泊発電所へ軽油の輸送が行われるよう、

調達先との契約を結んでおり、発電所内の使用可能な軽油が枯渇するまでに、

継続的な補給を行うことができ、給水機能を維持することが可能である。 
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表 5-(5)-3 使用可能な燃料量および冷却継続期間 

１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 
387.6kℓ 

（51.8kℓ×7基※１＋25kℓ（タンクロ

ーリー）） 
約 142 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

停止時 
387.6kℓ 

（51.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクロ

ーリー）） 

約 142 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

※１：２号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

 

(参考) 

【運用管理上の軽油量を用いた評価】 

上記の評価結果は、ディーゼル発電機の保安規定上の運転制限条件に基づ

き設定した最小軽油貯蔵量により評価を行っている。しかし、実際の運転管

理においては、ディーゼル発電機燃料油貯油槽の油量は、１タンク当たり

98.8kℓ以上確保される運用としている。 

この管理状況を踏まえた場合、使用可能な燃料（軽油）量、冷却継続期間

はそれぞれ以下のとおりとなりる。 

１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 
716.6kℓ 

（98.8kℓ×7基※１＋25kℓ（タンクロ

ーリー）） 

約 262 日間 

・油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

停止時 
716.6kℓ 

（98.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクロ

ーリー）） 
約 262 日間 

・油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

※１：２号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

 

【３号機ディーゼル発電機燃料油の汲み上げを可能とした場合の評価】 

現状、３号機のディーゼル発電機燃料油貯油槽から軽油を汲み上げること

が出来ない設備状況にあることから、同貯油槽の軽油は評価に組み入れてい

ない。３号機の次回定検（平成２４年度実施）において、同貯油槽に貯蔵さ

れている軽油を汲み上げることを可能とする設備改造を計画している。 

これによって、さらに以下のとおり油量の増加、冷却継続期間の延長を図

ることが可能となる。 
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１号機運転状態 燃料量（軽油量） 冷却継続期間 備考 

運転時 

571.4kℓ 
（51.8kℓ×8基＋25kℓ（タンクロー

リー）＋132kℓ（3号機）×1基※１） 

約 209 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

953.4kℓ 
（98.8kℓ×8基＋25kℓ（タンクロー

リー）＋138kℓ（3号機）×1基※１） 

約 348 日間 

･油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

停止時 

651.6kℓ 
（51.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクロ

ーリー）＋132kℓ（3号機）×2基） 

約 238 日間 

・油量は保

安規定値に

基づく最小

値 

992.6kℓ 
（98.8kℓ×7基※２＋25kℓ（タンクロ

ーリー）＋138kℓ（3号機）×2基） 

約 362 日間 

･油量は運

転管理値に

基づく最小

値 

※１：３号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

※２：１号機が停止中で貯油槽 1基の点検を想定 

 

【新規淡水貯蔵設備設置後の評価】 

平成 26 年度を目途に、泊発電所後背地高台に 12,000m3程度の新規淡水貯

蔵設備を設置し、重力によって補助給水タンクおよびＳＦＰへ給水できる設

計とする事を計画している。 

これによって、以下のとおり、燃料（軽油）を必要とする仮設ポンプ等に

よる給水開始が必要となる時期を遅らせることができ、冷却可能期間の延長

を図ることが可能となる。12,000m3全てを重力注入可能として評価した場合

の延長日数は以下のとおり。 

 

１号機運転状態 

仮設ポンプ等による給水開始が 

必要となる時期 冷却継続期間

延長日数 12,000m3水源 

追加前 

12,000m3水源 

追加後 

運転時 約 4.7 日 約 17.1 日 約 12.4 日 

停止時 約 1.1 日 約 14.7 日 約 13.6 日 

 

以上で評価した項目以外に、今後、緊急安全対策（短期）に加えて中長期

対策として以下の対策を実施することとしており、その効果は以下のとおり

である。 
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平成 24年度上期目途で、最終ヒートシンク喪失の際に故障を想定している

原子炉補機冷却海水ポンプについて、予備モータおよび代替海水取水ポンプ

の配備を計画している。故障の原因がモータの場合、ポンプの場合に応じ、

それぞれ、予備モータへの交換、代替海水取水ポンプの活用により、原子炉

補機冷却海水系の機能（最終ヒートシンクの機能）を復旧させることができ、

クリフエッジに至る前に、原子炉補機冷却海水系、原子炉補機冷却水系、余

熱除去系、ＳＦＰ冷却系等を用いた燃料の冷却を行うことが可能となる。 
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５．６ その他のシビアアクシデント・マネジメント 

（１）評価実施事項 

平成 4年 7月に通商産業省（当時）が発表した「アクシデントマネジメン

ト対策の今後の進め方について」で規定し、泊発電所１号機において整備し

ているシビアアクシデント・マネジメント対策（燃料の重大な損傷を防止す

るための措置、放射性物質の大規模な放出を防止するために閉じ込め機能の

健全性を維持するための措置）について、多重防護の観点から、その効果を

示す。 

 

（２）評価方法 

ａ．防護措置の特定と事象進展シナリオの確認 

内的事象ＰＳＡで想定した起因事象を対象に防護措置を明らかにして、燃

料の重大な損傷および放射性物質の大規模な放出に至る事象の過程をイベン

トツリーで特定し、それぞれの事象に係る防護措置の有効性を確認する。具

体的には以下の項目について確認する。 

（ａ）発電所の系統構成およびその安全機能 

（ｂ）防護措置の整備状況 

（ｃ）事象進展シナリオの分析と防護措置の有効性 

（ｄ）組織体制および手順書の整備、教育および訓練の状況 

 

ｂ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価 

抽出された防護措置については、多重防護の観点からその効果を確認する。

また、防護措置が機能喪失した場合にその機能を代替する防護措置を明確に

し、防護措置の種類と数を確認する。 

 

上記のａ．項およびｂ．項を検討する検討条件については以下のとおりと

する。 

・地震、津波などの外的事象による設備への影響および防護措置に係る設

備の復旧は考慮しない。なお、現場での手動操作により機能の回復が見

込める場合にはシナリオ分析において適切に考慮する。 

・対象とする防護措置は、下記のイ．～ニ．に分類して示す。 

イ．工事計画で対象とした設備 

ロ．整備済のアクシデントマネジメント策 

ハ．緊急安全対策（短期）またはシビアアクシデントへの対応に関する

措置 

ニ．設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書またはシビアア

クシデントへの対応に関する措置に係る実施状況報告書にて計画さ
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れているもののうち設置済の設備） 

 なお、設置されていないが計画が明らかになっている設備による防護

措置は参考とし、設置済の設備（上記のイ．～ニ．）による防護措置と

は区別する。 

 

（３）評価結果 

ａ．防護措置の特定と事象進展シナリオの確認結果 

（ａ）発電所の系統構成およびその安全機能 

泊発電所１号機は、定格電気出力 579MW のドライ型鋼製の格納容器を持

つ 2ループ構成の加圧水型軽水炉である。泊発電所１号機の系統構成の概

要（全体概要）を、また、安全機能をサポートする系統として原子炉補機

冷却水系および非常用所内電源系の系統構成の概要を添付 5-(6)-1 に示す。 

プラントは、安全確保のため「多重防護」を基本的な考え方として、 

・異常の発生防止 

・異常の拡大および事故への進展の防止 

・周辺への放射性物質の異常放出の防止 

の観点から設計されている。 

プラントの安全機能としては、「原子炉の停止機能」、「炉心冷却機能」、

「放射性物質の閉じ込め機能」が求められ、それぞれの機能は、多重性ま

たは多様性を確保した以下の各種機器・系統により達成される。 

・原子炉の停止機能 

制御棒、安全保護系等 

・炉心冷却機能 

高圧注入系、蓄圧注入系および低圧注入系からなるＥＣＣＳ、ＳＧ、

補助給水系、主蒸気安全弁等 

・放射性物質の閉じ込め機能 

格納容器本体、格納容器スプレイ系等 

さらに、これらの安全機能をサポートする系統として非常用所内電源系、

直流電源系、原子炉補機冷却水系、原子炉補機冷却海水系、制御用空気系

等を備えている。 

 

（ｂ）防護措置の整備状況 

過去の技術検討の結果、泊発電所１号機において、これまでに以下の防

護措置を整備してきた。 
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(b)-1 「アクシデントマネジメント検討報告書」および「アクシデントマネ

ジメント整備報告書」において整備した防護措置 

泊発電所１号機では、「泊発電所１号炉のアクシデントマネジメント検

討報告書」（以下「ＡＭ検討報告書」という。）を平成 6年 3月に通商産

業省（当時）へ提出しており、「泊発電所のアクシデントマネジメント

整備報告書」（以下「ＡＭ整備報告書」という。）を平成 14 年 5 月に経

済産業省原子力安全・保安院へ提出している。 

 

ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書において整備した防護措置は、

プラントに深刻な影響を及ぼす事態として、 

・炉心損傷（燃料の重大な損傷） 

・格納容器機能喪失（放射性物質の大規模な放出） 

を想定し、当該の事態に至る事象進展を整理することによりその要因を

抽出し、事象の進展を防止するために使用できる措置をまとめることに

より得たものである。要因の抽出にあたっては、内的事象ＰＳＡで想定

した起因事象を対象に主要な事象進展を想定し、炉心損傷および格納容

器機能喪失に至る事象進展を分類している。ＡＭ検討報告書およびＡＭ

整備報告書での検討（内的事象ＰＳＡで想定した起因事象および事象進

展の分類）について、添付 5-(6)-2 に示す。これらの抽出された要因に

対し、ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書においてまとめた防護措置

を添付 5-(6)-3 に示す。 

 

(b)-2 「緊急安全対策に係る実施状況報告書」および「平成23年福島第一原

子力発電所事故を踏まえたシビアアクシデントへの対応に関する措

置に係る実施状況報告書」において整備した防護措置 

福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、緊急安全対策に係る実施状況

報告書を平成 23年 4月に経済産業省へ提出（平成 23年 5月補正）して

おり、「平成 23年福島第一原子力発電所事故を踏まえたシビアアクシデ

ントへの対応に関する措置に係る実施状況報告書」（以下「ＳＡ対応措

置報告書」という。）を平成 23年 6月に経済産業省へ提出している。 

 

緊急安全対策に係る実施状況報告書およびＳＡ対応措置報告書におい

て整備した防護措置は、 

・津波により３つの機能（交流電源（以下「ＡＣ電源」という。）を供

給するすべての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する

すべての設備の機能およびＳＦＰを冷却するすべての設備の機能）

を喪失したとしても炉心損傷および使用済燃料の損傷を防止する 
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・万一シビアアクシデントが発生した場合でも迅速に対応するための

措置を講じる 

という観点から得たものである。当該の防護措置は、「４．多重防護の

強化策」にまとめたとおりであり、評価対象時点において整備されてい

る対策は、以下の項目のとおりである。 

 

○緊急安全対策に係る実施状況報告書における防護措置 

・緊急対策①「緊急時の電源確保」 

・緊急対策②「緊急時の最終的な除熱機能の確保」 

・緊急対策③「緊急時のＳＦＰの冷却確保」 

 

○ＳＡ対応措置報告書における防護措置 

・ＳＡ措置①「中央制御室の作業環境の確保」 

・ＳＡ措置②「緊急時における発電所構内通信手段の確保」 

・ＳＡ措置③「高線量対応防護服等の資機材の確保および放射線管 

理のための体制の整備」 

・ＳＡ措置④「水素爆発防止対策」 

・ＳＡ措置⑤「がれき撤去用の重機の配備」 

 

以上の防護措置に係る系統概要を機能別に整理した結果を、添付

5-(6)-4 に示す。また、防護措置の整備状況について、所定の機能を確保

する上で必要となる主要な系統を整理した結果を、添付 5-(6)-5 に示す。

これらの防護措置については、概ね工事計画の対象となっている既存設備

を利用したものであるが、 

・「代替再循環」に係る余熱除去系と格納容器スプレイ系を接続するラ

イン 

・「格納容器内自然対流冷却」に係る格納容器再循環ダクトのダクト開

放機構、原子炉補機冷却水ポンプ入口圧力計 

・「代替補機冷却」に係る空調用冷水系から余熱除去ポンプの原子炉補

機冷却水系を接続するライン 

・「格納容器内注水」に係る消火水系と格納容器スプレイ系を接続する

ライン 

等については、ＡＭ策の整備に伴い、設備改造を行っている。 

これらの防護措置に係る設備については、保安規定で定めた保守管理計

画に基づいて保全を実施している。具体的には、設備に適応した保全プロ

グラムを策定し、これに基づく保全を実施し、設備の健全性の維持、確認

を行っている。さらに、保守管理の有効性評価の結果を踏まえ、必要に応



 

－１０６－ 

じて保全プログラムの見直しを行うなど、保守管理の継続的な改善活動を

展開している。また、必要な資機材については、定期的に不具合の有無を

確認し、数量を確保している。 

以上より、これまでに整備した防護措置は、プラントに深刻な影響を及

ぼす事態に対して網羅的に整備されており、適切な管理の下で運用されて

いるといえる。 

 

（ｃ）事象進展シナリオの分析と防護措置の有効性 

炉心損傷および格納容器機能喪失に至るそれぞれの事象進展について、

イベントツリーを用いてシナリオを分析し、（ｂ）項でまとめた防護措置

の有効性を確認する。 

 

(c)-1 炉心損傷防止 

内的事象ＰＳＡで想定した起因事象は、全部で 12ある。 

炉心損傷防止のための事象進展を評価するにあたり、炉心損傷の要因、

炉心損傷を防止するための緩和機能の相違および１次系の状態等を考

慮すると、事象進展シナリオは大きく 5つのカテゴリに分類することが

できる。 

 

○炉心損傷カテゴリ１（ＬＯＣＡシナリオ） 

本カテゴリには、大破断ＬＯＣＡ、中破断ＬＯＣＡおよび小破断Ｌ

ＯＣＡが分類される。 

いずれの起因事象においても、その発生により１次冷却材が格納容

器内に放出される。よって、当該事象発生時には、 

・事故直後の原子炉への給水による炉心冷却（ＥＣＣＳ注入） 

・再循環による炉心の継続的な除熱（ＥＣＣＳ再循環） 

が必要になる。１次系に発生する破断口の大きさにより、事象進展は

異なる。１次系の圧力が高く推移する場合、ＥＣＣＳ注入およびＥＣ

ＣＳ再循環にあたっては、１次系の冷却・減圧が必要となる。また、

格納容器内の圧力が高くなる場合、格納容器スプレイが必要となる。 

なお、大破断ＬＯＣＡは、１次冷却系主配管の両端破断のように破

断規模が大きく、事象初期に急激な１次系の減圧を生ずるもので、蓄

圧注入系と低圧注入系により炉心冷却が可能となるものである。 

中破断ＬＯＣＡは、大破断ＬＯＣＡと比較して破断口が小さく、低

圧注入の作動には至らない程度の１次系の減圧が比較的緩やかなもの

で、蓄圧注入系と高圧注入系により炉心の冷却が可能となるものであ

る。 
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小破断ＬＯＣＡは、中破断ＬＯＣＡよりもさらに破断口が小さいも

の、あるいは加圧器逃がし弁から１次冷却材が過剰に流出するもので、

高圧注入系で１次冷却材の補てんが可能であるが、破断流のみでは１

次系からのエネルギ放出が小さいので、崩壊熱の除去には２次系から

の冷却が必要となる。 

 

○炉心損傷カテゴリ２（格納容器バイパスシナリオ） 

本カテゴリには、余熱除去系隔離弁ＬＯＣＡおよび蒸気発生器伝熱

管破損が分類される。いずれの起因事象においても、その発生により

格納容器を介さず１次系の放射性物質が大気中に放出される格納容器

バイパスを伴う。よって、当該事象発生時には、 

・隔離弁閉止による１次冷却材の漏えい箇所の隔離（漏えい箇所の

隔離） 

・１次系の冷却・減圧による１次系と２次系の均圧化（漏えいの停

止） 

が必要になる。 

なお、前者は物理的な隔離であるのに対し、後者は漏えいを停止さ

せることによる広義での「漏えい箇所の隔離」と取扱うことができる。 

 

○炉心損傷カテゴリ３（トリップ失敗シナリオ） 

本カテゴリには、ＡＴＷＳ（原子炉トリップ失敗事象）が分類され

る。ＡＴＷＳの発生にあたっては、１次系に負の反応度を投入しつつ、

１次系の圧力が高い状態において除熱を確実に実施していくことにな

る。よって、ＡＴＷＳ発生時には、 

・原子炉トリップによる原子炉の停止（制御棒挿入） 

・１次系の冷却・減圧（２次系による炉心冷却） 

が必要になる。 

 

○炉心損傷カテゴリ４（トランジェントシナリオ） 

本カテゴリには、主給水喪失、２次冷却系の破断、過渡事象および

手動停止が分類される。いずれの起因事象においても、その発生によ

り原子炉を停止し、１次系の圧力が高い状態において崩壊熱除去を確

実に実施していくことになる。よって、当該事象発生時には、 

・１次系の冷却・減圧（２次系による炉心冷却） 

が必要になる。 
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○炉心損傷カテゴリ５（サポート機能喪失シナリオ） 

本カテゴリには、外部電源喪失および補機冷却水の喪失が分類され

る。いずれの起因事象においても、その発生により各種安全機能が喪

失し、事象進展の中で加圧器逃がし弁･安全弁ＬＯＣＡおよび１次冷却

材ポンプ封水ＬＯＣＡを伴う場合がある。よって、当該事象発生時に

は、 

・非常用電源または原子炉補機冷却水（サポート機能の復旧） 

が必要になる。 

また、サポート機能の復旧と並行して、１次系の冷却・減圧による

炉心の継続的な除熱が必要となる。 

 

主に炉心損傷防止の点からアクシデントマネジメント策（以下「ＡＭ

策」という。）として整備した防護措置ならびに緊急安全対策およびシ

ビアアクシデント対応として整備した防護措置を考慮したイベントツ

リーを添付 5-(6)-6 に示す。 

イベントツリーからのシナリオ分析により得られた、起因事象ごとの

防護措置の有効性について、多重防護の観点からの網羅性も含め、以下

にまとめる。 
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(c)-1-1 炉心損傷カテゴリ１（ＬＯＣＡシナリオ）のシナリオ分析 

(c)-1-1(1) 大破断ＬＯＣＡ 

大破断ＬＯＣＡのイベントツリーを添付 5-(6)-6（1/10）に示す。 

大破断ＬＯＣＡに対しては、「蓄圧注入によるほう酸水の給水」（以下

「蓄圧注入」という。）および「低圧注入による原子炉への給水」（以下

「低圧注入」という。）の成功が事故直後の炉心冷却のために必須であ

る。その後の継続的な原子炉への給水と炉心の継続的な除熱に成功する

シナリオを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

（ア）「低圧注入による再循環炉心冷却（以下『低圧再循環』と

いう。）」 
1 

（イ）「高圧注入による原子炉への給水」＋「格納容器スプレイ

による再循環格納容器冷却（以下『格納容器スプレイ再循

環』という。）」＋「代替再循環による炉心冷却（以下『代

替再循環』という。）」 

1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）の 1つのシナリオ

が有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・ＥＣＣＳ再循環の代替として炉心冷却⑤「水源補給による注入継続」

（高圧注入による原子炉への給水）および炉心冷却⑫「代替再循環」 

がある。 

 

(c)-1-1(2) 中破断ＬＯＣＡ 

中破断ＬＯＣＡのイベントツリーを添付 5-(6)-6（2/10）に示す。 

中破断ＬＯＣＡに対しては、「蓄圧注入」の成功が事故直後の炉心冷却

のために必須であるが、大破断ＬＯＣＡに比べて１次系の圧力が高く推

移するため、「高圧注入による原子炉への給水」の成否によって、その

後の冷却手段の組合せが異なる。 

なお、「健全ＳＧによる強制冷却」では、「主蒸気逃がし弁による熱放

出（以下『２次系強制冷却』という。）」による冷却に加えて「タービン

バイパス弁による熱放出（以下『タービンバイパス系の活用』という。）」
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による冷却も可能となる。よって、本手段が関係する後述のシナリオで

は、イベントツリーが分岐するものの最終状態が等しくなるため、冷却

成功のシナリオが２つ生じることになる（以降の各事象における各成功

シナリオにおいても同様）。 

「蓄圧注入」に成功した場合における炉心の継続的な除熱および原子

炉への給水に成功するシナリオを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

【「高圧注入による原子炉への給水」に成功した場合】 

（ア）「高圧注入による再循環炉心冷却（余熱除去ポンプによる

ブースティングが必要。以下『高圧再循環』という。）」＋

「格納容器スプレイ再循環」 

1 

（イ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「低圧再循環」 2 

（ウ）「高圧再循環」＋「代替格納容器冷却」 1 

（エ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「格納容器スプレイ再循環」

＋「代替再循環」 
2 

【「高圧注入による原子炉への給水」に失敗した場合】 

（オ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「低圧注入」＋「低圧再循

環」 
2 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）～（オ）の 7つの

シナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・ＥＣＣＳ注入の代替として炉心冷却②「２次系強制冷却による低圧

注入」（２次系強制冷却）および炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」 

・ＥＣＣＳ再循環の代替として炉心冷却③「２次系強制冷却による低

圧再循環」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」および炉心冷却⑫「代替再循環」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却④「２次系強制冷却による

サンプ水冷却」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス
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系の活用」、炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷却」および炉心冷却⑬

「格納容器内自然対流冷却」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑪「タービンバイパス

系の活用」 

がある。 

 

(c)-1-1(3) 小破断ＬＯＣＡ 

小破断ＬＯＣＡのイベントツリーを添付 5-(6)-6（3/10）に示す。 

小破断ＬＯＣＡに対しては、「原子炉停止」に失敗すると、ＡＴＷＳシ

ナリオに移行する。「原子炉停止」に成功した場合は、中破断ＬＯＣＡ

に比べてもさらに１次系圧力が高く推移するため、「１次系の冷却・減

圧」（「補助給水による蒸気発生器への給水（以下『補助給水による冷却』

という。）」と「２次系強制冷却」）および「高圧注入による原子炉への

給水」の成否が重要となり、その後の冷却手段の組合せが異なることに

なる。継続的な原子炉への給水と炉心の継続的な除熱に成功するシナリ

オを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

【「１次系の冷却・減圧」および「高圧注入による原子炉への給水」に成功

した場合】 

（ア）「高圧再循環」＋「格納容器スプレイ再循環」 1 

（イ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「低圧再循環」 2 

（ウ）「高圧再循環」＋「代替格納容器冷却」 1 

（エ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「格納容器スプレイ再循環」

＋「代替再循環」 
2 

【「１次系の冷却・減圧」のみ成功した場合】 

（オ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「蓄圧注入」＋「低圧注入」

＋「低圧再循環」 
2 

【「高圧注入による原子炉への給水」のみ成功した場合】 

（カ）「『高圧注入による原子炉への給水』＋『加圧器逃がし弁

による熱放出』（以下『フィードアンドブリード』という。）」

＋「高圧再循環」＋「格納容器スプレイ再循環」 

1 

（キ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格

納容器冷却」 
1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 
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・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）～（キ）の 9つの

シナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・ＥＣＣＳ注入の代替として炉心冷却②「２次系強制冷却による低圧

注入」（２次系強制冷却）および炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」 

・ＥＣＣＳ再循環の代替として炉心冷却③「２次系強制冷却による低

圧再循環」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」および炉心冷却⑫「代替再循環」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却④「２次系強制冷却による

サンプ水冷却」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス

系の活用」、炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷却」および炉心冷却⑬

「格納容器内自然対流冷却」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑪「タービンバイパス

系の活用」および炉心冷却⑩「フィードアンドブリード」 

がある。 
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(c)-1-2 炉心損傷カテゴリ２（格納容器バイパスシナリオ）のシナリオ分析 

(c)-1-2(1) 余熱除去系隔離弁ＬＯＣＡ 

余熱除去系隔離弁ＬＯＣＡのイベントツリーを添付 5-(6)-6（4/10）

に示す。 

余熱除去系隔離弁ＬＯＣＡに対しては、「原子炉停止」、「蓄圧注入」お

よび「高圧注入による原子炉への給水」の成功が事故直後の炉心冷却の

ために必須であるが、事故原因を鑑みると、「隔離弁閉止」と１次系の

冷却・減圧の成否が重要となり、その後の冷却手段の組合せが異なるこ

とになる。 

なお、「１次系の減圧」では、「加圧器逃がし弁による１次系の減圧」

に加えて「加圧器補助スプレイによる１次系の減圧」による減圧も可能

となる。よって、これらの手段が関係する後述のシナリオでは、冷却成

功のシナリオが 2つずつ生じることとなる（以降の各事象における各成

功シナリオにおいても同様）。「原子炉停止」、「蓄圧注入」およびに「高

圧注入による原子炉への給水」に成功した場合の成功シナリオを以下に

示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

【「隔離弁閉止」に成功した場合】 

（ア）「補助給水による冷却」 1 

（イ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容

器スプレイ再循環」 
1 

（ウ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格

納容器冷却」 
1 

【「隔離弁閉止」に失敗した場合】 

（エ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「１次系の減圧」＋「高圧

注入停止」＋「充てん系による原子炉への給水」＋「余熱

除去系による冷却」 

4 

（オ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「１次系の減圧」＋「高圧

注入停止」＋「充てん系による原子炉への給水」＋「フィ

ードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容器スプ

レイ再循環」 

4 

（カ）「健全ＳＧによる強制冷却」＋「１次系の減圧」＋「高圧

注入停止」＋「充てん系による原子炉への給水」＋「フィ

ードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格納容器

冷却」 

4 
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注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「隔離弁閉止」に失敗した場合は、「１次系注水・減圧」または「クー

ルダウン＆リサーキュレーション」のシナリオとなる。 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」または「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）～（カ）の 14の

シナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・漏えい箇所の隔離の代替として炉心冷却⑦「１次系注水・減圧」お

よび炉心冷却⑮「クールダウン＆リサーキュレーション」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑩「フィードアンドブ

リード」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷却」

および炉心冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

がある。 

 

(c)-1-2(2) 蒸気発生器伝熱管破損 

蒸気発生器伝熱管破損のイベントツリーを添付 5-(6)-6（5/10）に示

す。 

蒸気発生器伝熱管破損に対しては、「原子炉停止」に失敗するとＡＴＷ

Ｓシナリオに移行する。「原子炉停止」に成功した場合、その後の冷却

に成功するシナリオとしては、破損側ＳＧの主蒸気逃がし弁の再閉止等

の「２次系の開放」の有無によって冷却手段の組合せが異なることにな

る。 

冷却に成功するシナリオは、「２次系の開放」が回避できる場合は、

「(c)-1-2(1) 余熱除去系隔離弁ＬＯＣＡ」の「隔離弁閉止」に成功し

た場合、「２次系の開放」が回避できない場合は「(c)-1-2(1) 余熱除去

系隔離弁ＬＯＣＡ」の「隔離弁閉止」に失敗した場合と同じである。 
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(c)-1-3 炉心損傷カテゴリ３（トリップ失敗シナリオ）のシナリオ分析 

(c)-1-3(1) ＡＴＷＳ 

ＡＴＷＳのイベントツリーを添付 5-(6)-6（6/10）に示す。 

ＡＴＷＳに対しては、ＡＭ策を考慮しない場合は、炉心の出力フィー

ドバックとＳＧへの給水能力がバランスした状態に近づくと考えられ

るが、安全に炉心を冷却するにはＡＭ策を考慮する必要がある。 

なお、事象発生時の出力レベルによって、未臨界確保および冷却手段

の組合せが異なることになる。未臨界確保および冷却に成功するシナリ

オを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

【「原子炉出力レベル」が高い場合】 

（ア）「タービントリップ」＋「補助給水による冷却」または「主

給水による蒸気発生器への給水（以下『主給水による冷却』

という。）」＋「手動トリップ」 

2 

（イ）「タービントリップ」＋「補助給水による冷却」または「主

給水による冷却」＋「緊急ほう酸注入系によるほう酸の添

加（以下『緊急ほう酸注入』という。）」 

2 

【「原子炉出力レベル」が低い場合】 

（ウ）「タービントリップ」＋「補助給水による冷却」または「主

給水による冷却」＋「手動トリップ」 
2 

（エ）「タービントリップ」＋「補助給水による冷却」または「主

給水による冷却」＋「緊急ほう酸注入」 
2 

（オ）「タービントリップ」＋「手動トリップ」または「緊急ほ

う酸注入」＋「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」

＋「格納容器スプレイ再循環」 

2 

（カ）「タービントリップ」＋「手動トリップ」または「緊急ほ

う酸注入」＋「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」

＋「代替格納容器冷却」 

2 

【「原子炉出力レベル」が低く、「タービントリップ」に失敗した場合】 

（キ）「手動トリップ」 1 

（ク）「緊急ほう酸注入」 1 

注） ・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 
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以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（ア）～（ク）の 14の

シナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、原子炉の停止機能に係るＡＭ策として整備し

た手段としては、 

・制御棒挿入の代替として炉停止①「手動原子炉トリップ」（手動トリ

ップ）および炉停止②「緊急ほう酸注入」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉停止③「緊急２次系冷却」（補

助給水による冷却）および炉停止④「緊急２次系冷却の多様化」（主

給水による冷却） 

がある。 

また、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手段としては、 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑩「フィードアンドブ

リード」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷 

却」および炉心冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

がある。 
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(c)-1-4 炉心損傷カテゴリ４（トランジェントシナリオ）のシナリオ分析 

(c)-1-4(1) 主給水喪失 

主給水喪失のイベントツリーを添付 5-(6)-6（7/10）に示す。 

主給水喪失に対しては、「原子炉停止」に失敗するとＡＴＷＳシナリオ

に移行する。「原子炉停止」に成功した場合、その後の冷却に成功する

シナリオを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

（ア）「補助給水による冷却」 1 

（イ）「主給水による冷却」 1 

（ウ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容

器スプレイ再循環」 
1 

（エ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格

納容器冷却」 
1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）～（エ）の 3つの

シナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑧「代替給水」（主給水

による冷却）および炉心冷却⑩「フィードアンドブリード」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷却」

および炉心冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

がある。 

 

(c)-1-4(2) ２次冷却系の破断 

２次冷却系の破断のイベントツリーを添付 5-(6)-6（8/10）に示す。 

２次冷却系の破断に対しては、「原子炉停止」に失敗するとＡＴＷＳシ

ナリオに移行する。「原子炉停止」に成功した場合、その後の冷却に成

功するシナリオを以下に示す。 
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成功シナリオ シナリオ数 

（ア）「主蒸気隔離」＋「補助給水による冷却」 1 

（イ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容

器スプレイ再循環」 
1 

（ウ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格

納容器冷却」 
1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）および（ウ）の 2

つのシナリオが有効となった。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑩「フィードアンドブ

リード」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷 

却」および炉心冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

がある。 

 

(c)-1-4(3) 過渡事象 

過渡事象のイベントツリーを添付 5-(6)-6（7/10）に示す。 

過渡事象については、(c)-1-4(1)に示す主給水喪失の進展と同様であ

り、対応する防護措置も同じである。 

 

(c)-1-4(4) 手動停止 

手動停止のイベントツリーを添付 5-(6)-6（7/10）に示す。 

手動停止については、(c)-1-4(1)に示す主給水喪失の原子炉停止後の

進展と同様であり、対応する防護措置も同じである。 
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(c)-1-5 炉心損傷カテゴリ５（サポート機能喪失シナリオ）のシナリオ分析 

(c)-1-5(1) 外部電源喪失 

外部電源喪失のイベントツリーを添付 5-(6)-6（9/10）に示す。 

外部電源喪失に対しては、「非常用所内電源からの給電」が重要となる。

冷却に成功するシナリオを以下に示す。 

 

成功シナリオ シナリオ数 

【「非常用所内電源からの給電」成功の場合】 

（ア）「補助給水による冷却」 1 

（イ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容

器スプレイ再循環」 
1 

（ウ）「フィードアンドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格

納容器冷却」 
1 

【「非常用所内電源からの給電」失敗の場合】 

（エ）「補助給水による冷却（タービン動補助給水ポンプを用い

た２次系による除熱（仮設ポンプ等による補助給水タンク

への給水を含む））」＋「蓄圧注入」＋「移動発電機車によ

る給電」 

1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線（実線）は、ＡＭ策整備による手段 

・下線（二重線）は、緊急安全対策に係る整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、「非常用所内電源からの

給電」成功の場合において（イ）および（ウ）の 2つのシナリオが有効

となった。また、「非常用所内電源からの給電」失敗の場合においても、

緊急安全対策に係る整備により、（エ）のシナリオが有効となり、「ＡＣ

電源の回復（回復または電源融通）」が成功した場合には（ア）～（ウ）

と同様のシナリオにより炉心損傷の防止を図ることとなる。 

なお、「１次冷却材ポンプ封水ＬＯＣＡ」が重畳した場合または「加圧

器逃がし弁・安全弁ＬＯＣＡ」により漏えいが継続する場合は、小破断

ＬＯＣＡと同様の事象進展となるため、「ＡＣ電源の回復」により、Ｅ

ＣＣＳや格納容器スプレイ系を使用可能とする。これにより「高圧再循

環」等の手段を用いたシナリオが有効となる。 
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上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・ＥＣＣＳ注入の代替として炉心冷却②「２次系強制冷却による低圧

注入」（２次系強制冷却） 

・ＥＣＣＳ再循環の代替として炉心冷却③「２次系強制冷却による低

圧再循環」（２次系強制冷却）および炉心冷却⑫「代替再循環」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑩「フィードアンドブ

リード」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却④「２次系強制冷却による

サンプ水冷却」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑥「代替格納容器気相

冷却」および炉心冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

がある。 

また、安全機能のサポート機能に係るＡＭ策として整備した手段とし

ては、 

・非常用電源の代替としてサポート①「電源復旧」またはサポート⑥

「号機間電源融通」（ＡＣ電源の回復） 

がある。 

なお、福島第一原子力発電所事故を踏まえ、炉心冷却機能に係る防護

措置として緊急安全対策に係る実施状況報告書において新たに整備し

た手段としては、 

・２次系による炉心冷却の代替として緊急対策②「緊急時の最終的な

除熱機能の確保」（タービン動補助給水ポンプを用いた２次系による

除熱（仮設ポンプ等による補助給水タンクへの給水を含む）） 

がある。 

さらに、安全機能のサポート機能に係る防護措置として新たに整備し

た手段としては、 

・非常用電源の代替として緊急対策①「緊急時の電源確保」（移動発電

機車による給電） 

がある。 

 

(c)-1-5(2) 補機冷却水の喪失 

補機冷却水の喪失のイベントツリーを添付 5-(6)-6（10/10）に示す。 

補機冷却水の喪失に対し、炉心の冷却に成功するシナリオを以下に示

す。 
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成功シナリオ シナリオ数 

（ア）「補助給水による冷却」＋「蓄圧注入」 1 

（イ）「原子炉補機冷却水系の短時間の回復」＋「フィードアン

ドブリード」＋「高圧再循環」＋「格納容器スプレイ再循

環」 

1 

（ウ）「原子炉補機冷却水系の短時間の回復」＋「フィードアン

ドブリード」＋「高圧再循環」＋「代替格納容器冷却」 
1 

注） ・（ア）はＡＭ策を考慮しない場合の成功シナリオを示している。 

・下線は、ＡＭ策整備による手段 

・「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」および「格

納容器内自然対流冷却」の手段が可能 

 

以上のとおり、ＡＭ策を整備することにより、（イ）および（ウ）の 2

つのシナリオが有効となった。 

なお、加圧器逃がし弁・安全弁ＬＯＣＡまたは１次冷却材封水ＬＯＣ

Ａの重畳の有無も事象進展に影響を及ぼす。これらが発生した場合には、

小破断ＬＯＣＡと同様の事象進展となるため、原子炉補機冷却水系の回

復により、ＥＣＣＳや格納容器スプレイ系を使用可能とする。これによ

り「高圧再循環」等の手段を用いたシナリオが有効となる。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段としては、 

・ＥＣＣＳ注入の代替として炉心冷却②「２次系強制冷却による低圧

注入」（２次系強制冷却）および炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」 

・ＥＣＣＳ再循環の代替として炉心冷却③「２次系強制冷却による低

圧再循環」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス系の

活用」、炉心冷却⑭「代替補機冷却」および炉心冷却⑫「代替再循環」 

・格納容器スプレイの代替として炉心冷却④「２次系強制冷却による

サンプ水冷却」（２次系強制冷却）、炉心冷却⑪「タービンバイパス

系の活用」および炉心冷却⑥「代替格納容器気相冷却」および炉心

冷却⑬「格納容器内自然対流冷却」 

・２次系による炉心冷却の代替として炉心冷却⑪「タービンバイパス

系の活用」および炉心冷却⑩「フィードアンドブリード」 

がある。 

また、安全機能のサポート機能に係るＡＭ策として整備された手段と
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しては、 

・原子炉補機冷却水の代替としてサポート③「補機冷却水系回復」お

よびサポート⑤「代替補機冷却」 

がある。 

 

以上のシナリオ分析の結果から、起因事象ごとに有効な防護措置を整

理したものを添付 5-(6)-7 に示す。 
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(c)-2 格納容器機能喪失防止 

格納容器機能喪失防止のための事象進展を評価するにあたり、炉心損

傷に至った起因事象、格納容器機能喪失等を防止するための緩和機能の

相違、１次系の状態や格納容器内での事象進展（添付 5-(6)-8 参照）の

組合せ等を考慮すると、事象進展シナリオは 5つのカテゴリに分類する

ことができる。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ１（大破断ＬＯＣＡ等） 

本カテゴリには、大破断ＬＯＣＡ発生の場合およびＡＴＷＳ発生時

に１次系の減圧に失敗して原子炉容器が破損した場合が分類される。

いずれの事象においても、１次系に大きな破断口や開口部が発生して

格納容器内に１次冷却材が放出され、１次系の圧力は低く推移する。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ２（中破断ＬＯＣＡ） 

本カテゴリには、中破断ＬＯＣＡ発生の場合が分類される。中破断

ＬＯＣＡでは、１次系に比較的大きな破断口が発生して格納容器内に

１次冷却材が放出され、１次系の圧力は余熱除去ポンプの吐出圧より

高めで推移する。本カテゴリにおいては、格納容器からの除熱の失敗

により格納容器の機能喪失に至り、その結果炉心の冷却水が失われて

炉心損傷が発生するシナリオ（以下「格納容器先行破損シナリオ」と

いう。）を考慮する｡ 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ３（小破断ＬＯＣＡ等） 

本カテゴリには、小破断ＬＯＣＡ発生の場合およびＬＯＣＡ以外の

起因事象発生時にフィードアンドブリードに成功する場合が分類され

る。いずれの事象においても、１次系に比較的小さな破断口や開口部

が発生して格納容器内に１次冷却材が放出され、１次系を減圧できな

かった場合、原子炉容器破損に至るまではその圧力が比較的高く推移

する。本カテゴリにおいては、格納容器機能喪失カテゴリ２と同様に

格納容器先行破損シナリオを考慮する。また、１次系の圧力が高いま

ま推移した場合は、原子炉容器破損時に溶融した炉心が格納容器内に

分散放出するシナリオも考慮する。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ４（主給水喪失等） 

本カテゴリには、ＬＯＣＡ以外の起因事象発生時にフィードアンド

ブリードに失敗する場合が分類される。いずれの事象においても、１

次系には開口部が発生せず、１次系の圧力が減圧できなかった場合、
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原子炉容器破損に至るまではその圧力が高く推移する。特に、１次系

の圧力が高いまま推移した場合は、１次系配管のクリープ破損等が発

生するシナリオおよび原子炉容器破損時に溶融した炉心が格納容器内

に分散放出するシナリオも考慮する。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ５（蒸気発生器伝熱管破損等） 

本カテゴリは、蒸気発生器伝熱管破損の場合および余熱除去系隔離

弁ＬＯＣＡ発生時に隔離弁閉止に失敗し、かつ、フィードアンドブリ

ードに失敗する場合が分類される。いずれの事象においても、格納容

器を介さず１次系の放射性物質が大気中に放出される格納容器バイパ

スが発生する。 

 

これらの分類のもと、格納容器機能喪失防止の点からＡＭ策として整

備した防護措置ならびに緊急安全対策およびシビアアクシデント対応

として整備した防護措置を考慮したイベントツリーを添付 5-(6)-9 に示

す。 

なお、格納容器機能喪失防止の点で、炉心冷却以外の手段に期待でき

ない格納容器機能喪失カテゴリ５（蒸気発生器伝熱管破損等）について

はイベントツリーを作成していない。 

イベントツリーからのシナリオ分析により得られた、カテゴリごとの

防護措置の有効性について、多重防護の観点からの網羅性も含め、以下

にまとめる。最初に各イベントツリーでの共通シナリオおよび当該のシ

ナリオにおける防護措置の有効性について整理し、次にカテゴリごとの

イベントツリーにおけるシナリオの概要および防護措置の有効性につ

いて整理する。 

 

(c)-2-1 各イベントツリーでの共通シナリオおよび防護措置の有効性 

(c)-2-1(1) 炉心冷却に失敗した場合 

格納容器機能喪失カテゴリ１～４に分類されるシナリオにおいては、

炉心損傷発生後の「格納容器隔離」（格納容器手動隔離）の失敗、原子

炉容器破損前の可燃性ガスの高濃度での燃焼や原子炉容器内水蒸気爆

発（以下「炉内水蒸気爆発」という。）の発生により格納容器の機能喪

失に至る場合もある。それらにより格納容器機能喪失に至らない場合は、

最終的には原子炉容器内または格納容器内に給水を行い、「格納容器ス

プレイ再循環」、「代替格納容器冷却」等の手段を用いて、格納容器健全

性の維持を図る。これらの手段により格納容器健全性維持に至るまでの

シナリオとしては、プラント状態の相違等によって事象進展に若干の違
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いはあるが、大きく以下の 3つのシナリオ i) ～iii) に分類することが

できる。 

なお、これ以降、各シナリオの説明において、「格納容器隔離」の失敗、

可燃性ガスの高濃度での燃焼または炉内水蒸気爆発による格納容器の

機能喪失に関しては、それらの回避が各シナリオの成立に係る共通の前

提であることから、その旨は特に記載しない。 

 

○シナリオ i) 

シナリオ i) は、炉心の冷却に失敗した場合に、「原子炉への給水回

復」に成功するなどして、損傷した炉心からの崩壊熱が水蒸気などを

介して格納容器内に放出され、準静的に格納容器内圧力・温度が上昇

するシナリオである。このシナリオでは、格納容器内からの除熱が必

要であり、除熱に失敗した場合は格納容器の機能喪失に至る。 

シナリオ i) において、格納容器健全性維持に成功するシナリオと

しては、ＡＭ策を考慮しない場合、 

（ア）「格納容器スプレイ再循環」 

（イ）「格納容器スプレイの回復」 

の 2つがある。ＡＭ策を考慮した場合には、 

（ウ）「代替格納容器冷却」 

（エ）「格納容器内液相部への蓄熱」＋「格納容器スプレイの遅い 

回復」 

の 2つのシナリオが加わり、合計 4つになる。 

ここで、「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」お

よび「格納容器内自然対流冷却」の手段が可能である。 

上述の各種手段のうち、放射性物質の閉じ込め機能に係るＡＭ策と

して整備した手段は、 

・格納容器スプレイの代替として閉じ込め①「代替格納容器気相冷却」、

閉じ込め③「格納容器内自然対流冷却」および閉じ込め④「格納容

器内注水」（格納容器内液相部への蓄熱） 

がある。 

 

○シナリオ ii) 

シナリオ ii) は、１次系の圧力が低い状態で、「原子炉への給水回

復」に失敗し、原子炉容器が破損するシナリオである。このシナリオ

では、「高圧注入／低圧注入／格納容器スプレイによる燃料取替用水タ

ンク水の持ち込み」（以下「ＲＷＳＴ水の持ち込み」という。）または

「消火水スプレイによる格納容器内注水」（以下「格納容器内注水」と
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いう。）により、原子炉容器破損時に落下した溶融炉心の崩壊熱を除去

する。 

なお、「ＲＷＳＴ水の持ち込み」または「格納容器内注水」に成功し

た場合においても、原子炉容器破損時に溶融炉心と水との相互作用に

よる原子炉容器外水蒸気爆発（以下「炉外水蒸気爆発」という。）が発

生するシナリオ、および「格納容器内注水」に失敗してベースマット

の溶融貫通が発生するシナリオでは、格納容器機能喪失に至る。これ

らが回避できた場合は、最終的にシナリオ i) に移行する。 

シナリオ ii) において、格納容器の健全性維持に成功するシナリオ

としては、ＡＭ策を考慮しない場合、 

・「ＲＷＳＴ水の持ち込み」に成功、およびベースマット溶融貫通・

炉外水蒸気爆発による格納容器機能喪失の回避 

があり、これによりシナリオ i) に移行できる。ＡＭ策を考慮した場

合には、 

・「格納容器内注水」に成功、およびベースマット溶融貫通・炉外水

蒸気爆発による格納容器機能喪失の回避 

のシナリオが加わり、これによりシナリオ i) に移行できる。 

上述の各種手段のうち、放射性物質の閉じ込め機能に係るＡＭ策と

して整備した手段は、 

・格納容器スプレイの代替として閉じ込め④「格納容器内注水」 

がある。 

 

○シナリオ iii) 

シナリオ iii) は、「１次系強制減圧」に失敗し、１次系の圧力が高

い状態で原子炉容器の破損に至るシナリオである。このシナリオでは、

１次系の圧力が高いため、原子炉容器破損時に格納容器雰囲気直接加

熱または格納容器への直接接触による格納容器機能喪失が発生するシ

ナリオも考慮するが、それらを回避できた場合は、シナリオ ii) に移

行する。 

なお、ＰＷＲの大型ドライ型格納容器では、これらの事象により格

納容器機能喪失に至る可能性は低いとされている。また、このシナリ

オ iii) は、１次系の破断口の有無により、さらに 2つに分類できる。 

シナリオ iii)-1 は、カテゴリ３を対象としたシナリオであり、上述

のとおり格納容器雰囲気直接加熱等の事象を考慮したシナリオである。

一方、シナリオ iii)-2 は、カテゴリ４を対象としたシナリオである。

１次系にＬＯＣＡ等による破断口が存在しないため、シナリオ iii)-1

に比べて１次系の圧力が高く推移する。よって、誘因蒸気発生器伝熱
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管破損およびホットレグ（１次冷却材主配管（高温側））クリープ破損

といった１次系の破損や、誘因蒸気発生器伝熱管破損による格納容器

機能喪失という事象を考慮している｡ 

なお、シナリオ iii) に至る以前のプロセスにおいて、原子炉容器

破損前に「１次系強制減圧」に成功した場合は、その後の「原子炉へ

の給水回復」の成否によって、それぞれシナリオ i) またはシナリオ

ii) に移行する。 

シナリオ iii) において、格納容器健全性の維持を成功させるため

のシナリオとしては、ＡＭ策考慮の有無に関わらず、 

・格納容器雰囲気直接加熱および格納容器への直接接触の回避 

があり、これによりシナリオ ii) に移行できる。 

なお、シナリオ冒頭で「１次系強制減圧」に成功すれば、シナリオ

i) またはシナリオ ii) に移行することになる。ここで、閉じ込め⑤

「１次系強制減圧」は放射性物質の閉じ込め機能に係るＡＭ策として

整備した手段である。 

 

(c)-2-1(2) 炉心冷却に成功した場合 

格納容器機能喪失カテゴリ２および３に分類されるシナリオにおいて

は、炉心の崩壊熱は格納容器内に放出され、水蒸気などを介して準静的

に格納容器内圧力が上昇する。よって、何らかの手段による格納容器内

からの除熱が必要となる。この格納容器機能喪失カテゴリで考慮してい

る格納容器先行破損シナリオでは、除熱に失敗した場合は格納容器の機

能喪失に至り、その結果炉心の冷却水が失われ、炉心損傷が発生するこ

ととなる。 

このシナリオにおいて、格納容器健全性維持を成功させるためのシナ

リオとしては、ＡＭ策を考慮しない場合、 

（オ)「格納容器スプレイ再循環」：格納容器機能喪失カテゴリ２、３ 

がある。 

ＡＭ策を考慮した場合には、 

（カ)「代替格納容器冷却」：格納容器機能喪失カテゴリ２、３ 

（キ）「２次系強制冷却によるサンプ水の冷却」（「タービンバイパス系

の活用」も含む）：格納容器機能喪失カテゴリ２、３ 

の 2つのシナリオが加わり、合計 3つになる。 

ここで、「代替格納容器冷却」としては「代替格納容器気相冷却」およ

び「格納容器内自然対流冷却」の手段が可能である。 

上述の各種手段のうち、炉心冷却機能に係るＡＭ策として整備した手

段は、 
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・格納容器スプレイの代替として炉心冷却④「２次系強制冷却による

サンプ水冷却」、炉心冷却⑪「タービンバイパス系の活用」、炉心冷

却⑥「代替格納容器気相冷却」および炉心冷却⑬「格納容器内自然

対流冷却」 

がある。 

 

なお、格納容器機能喪失カテゴリ１および４に分類されるイベントツ

リーにおいて、格納容器先行破損シナリオが存在しないのは、これらの

起因事象およびその後の事象進展の組合せでは、炉心冷却に成功してい

れば、炉心損傷はもとより格納容器機能喪失に至らないため、本評価の

対象外となるためである。 

 

(c)-2-2 格納容器機能喪失カテゴリごとのシナリオの概要および防護措置の有

効性 

(c)-2-1 の分析結果から、カテゴリごとに各事象段階での防護措置の

有効性等についてまとめる。各カテゴリにおける格納容器健全性維持の

ためのシナリオの概要および防護措置の有効性は以下のとおりである。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ１（大破断ＬＯＣＡ等） 

【炉心冷却に失敗した場合】 

このシナリオでは、「原子炉への給水回復」に成功した場合は、シナ

リオ i) に移行し、「原子炉への給水回復」に失敗した場合は、シナリ

オ ii) を経てシナリオ i) に移行するというものである。したがって、

本グループに関するＡＭ策の有効性は、シナリオ i) 、ii) のＡＭ策

の有効性と同様である。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ２（中破断ＬＯＣＡ） 

【炉心冷却に失敗した場合】 

格納容器機能喪失カテゴリ 1と同様である。 

【炉心冷却に成功した場合】 

格納容器先行破損回避のために有効なＡＭ策は、既述のとおり「代

替格納容器冷却」と「２次系強制冷却によるサンプ水冷却」である。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ３（小破断ＬＯＣＡ等） 

【炉心冷却に失敗した場合】 

このシナリオでは、「１次系強制減圧」に成功した場合、シナリオ

iii) での格納容器機能喪失は回避し、シナリオ i) またはシナリオ
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ii) に移行する。したがって、本カテゴリに関するＡＭ策の有効性は、

シナリオ i)、ii) および iii) のＡＭ策の有効性と同様である。 

【炉心冷却に成功した場合】 

格納容器機能喪失カテゴリ２と同様である。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ４（主給水喪失等） 

【炉心冷却に失敗した場合】 

格納容器機能喪失カテゴリ３と同様である。 

 

○格納容器機能喪失カテゴリ５（蒸気発生器伝熱管破損等） 

蒸気発生器伝熱管破損等のいわゆる格納容器バイパス事象では、格

納容器の機能によらず放射性物質が直接外部に漏えいすることから、

炉心損傷を防止することが放射性物質の大規模な放出防止に必要であ

る。 

 

以上のシナリオ分析の結果から、カテゴリごとに有効な防護措置を整

理したものを添付 5-(6)-10 に示す。 

 

以上のように、これまでに整備した防護措置は、それぞれの事象進展

シナリオに対して網羅的に整備されており、プラントに深刻な影響を及

ぼす事態に対し、プラントの安全性向上が図られている。 
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（ｄ）組織体制および手順書の整備、教育および訓練の状況 

(d)-1 組織体制の整備 

(d)-1-1 シビアアクシデント・マネジメント実施組織 

シビアアクシデント・マネジメントの実施組織は、事象の推移にした

がって適切な組織体制をとるという観点、既存の組織を有効活用する観

点および発電所の総力を挙げてシビアアクシデント・マネジメントに取

り組む観点から、発電所長を本部長とする発電所の原子力災害対策本部

のうち、事務局、運転班、技術班、放管班、電気工作班、機械工作班お

よび土木建築工作班を支援組織とし、これに中央制御室の運転員を加え

たシビアアクシデント・マネジメント実施組織を構成する。実施組織の

概要を、添付 5-(6)-11 に示す。 

この実施組織において、シビアアクシデント・マネジメントに係る対

応操作は、異常兆候発生当初からの継続性を考慮して中央制御室の運

転員が行い、支援組織が、中央制御室の運転員を支援することとして

いる。 

 

①対応操作を行う組織 

発電課長（当直）以下の運転員は、中央制御室に 24時間の当直体

制で常にプラントの監視、運転操作等を行っており、異常兆候が発

生した場合に事態収束のための対応操作を行う。 

よって、シビアアクシデント・マネジメントに係る対応操作につ

いても、引き続き中央制御室の運転員が行う。 

②支援組織 

シビアアクシデント・マネジメントを実施する組織は、異常事態

の深刻さに応じて連続的に対応できることが必要であり、また、既

存の組織との重複等の組織上の混乱をもたらす要因を排除する観点

から、支援組織が通信連絡、技術評価、放射線測定等を実施するこ

とによって中央制御室の運転員を支援する。この支援組織の各班は、

通信連絡、技術評価、放射線測定等の機能を既に有していることか

ら、シビアアクシデント・マネジメントにおいても十分に中央制御

室の運転員を支援することが可能である。また、原子力災害対策本

部は、異常兆候発生時に設置される対応組織を拡張する形で要員の

召集が行われるため、事象の初期段階から連続的に対応することが

可能である。 

 

異常兆候が発生し、初期の炉心損傷を防止する段階においてのＡＭ策

（以下「フェーズⅠＡＭ」という。）は、中央制御室の運転員が主体と
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なって実施する。通常より運転員は、「泊発電所運転要領」等にしたが

って発電課長（当直）の指揮命令の下、対応操作を実施しており、ＡＭ

策を実施するような状況においても同じ体制の下で引き続き対応操作

を行う。ただし、支援組織が既に発足している場合には、支援組織との

連絡を密にし、本部長から出される指示、指導、助言を受けつつ、発電

課長（当直）の指揮命令の下に対応操作を実施する。 

一方、さらに事象が進展して炉心損傷が発生し、その影響を緩和する

ためのＡＭ策（以下「フェーズⅡＡＭ」という。）の実施においては、

事象がさらに複雑となり、また、総合的な判断が必要となる。このため、

この段階では、既に設置されていると考えられる支援組織において、具

体的には、運転班が主体となってプラントパラメータ等の事象監視を行

うとともに、事務局や放管班等の他の班からの発電所外部の状況や放射

線量の測定結果等のさまざまな情報も考慮しつつ、技術班が主体となっ

て、その時点でのプラント状況における適切なＡＭ策を総合判断に基づ

き選定し、本部長に意見具申する。本部長はこの意見具申、さらに必要

に応じて外部からの助言等に基づき適切なＡＭ策の実施を決定し、中央

制御室の運転員に対して指示を行い、中央制御室の運転員が対応操作を

実施することとしている。 

なお、事象の進展が急速な場合等には支援組織の発足が間に合わない

ために中央制御室の運転員への支援が期待できない可能性があるため、

「泊発電所運転要領 緊急処置編（設計基準を超える事象（炉心損傷

後））」に基づいて、運転員が発電課長（当直）の指揮命令の下に対応操

作を実施することができるようにしている。 

異常兆候が発生したことを中央制御室の発電課長（当直）が確認した

場合には、必要な措置を講ずるとともに、平日、夜間、休日を問わず、

あらかじめ定める連絡体制に基づき、必要な要員が召集され、中央制御

室とは別に、技術支援等を行う体制を確立することとしている。 

さらに、この異常兆候が拡大し原子力災害が発生するおそれがある場

合あるいは発生した場合には、発電所長は泊発電所原子力事業者防災業

務計画に基づき、要員を召集し、原子力災害対策本部を設置する。原子

力災害対策本部が設置された場合、原子力災害対策本部の一部の要員が

支援組織として機能することとなり、シビアアクシデント・マネジメン

トのための体制が確立される。 

 

(d)-1-2 緊急安全対策において新たに整備した組織 

津波によってＡＣ電源を供給するすべての設備の機能、海水を使用し

て原子炉施設を冷却するすべての設備の機能およびＳＦＰを冷却する
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すべての設備の機能が喪失した場合における原子炉施設の保全のため

の活動を行うための組織については、「泊発電所津波による電源機能等

喪失時対応要領」に定めている。 

 

(d)-2 手順書の整備 

シビアアクシデント・マネジメントが必要な状況では、中央制御室の

運転員が対応操作を行い、支援組織がさまざまな形で運転員を支援する

活動を行う。このため、シビアアクシデント発生時に使用する手順書と

しては、役割分担および事象の進展状況に対応したものが必要となる。 

手順書には、過去ＡＭ策として整備したものに加え、今回の福島第一

原子力発電所事故を踏まえて新たに整備したものがある。シビアアクシ

デント・マネジメント関連手順書類の構成概要を添付5-(6)-12に示す。

手順書の概要はそれぞれ以下のとおりである。 

 

(d)-2-1 フェーズⅠＡＭ用手順書 

中央制御室の運転員が主体となってＡＭ策の対応操作を実施する手順

について、「泊発電所運転要領 緊急処置編（設計基準を超える事象）」

に記載している。本手順書は、主に多重故障等の設計基準事象を超える

事故・故障に対応するための要領として整備されており、事故の起因事

象やそこに至る事象の経過にかかわらず、プラントの安全上重要な安全

機能を確保するための対応手順（安全機能ベース）および設計基準事象

を超える多重故障においてあらかじめ想定される事象への対応手順（事

象ベース）を定めている。 

 

(d)-2-2 フェーズⅡＡＭ用手順書 

本手順書は、事象がさらに進展し、炉心が損傷したと判断される場合

に、その影響を緩和するための対応操作を行う要領として、主に格納容

器の健全性の維持を目的に整備している。 

 

①アクシデントマネジメントガイドライン 

・ガイドライン 

炉心損傷に至った際に支援組織において事故状況の把握およ

び事故拡大防止対策の検討を行う技術班が使用するもので、事故

の進展防止および影響緩和のために実施すべきＡＭ策を総合的

観点から判断、選択するためのガイダンスを与えるための手順書

である。 
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・知識データベース 

支援組織において事故状況の把握、事故拡大防止対策の検討を

行う技術班が、ガイドラインを使用し適切なＡＭ策を選択するた

めに必要な、さまざまな技術的情報やその根拠等の知識データを

整理してとりまとめたものである。 

②泊発電所運転要領 緊急処置編（設計基準を超える事象（炉心損傷

後）） 

事象の進展が急速な場合に支援組織からの支援が期待できない場

合等を考慮して、中央制御室の運転員が炉心損傷の影響を緩和する

ための対応操作を行う要領として整備している。 

 

(d)-2-3 緊急安全対策およびシビアアクシデントへの対応に関する措置に

おいて新たに整備した手順書 

緊急安全対策として、「泊発電所津波による電源機能等喪失時対応要領」

を制定し、ＡＣ電源を供給するすべての設備の機能、海水を使用して原

子炉施設を冷却するすべての設備の機能およびＳＦＰを冷却するすべ

ての設備の機能が津波によって喪失した場合における原子炉施設の保

全のための活動について、以下の手順を定めている。 

・緊急時の電源確保（移動発電機車による電源復旧） 

・緊急時の最終的な除熱機能の確保（蒸気発生器への給水確保） 

・緊急時のＳＦＰの冷却確保 

また、シビアアクシデントへの対応に関する措置として、以下の手順

を定めている。 

・中央制御室の作業環境確保（全交流電源喪失時に、移動発電機車か

ら中央制御室非常用換気空調設備（フィルタを含む）へ給電し、閉

回路循環運転することにより空気を浄化する） 

・緊急時における発電所構内通信手段の確保（長時間の全交流電源喪

失時に、移動発電機車から構内ＰＨＳ電源装置へ給電し、構内ＰＨ

Ｓの機能を確保する） 

・水素爆発防止対策（格納容器から水素が漏えいした場合に格納容器

外で水素が大量に滞留することを防止するため、格納容器に隣接す

るアニュラス部に漏えいしてきた水素をアニュラス排気設備（フィ

ルタを含む）により外部へ放出する） 

 

(d)-3 教育および訓練の状況 

シビアアクシデント・マネジメントの実施組織における要員の役割に

応じて、必要な知識の習得、維持および向上を図るために、シビアア
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クシデント・マネジメントに関する教育・訓練を実施している。 

 

(d)-3-1 運転員 

運転員は、シビアアクシデント・マネジメントの対応操作を行うこと

から、全員を対象にシビアアクシデント時に起こりうる物理現象およ

びＡＭ策実施時のプラント挙動等の応用的知識について机上教育を年

1回実施している。また、株式会社原子力発電訓練センターのフルスコ

ープのシミュレータまたは発電所構内にある泊発電所の中央制御室と

全く同じ模擬制御盤を採用している教育・訓練用シミュレータで、シ

ビアアクシデント・マネジメント対応操作の訓練（1回／年）を実施し

ている。 

なお、緊急安全対策等により新たに追加された教育・訓練内容につい

ても既存の教育・訓練において実施している。 

 

(d)-3-2 支援組織の要員 

支援組織の全要員を対象に、シビアアクシデントの概要、ＡＭ策の概

要、支援組織の位置付けおよび手順書の構成についての教育を実施し

ている。この教育は、シビアアクシデント・マネジメントの導入時お

よびその後は 1回／3年の頻度で実施している。 

また、支援組織の中でも、技術班についてはシビアアクシデント、Ａ

Ｍ策等についての広範囲かつ高いレベルの知識が必要とされる。この

ため、これらの要員を対象に、アクシデントマネジメントガイドライ

ンを用いた代表的な事故シナリオ進行時のＡＭ策検討等についての机

上教育を年 1回実施している。 

 

(d)-3-3 緊急安全対策およびシビアアクシデントへの対応に関する措置に

おいて新たに整備した教育および訓練 

津波に関する基礎教育および津波対応訓練（津波によってＡＣ電源を

供給するすべての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却するす

べての設備の機能およびＳＦＰを冷却するすべての設備の機能が喪失

した場合において原子炉施設の保全のために行う代替給電、蒸気発生器

への給水確保およびＳＦＰへの給水確保に関する対応訓練）ならびにシ

ビアアクシデント対応教育およびシビアアクシデント対応訓練（シビア

アクシデント発生時の中央制御室の作業環境の確保、発電所構内通話手

段の確保および水素爆発防止対策に関する手順に関する教育および訓

練）を年 1回実施する旨を「泊発電所教育訓練管理要領」に定め、実施

している。 
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ｂ．事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価結果 

本項では、炉心損傷の防止および格納容器機能喪失の防止のそれぞれに対

し、既存の安全機能とａ．項で特定した防護措置の関係について整理し、防

護措置の効果を多重防護の観点から評価する。 

既存の安全機能としては、炉心損傷の防止では原子炉の停止機能および炉

心冷却機能、格納容器機能喪失の防止では放射性物質の閉じ込め機能に着目

した。また、炉心損傷の防止および格納容器機能喪失の防止に係る共通事項

として、安全機能のサポート機能に着目した。 

なお、その他共通事項としてＳＦＰの冷却および非常時の措置にも着目し、

関係する防護措置を整理した。 

防護措置の効果の評価結果を、図 5-(6)-1～図 5-(6)-3 に示す。図中、既

存の安全機能は二重枠の五角形、ａ．項で特定した防護措置は一重枠の長方

形で示している。既存の安全機能に対する防護措置の序列は、ａ．項で確認

した事象進展を踏まえ、安全機能ごとにそれぞれを矢印で結ぶ形で整理した。 

図 5-(6)-1 は、炉心損傷の防止の観点から既存の安全機能と防護措置の関

係をまとめたものである。ａ．項で特定した防護措置は、既存の安全機能に

対してそれぞれ整備されている。特に、炉心冷却機能に対しては防護措置が

手厚く整備されており、炉心損傷の防止には、１次系の冷却・減圧が必須で

あることを踏まえたものである。炉心冷却の手段の基本的な序列は、 

・既存の安全機能を果たす機器の手動起動 

・２次系を用いた炉心および格納容器内の冷却 

・１次系を用いた炉心および格納容器内の冷却 

となっている。 

ここで、「２次系による炉心冷却」を具体例として挙げると、既存の安全機

能は、補助給水系（給水）および主蒸気逃がし弁（蒸気放出）を組合せるこ

とにより確保される。２次系を用いた炉心冷却において、補助給水系の機能

に期待できない場合には主給水系を手動起動し（炉心冷却⑧「代替給水」）、

補助給水系を長期にわたって使用する場合には水源を確保する（炉心冷却⑨

「２次系水源補給」）。また、主蒸気逃がし弁の機能に期待できない場合には

タービンバイパス系を用いてＳＧによる除熱を行う（炉心冷却⑪「タービン

バイパス系の活用」）。上記のいずれの手段にも期待できない場合には１次系

を用いた冷却として１次系への注水・減圧を行い（炉心冷却⑩「フィードア

ンドブリード」）、格納容器スプレイまたはその代替手段と組合せることで炉

心および格納容器内の冷却を行う。他の安全機能でも同様に、防護措置は多

重性の観点から整備されている。 

図 5-(6)-2 は、格納容器機能喪失の防止の観点から既存の安全機能と防護
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措置の関係をまとめたものである。図 5-(6)-1 と同様に、ａ．項で特定した

防護措置は、既存の安全機能に対してそれぞれ整備されている。既存の安全

機能に対して複数の防護措置が整備されているのは、放射性物質の閉じ込め

機能のうちの「格納容器スプレイ」である。これは、格納容器機能喪失を防

止するためには、格納容器内の冷却が必須であることを踏まえたものである。 

なお、「水素爆発の防止」として挙げたＳＡ措置④「水素爆発防止対策」は、

アニュラスの排気によりアニュラス部での水素滞留を防止するものであり、

直接的に格納容器機能喪失の防止に関与するものではないため、枠を点線と

している。 

図 5-(6)-3 は、炉心損傷の防止および格納容器機能喪失の防止の観点から、

既存の安全機能と防護措置の関係をまとめたものである。図 5-(6)-1 および

図 5-(6)-2 と同様に、ａ．項で特定した防護措置は、既存の安全機能に対し

てそれぞれ整備されている。既存の安全機能に対して複数の防護措置が整備

されているのは、安全機能のサポート機能のうちの「非常用電源」および「原

子炉補機冷却水」である。これは、各種安全機能の動作に期待するには、サ

ポート機能の確保が必須であることを踏まえたものである。また、サポート

機能の重要性は、福島第一原子力発電所事故の知見としても明らかである。 

図中、東日本大震災後、新たに整備した防護措置は、網掛けで示している。

当該防護措置の多くは、個別の段階および機能に対する代替措置ではなく、

横断的な措置として整備されている。 

これらにより、 

・ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書において整備した防護措置は、原

子炉の停止機能、炉心冷却機能、放射性物質の閉じ込め機能および安全

機能のサポート機能のそれぞれについて、多様な手段を講じることが可

能な形で整備されていること 

・緊急安全対策に係る実施状況報告書の対策は、炉心冷却機能としての２

次系による炉心冷却や安全機能のサポート機能のうち非常用電源に対

する対応をさらに強化していること 

・ＳＡ対応措置報告書の対策は、シビアアクシデント発生時において迅速

な対応を行うために必要な措置として整備したものであり、シビアアク

シデントに対する防護措置の信頼性の向上に資するものであること 

から、これらの防護措置は燃料の重大な損傷および放射性物質の大規模な放

出を防止する措置として多重防護の観点から有効に整備されていることが確

認できる。 
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図 5-(6)-1 既存の安全機能と防護措置の関係（炉心損傷の防止） 

  

炉停止①「手動原子炉トリップ」

炉停止②「緊急ほう酸注入」

炉心冷却①「代替注入」

炉心冷却②

炉心冷却⑪

炉心冷却⑪

炉心冷却⑤

炉心冷却⑫「代替再循環」

炉心冷却⑭「代替補機冷却」

炉停止③「緊急２次系冷却」

炉停止④

制御棒挿入

２次系による炉心冷却

ＥＣＣＳ注入

２次系による炉心冷却

原子炉の停止機能 炉心冷却機能

炉心損傷の防止

炉心冷却⑪「タービンバイパス系の活用」

炉心冷却⑧「代替給水」

炉心冷却⑩「フィードアンドブリード」

炉心冷却⑨「２次系水源補給」

緊急対策②「緊急時の最終的な除熱機能の確保」

炉心冷却③「２次系強制冷却に
よる低圧再循環」

※網掛けは、緊急安全対策またはシビアアクシデントへの対応に関する措置として、東日本大震災後新たに整備したもの。

炉心冷却⑦「１次系注水・減圧」

炉心冷却⑮「クールダウン＆リサーキュレーション」

１次冷却材漏えい箇所の隔離

炉心冷却④

炉心冷却⑥

炉心冷却⑬

炉心冷却⑪

格納容器スプレイ

ＥＣＣＳ再循環

「緊急２次系冷却の
多様化」

「２次系強制冷却
による低圧注入」

「タービンバイ
パス系の活用」

「タービンバイパ
ス系の活用」

「水源補給による注
入継続」

「２次系強制冷却に
よるサンプ水冷却」

「タービンバイパ
ス系の活用」

「代替格納容器気
相冷却」

「格納容器内自然
対流冷却」
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図 5-(6)-2 既存の安全機能と防護措置の関係（格納容器機能喪失の防止） 

 

  

閉じ込め②「格納容器手動隔離」

格納容器隔離

放射性物質の閉じ込め機能

格納容器機能喪失の防止

※網掛けは、緊急安全対策またはシビアアクシデントへの対応に関する措置として、東日本大震災後新たに整備したもの。
なお、ＳＡ措置④「水素爆発防止対策（アニュラスの排気）」については、直接的に格納容器機能喪失の防止に関与する
ものではないため、枠を点線としている。

閉じ込め①「代替格納容器気相冷却」

閉じ込め④「格納容器内注水」

閉じ込め③「格納容器内自然対流冷却」

閉じ込め⑤「１次系強制減圧」

閉じ込め⑤「１次系強制減圧」

ＳＡ措置④「水素爆発防止対策（アニュラスの排気）」

２次系による炉心冷却

水素爆発の防止

１次冷却材漏えい箇所の隔離

格納容器スプレイ
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図 5-(6)-3 既存の安全機能と防護措置の関係（共通） 

ＳＡ措置①「中央制御室の作業環境の確保」

非常時の措置

炉心損傷の防止 格納容器機能喪失の防止

ＳＡ措置③

サポート①「電源復旧」

サポート⑥「号機間電源融通」

安全機能のサポート機能

非常用電源

サポート②「直流電源確保」

サポート⑤「代替補機冷却」

サポート③「補機冷却水系回復」

制御用空気

サポート④「代替制御用空気供給」

緊急対策①「緊急時の電源確保（移動発電機車による給電）」

その他

ＳＡ措置①「緊急時における発電所構内通信手段の確保」

ＳＡ措置⑤「がれき撤去用の重機の配備」

原子炉補機冷却水

ＳＦＰの冷却

緊急対策③「緊急時のＳＦＰの冷却確保」

※網掛けは、緊急安全対策またはシビアアクシデントへの対応に関する措置として、東日本大震災後新たに整備したもの。

「高線量対応防護服等の資機材の確保
および放射線管理のための体制の整
備」
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（４）評価結果のまとめ 

ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書等で報告した防護措置について、設

備概要、組織体制、手順書、教育および訓練の状況等について現状を再確認

するとともに、イベントツリーを用いたシナリオ分析を行い、その有効性を

確認した。また、防護措置を燃料の重大な損傷を防止するための措置および

放射性物質の大規模な放出を防止するための措置に再分類し整理した。 

その結果、ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書において整備した防護措

置は、原子炉の停止機能、炉心冷却機能、放射性物質の閉じ込め機能および

安全機能のサポート機能のそれぞれについて、多様な手段を講じる形で整備

されていること、緊急安全対策に係る実施状況報告書の対策は、炉心冷却機

能としての２次系による炉心冷却や安全機能のサポート機能のうち非常用電

源に対する対応をさらに強化していること、ＳＡ対応措置報告書の対策は、

シビアアクシデント発生時において迅速な対応を行うために必要な措置とし

て整備したものであり、シビアアクシデントに対する防護措置の信頼性の向

上に資するものであることより、泊発電所１号機において整備されている防

護措置が多重防護の観点から有効であることを確認した。 

 

なお、緊急安全対策に係る実施状況報告書で報告した種々の対策のうち、

設備強化対策（中長期）として計画している 

・「緊急時の電源確保」に係る対策として、移動発電機車の追加配備およ

び非常用発電機の配備 

・「緊急時の最終的な除熱機能の確保」に係る対策として、海水ポンプ電

動機予備機および代替海水取水ポンプの確保ならびに信頼性の高い水

源の確保の検討 

・「緊急時のＳＦＰの冷却確保」に係る対策として、信頼性の高い水源の

確保の検討 

の諸対策については、その着実な実施により防護措置が一層強化され、燃料

の重大な損傷防止および放射性物質の大規模な放出防止に係る手段の多様化

が図られると評価できる。また、 

・「各原子力発電所における構造等を踏まえた当面必要となる対応策の実

施」に係る対策として、安全上重要な機器が設置されたエリアに対する

浸水対策の実施 

により、プラントは津波などの外的要因による浸水に対してより強固な設備

となり、防護措置の信頼性向上に資するものと評価できる。 

さらに、ＳＡ対応措置報告書で報告した種々の対策のうち、今後計画され

ている対策として、 

・電源を必要としない静的触媒式水素再結合装置を格納容器内に設置する



 

－１４１－ 

など 

により水素爆発防止対策の充実が図られることになる。 
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６．まとめ 

本報告書においては、発電用原子炉施設の安全性に関する総合評価の一次評

価として、泊発電所１号機の設計上の想定を超える事象に対して、どの程度の

安全裕度が確保されているかについて評価を行った。具体的には、自然現象と

して、地震、津波および地震と津波の重畳、安全機能の喪失として、全交流電

源喪失および最終的な熱の逃し場（最終ヒートシンク）の喪失について安全裕

度を検討した。 

また、設計上の想定を超える事象に対し安全性を確保するために取られてい

る措置について、その他のシビアアクシデント・マネジメント対策も含めて、

多重防護の観点から、その効果を確認した。 

なお、今回の評価においては、緊急安全対策として手順などが整備されてい

ない場合は事象の過程の進展を防止する措置として期待しない、燃料の重大な

損傷に至る時点については、特定した必要な機能が喪失した時点とみなすなど、

現実よりも厳しい条件を用いて保守的な評価を行っている。 

 

地震に対するクリフエッジは、炉心にある燃料に対しては 1.86Ss であると特

定された。また、ＳＦＰにある燃料に対しては、2Ss であると特定された。よ

って、プラント全体としての地震に対するクリフエッジは 1.86Ss であると特定

された。 

また、本評価において、これまで実施してきた緊急安全対策が有効に機能し、

燃料が重大な損傷に至ることを防止するための多重の防護措置が取られている

こと、また、ＳＦＰにある燃料に対するクリフエッジが改善されたことについ

ても確認することができた。 

さらに、今回の評価において、クリフエッジ機器となったパワーセンタの耐

震裕度は、過去に実施した加振試験での動作確認範囲の上限に基づくものであ

り、実際に機能喪失に至る値には未だ余裕があるものと見込まれる。今後、研

究等により、耐震裕度をより正確に把握する取り組みを行う。 

 

津波に対するクリフエッジは、炉心にある燃料に対しては、津波高さが

T.P.15.0m、また、ＳＦＰにある燃料に対してはクリフエッジが T.P.31.0m と特

定された。よって、プラント全体としての津波に対するクリフエッジは、炉心

にある燃料の損傷に至るクリフエッジの T.P.15.0m であると特定された。 

これは、緊急安全対策として実施した扉等へのシール施工による浸水対策に

よって改善されたものであり、今後もその効果を維持していくため保守点検を

確実に実施する。 

また、安全上重要な機器が設置されているエリアについては、順次水密扉へ

の取替えや防潮壁の設置等による浸水対策の強化を実施することとしている。 
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なお、泊発電所１、２号機の出入管理建屋入口などは既に水密扉への取替が

完了しており、浸水対策の強化が図られている状況である。 

さらに、浸水高さが T.P.15m の津波が襲来しても敷地への浸水を防止するた

めに、高さが T.P.15m 以上の防潮堤を敷地海岸部の全長約 1.7km にわたり新た

に設置することとしており（平成 26年度完成目途）、多重防護の観点での浸水

対策を充実することとしている。 

 

地震と津波の重畳に対しては、炉心にある燃料に関するクリフエッジが、

ＳＦＰにある燃料に関するクリフエッジよりも小さいことから、プラント全体

としては、炉心にある燃料に関するクリフエッジと同様であることが特定され

た。具体的には、耐震裕度と許容津波高さの組み合わせで、耐震裕度 1.86Ｓ

s/許容津波高さ T.P.15.0m である事が確認された。 

 

全交流電喪失が発生した場合、緊急安全対策後は、発電所内に貯蔵されて

いる使用可能な軽油により、燃料の重大な損傷に至ることなく、約 20 日間冷

却を継続できることを確認した。 

これは緊急安全対策（短期）によって、燃料の冷却可能期間が大幅に増加

したものであり、発電所外部からの支援（軽油補給等）を期待するのに十分な

時間余裕となっている。 

 

最終ヒートシンク喪失が発生した場合、緊急安全対策後は、発電所内に貯

蔵されている使用可能な軽油により、燃料の重大な損傷に至ることなく、約

142 日間冷却を継続できることを確認した。 

これは緊急安全対策（短期）の代替給水によって、燃料の冷却可能期間が

大幅に増加したものであり、発電所外部からの支援（軽油補給等）を期待する

のに十分な時間余裕となっている。 

 

また、全交流電源喪失または最終ヒートシンク喪失に至るような事態でも、

陸路、海路および空路により、泊発電所へ軽油の輸送が行われるよう調達先と

の契約を結んでおり、発電所内の使用可能な軽油が枯渇する前に、継続的に補

給を行うことができ、給水機能および給電機能を維持し、炉心およびＳＦＰの

燃料の冷却を継続することが可能である。 

なお、平成 24年度の３号機の定期検査において、３号機のディーゼル発電

機燃料油貯油槽に貯蔵されている燃料（軽油）も緊急安全対策用燃料として使

用できるよう、同貯油槽の改造を行う計画であり、それによって 10 日間程度

冷却可能期間を延長できる。 

さらに、平成 26 年度を目途に、発電所後背地高台に 12,000 ㎥程度の新規
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淡水貯蔵設備を設置する計画であり、これによって、燃料（軽油）を必要とす

る代替給水手段の使用開始時期を 2週間程度延長することが可能となる。 

上記の他に、平成 24年度上期をめどに移動発電機車の追加配備を行い、更

なる冷却手段の多様化が実現できる。 

また、今後、非常用発電機を津波の影響を受けない発電所高台に設置し、

所内電源系と接続可能な設備とする事としており、これにより、移動発電機車

による給電で必要となるケーブル接続などの準備時間が不要となる。このため、

全交流電源喪失状態の継続時間を短縮することに寄与できる。 

さらに、本設備の運転可能期間に応じて、一定の期間クリフエッジが延長

される。 

 

その他のシビアアクシデント・マネジメントでは、ＡＭ検討報告書および

ＡＭ整備報告書等で報告した防護措置について、設備概要、組織体制、手順書、

教育および訓練の状況等について現状を再確認するとともに、イベントツリー

を用いたシナリオ分析を行い、その有効性を確認した。また、防護措置を燃料

の重大な損傷を防止するための措置および放射性物質の大規模な放出を防止

するための措置に再分類し整理した。 

その結果、ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書において整備した防護措

置は、原子炉の停止機能、炉心冷却機能、放射性物質の閉じ込め機能および安

全機能のサポート機能のそれぞれについて、多様な手段を講じる形で整備され

ていること、緊急安全対策に係る実施状況報告書の対策は、炉心冷却機能とし

ての２次系による炉心冷却や安全機能のサポート機能のうち非常用電源に対

する対応をさらに強化していること、ＳＡ対応措置報告書の対策は、シビアア

クシデント発生時において迅速な対応を行うために必要な措置として整備し

たものであり、シビアアクシデントに対する防護措置の信頼性の向上に資する

ものであることより、泊発電所１号機において整備されている防護措置が多重

防護の観点から有効であることを確認した。 

 

以上のように、地震、津波、全交流電源喪失、最終ヒートシンク喪失など

の各項目について評価した結果、発電所周辺地域に想定を超える地震や津波が

発生した場合においても、これまで実施してきた緊急安全対策が有効に機能す

ることや、泊発電所１号機の安全上重要な施設・機器等が十分な安全裕度を有

していることを確認できたものと考えている。 

 

今後は、緊急安全対策において計画している中長期対策等を確実に実施し

ていくと共に、福島第一原子力発電所に係わる新たな知見等への適切な対応を

行っていくことで更なる安全性の向上を図るなど、国民・住民の皆さまに安
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心・信頼していただくべく不断の取組みを継続していく。 

以上
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添付 5-(1)-6   フロントライン系とサポート系の関連表 

添付 5-(1)-7   各影響緩和機能の系統図（地震：炉心損傷） 

添付 5-(1)-8   クリフエッジ評価において耐震裕度を算定しない設備につい

て 

添付 5-(1)-9 各影響緩和機能の耐震裕度評価結果一覧（地震：炉心損傷）（外

部電源喪失） 

添付 5-(1)-10 各影響緩和機能のフォールトツリー（地震：炉心損傷） 

添付 5-(1)-11 イベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジ評価（地震：

炉心損傷） 

添付 5-(1)-12 イベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジ評価（地震：

炉心損傷（緊急安全対策前）） 

添付 5-(1)-13 各起因事象におけるイベントツリー（地震：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(1)-14 耐震裕度評価結果（地震：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(1)-15 フロントライン系とサポート系の関連表 

添付 5-(1)-16 各影響緩和機能の系統図（地震：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(1)-17 各影響緩和機能の耐震裕度評価結果一覧（地震：ＳＦＰ燃料

損傷）（外部電源喪失） 

添付 5-(1)-18 各影響緩和機能のフォールトツリー（地震：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(1)-19 イベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジ評価（地震：

ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(1)-20 イベントツリーの耐震裕度およびクリフエッジ評価（地震：

ＳＦＰ燃料損傷（緊急安全対策前）） 

 

添付 5-(2)-1 本評価における対象設備等の耐震重要度分類と評価上の扱い 

添付 5-(2)-2 泊発電所 設計津波高さに関する算定根拠説明資料 

添付 5-(2)-3 泊発電所１号機の敷地レベルと主要な機器等の配置レベル 

添付 5-(2)-4 各起因事象におけるイベントツリー（津波：炉心損傷） 

添付 5-(2)-5 許容津波高さ評価結果 

添付 5-(2)-6 フロントライン系とサポート系の関連表（津波：炉心損傷） 

添付 5-(2)-7 各影響緩和機能の系統図（津波：炉心損傷） 



 

－１４７－ 

添付 5-(2)-8 各影響緩和機能のフォールトツリー（津波：炉心損傷） 

添付 5-(2)-9 イベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッジ評価（津

波：炉心損傷） 

添付 5-(2)-10 浸水量評価を用いたクリフエッジとしての許容津波高さの再

評価について 

添付 5-(2)-11 イベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッジ評価（津

波：炉心損傷（緊急安全対策前）） 

添付 5-(2)-12 各起因事象におけるイベントツリー（津波：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(2)-13 フロントライン系とサポート系の関連表（津波：ＳＦＰ燃料

損傷） 

添付 5-(2)-14 各影響緩和機能の系統図（津波：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(2)-15 各影響緩和機能のフォールトツリー（津波：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(2)-16 イベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッジ評価（津

波：ＳＦＰ燃料損傷） 

添付 5-(2)-17 イベントツリーの許容津波高さおよびクリフエッジ評価（津

波：ＳＦＰ燃料損傷（緊急安全対策前）） 

 

添付 5-(3)-1 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：炉心損傷

（地震による起因事象をベースとした評価）） 

添付 5-(3)-2 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：炉心損傷

（津波による起因事象をベースとした評価）） 

添付 5-(3)-3 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：炉心損傷

（地震による起因事象をベースとした評価））＝緊急安全対策

前＝ 

添付 5-(3)-4 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：炉心損傷

（津波による起因事象をベースとした評価））＝緊急安全対策

前＝ 

添付 5-(3)-5 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：ＳＦＰ燃

料損傷（地震による起因事象をベースとした評価）） 

添付 5-(3)-6 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：ＳＦＰ燃

料損傷（津波による起因事象をベースとした評価）） 

添付 5-(3)-7 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：ＳＦＰ燃

料損傷（地震による起因事象をベースとした評価））＝緊急安

全対策前＝ 

添付 5-(3)-8 各シナリオの重畳に対する耐力の評価結果（重畳：ＳＦＰ燃

料損傷（津波による起因事象をベースとした評価））＝緊急安

全対策前＝ 



 

－１４８－ 

添付 5-(4)-1 泊発電所１号機電源構成概要図 

添付 5-(4)-2 ディーゼル発電機の継続運転時間 

添付 5-(4)-3 ＳＧへの給水機能 

添付 5-(4)-4 ＳＦＰへの給水機能 

添付 5-(4)-5 各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定の考え方 

添付 5-(4)-6 給電機能 概念図 

添付 5-(4)-7 蓄電池の容量および継続時間評価 

添付 5-(4)-8 燃料（軽油）枯渇時間評価 

 

添付 5-(5)-1 ＳＧへの給水機能 

添付 5-(5)-2 ＳＦＰへの給水機能 

添付 5-(5)-3 各水源の各号機への使用量割り当ておよび水量設定の考え方 

添付 5-(5)-4 燃料（軽油）枯渇時間評価 

 

添付 5-(6)-1 泊発電所１号機の系統構成の概要 

添付 5-(6)-2 ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書での検討 

添付 5-(6)-3 ＡＭ検討報告書およびＡＭ整備報告書において整備した防護

措置 

添付 5-(6)-4 防護措置に係る系統概要 

添付 5-(6)-5 防護措置の整備状況 

添付 5-(6)-6 炉心損傷に係るイベントツリー 

添付 5-(6)-7 炉心損傷に係るイベントツリーと防護措置の関係 

添付 5-(6)-8 格納容器内での事象進展に係る物理現象 

添付 5-(6)-9 格納容器機能喪失に係るイベントツリー 

添付 5-(6)-10 格納容器機能喪失に係るイベントツリーと防護措置の関係 

添付 5-(6)-11 シビアアクシデント・マネジメント実施組織の概要 

添付 5-(6)-12 シビアアクシデント・マネジメント関連手順書類の構成概要 




